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1. 調査の概要 

1.1 事業の目的 

中東湾岸諸国は、世界的なカーボンニュートラル／脱化石燃料の流れの中で中・長期的な収益減を

見据えて経済多角化戦略（ビジョン改革）を進めてきたが、気候変動対策のより一層の強化が世界的に

求められる中、ビジョン改革に基づく投資戦略やグリーン成長戦略、FTA戦略等を発展させる動きが見

受けられる。また、そのような動きは湾岸諸国に限られず、トルコ等他の中東諸国でも見られる。 

一方、ウクライナ情勢と中東諸国、イラン核合意、アブラハム合意後の関係強化の動き、GCC の動向

（全体及びサウジ・UAE・カタール等各国）、イエメン情勢、トルコの動向等、対立や融和を繰り返す中東

地域の地政学的変化は依然大きく、経済・産業、エネルギー含む安全保障にも大きな影響を及ぼしてい

る。 

我が国にとって中東地域は、エネルギー安全保障上重要な地域であるが、若年層比率の高い 3.5 億

人の人口を有する有望な市場、欧州・アフリカ市場への戦略的拠点でもある。本調査では、中東地域の

地政学的動向、更にイノベーションやグリーン成長といったビジョン改革／成長戦略、更に公的投資基

金を活用した投資戦略、更にそれらによって実際に生じている中東地域の産業（特に新規分野）の変化

を、地政学・地経学的な視点も含めて調査・分析し、我が国ビジネスチェーンにおいて中東地域がどのよ

うな位置づけにあるのか評価し、今後の政策や協力のあり方を検討した。 

特に、中東地域には、イノベーションをリードするイスラエルや、豊富な資金力を背景に公的基金を通

じて自国や他国の新規産業への投資を行う湾岸産油・産ガス国が存在するところ、これらの国々とのイ

ノベーション連携が今後の我が国と中東地域との互恵的な協力の一つのあり方として模索していく必要

があると考えられる。この観点から、イスラエルのイノベーション支援制度や先進的な貿易制度を調査し

つつ、国境を越えたイノベーション協力を行うため二国間枠組みの検討にむけた情報収集等も行った。 

1.2 業務内容 

1.2.1 A. 中東地域情勢の調査・分析等 

以下のテーマについて、中東地域情勢の動向について報道や文献等を基に調査を行い、経済産業省

への４回のブリーフィング及び意見交換を行った。また、調査結果は報告資料（パワーポイント）にまとめ

た。 

 

➢ ウクライナ情勢と中東諸国（特に、トルコ、イスラエル、湾岸諸国、イランへの影響やこれら国々の

対応、他主要国（米欧、露、中等）との関係） 

➢ アブラハム合意後の関係強化など、中東における融和の動き 

➢ イラン核合意や、イランと中東各国及び米欧中露との関係 

➢ GCC 諸国（※）の動向（GCC 全体及び各国）※サウジアラビア、UAE、カタール、クウェート、

バーレーン、オマーン 

➢ イエメン情勢（イランとサウジの和解の動きを含む） 
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➢ トルコの外交・経済 

➢ アフガニスタン情勢 

➢ 中東での域外国の動き・プレゼンス（対中関係、対米関係等） 

➢ 気候変動・カーボンニュートラル関連の動向（政策、国際協力、COP への対応、主要プロジェク

ト、炭素取引市場等） 

➢ 中東主要国（※）のマクロ経済情勢（成長率（四半期）、GDP 構成（付加価値）、貿易、直接投資

（ストック・フロー、国・地域別）、為替・金利等）※GCC諸国、トルコ、イスラエル、イラン、イラク 

➢ その他主要な動き（首脳会談等や関連合意の動向等） 

1.2.2 B. ビジョン改革等 

湾岸諸国を中心に、中東諸国のビジョン改革等（特に、①経済成長･産業多角化戦略、②グリーン成

長・カーボンニュートラル戦略）を概観・整理するとともに、その現状（成果や課題）の評価、特に非エネル

ギー産業部門（特に、イノベーション、サービス、コンテンツ等）の成長、具体的な企業・スタートアップの

動向、主要なプロジェクトの動向、関連する国際協力等について整理し、分析・評価を行った。 

また、湾岸諸国においては、政策実現に当たって公的ファンドが重要な役割を果たしていると見られ

るところ、主要なファンドの概要や機能、具体的な投資動向等についての情報収集・整理を行い、日本

企業の中東ビジネス活性化に資する、中東公的ファンドへのアプローチのあり方について分析を行った。 

1.2.3 C. 研究会の開催 

上記 A,B を踏まえ、2023 年 2 月と 3 月に、①調査結果等の報告、②関係機関からの活動報告を

行いつつ、③情勢分析や今後の協力の方向性等について議論する研究会を２回実施した。 

多角的な観点から裏打ちされた提言を得るべく、中東情勢に関する有識者５名程度と関係機関を交

えた研究会を開催した。 

研究会については対面及び遠隔（主に中東からの参加）についてはオンラインでご参加いただいた。 

 

1.2.4 D. イスエラル国内制度・二国間協力調査等 

（１）イスラエルにおけるイノベーション支援制度の調査 

１． イスラエル・イノベーション庁の組織概要、同庁の各種支援制度の概要及び根拠法令（の抜粋） 

（イスラエルの個人・法人向けだけでなく、外国投資家や多国籍企業が利用できる制度も含む。下記２

についても同じ。） 

2. 同庁の外国組織との国際連携活動の概要（連携先組織別。日本国内機関も含む） 

※ 上記１、２については、同庁の支援制度や同庁の国際連携活動に基づく支援制度を利用した場合

の事業における知的財産権の帰属先やその取得にかかる規定も収集可能な範囲で調査した。 

（２）国境を越えたイノベーション協力に関する専門家WSの開催 

諸事情により、委託調査期間内の実施は見送りとなった。 
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（３）イスラエルにおける貿易制度の調査 

1. 通関手続（輸出・輸入申告、特恵関税利用申請（含む FTA 利用のための原産地証明書提出）、事

前教示、関税還付、急送貨物、腐敗しやすい貨物、原産地表示義務等）に関する制度の概要及び根拠

法令（の抜粋） 

2. 第三者証明制度における原産地証明書発給に関する制度の概要、根拠法令（の抜粋）及び発給

状況 

3. 上記１、２の電子化手続の制度概要、根拠法令（の抜粋）及び実施状況 

4. 原産地証明にかかる自己証明（輸出、輸入双方について）の制度概要、根拠法令（の抜粋）及び実

施状況 

1.3 実施期間 

令和 4年 8月 4日～令和 5年 3月 15日 

 

1.4 納入物 

調査報告書電子媒体（CD-R）1式 
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2. 中東地域情勢の調査・分析等 

以下のテーマについて、中東地域情勢の動向について報道や文献等を基に調査を行い、経済産業省

への４回のブリーフィング及び意見交換を行った。また、ブリーフィングの結果は報告資料（パワーポイン

ト）にまとめた。 

なお、以下のテーマについては、文献調査により情報を整理した。 

➢ 中東主要国のマクロ経済情勢 

 

以下のテーマについては、毎回のブリーフィングにおいて、都度、最新の動向を報告した。 

 

➢ ウクライナ情勢と中東諸国 

➢ アブラハム合意後の関係強化など、中東における融和の動き 

➢ イラン核合意や、イランと中東各国及び米欧中露との関係 

 

これ以外の以下のテーマについては、ブリーフィングにおいて、随時、動向を報告した。 

 

➢ GCC諸国の動向 

➢ イエメン情勢 

➢ トルコの外交・経済 

➢ アフガニスタン情勢 

➢ 中東での域外国の動き・プレゼンス 

➢ 気候変動・カーボンニュートラル関連の動向 

2.1 中東主要国のマクロ経済情勢 

中東主要国のマクロ経済情勢については、文献調査に基づいて国ごとに整理した。 

調査した項目は以下のとおりである。 

 

➢ GDP 

➢ 1人あたりGDP 

➢ 経済成長率 

➢ 金利（物価上昇率） 

➢ 貿易（輸出額・輸入額） 

➢ 直接投資（ストック・フロー） 

➢ 為替レート 

➢ GDP構成 

 

参照した資料は以下のとおりである。 

A:外務省 国・地域情報 
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https://www.mofa.go.jp/mofaj/area/index.html、2023/3/6閲覧 

 

B:UNCTAD、World Investment Report 2020、 

https://unctad.org/system/files/official-document/wir2020_en.pdf 

 

C:米 CIA, The World Factbook 

https://www.cia.gov/the-world-factbook/ 

2.1.1 サウジアラビア 

項目 単位 年 数値 出所 

GDP 億USドル 2020 7,015 A 

1人あたりGDP US ドル 2021 23,507 A 

経済成長率 %（実質） 2021 3.2 A 

金利（物価上昇率） ％ 2021 3.1 A 

輸出額 億USドル 2021 2,754 A 

輸入額 億USドル 2021 1,524 A 

為替レート 1USドル/SAR   3.76 A 

FDI 対内フロー 百万ドル 2019 4,562 B 

FDI 対外フロー 百万ドル 2019 13,185 B 

FDI 対内ストック 百万ドル 
2019 

A/L基準 
236,16６ B 

FDI 対外ストック 百万ドル 
2019 

A/L基準 
123,050 B 

GDP構成   2017暫 

農業 2.6％ 

産業 44.2％ 

サービス 53.2％ 

C 

 

  



 

11 

2.1.2 カタール 

項目 単位 年 数値 出所 

GDP 億USドル 2021 1,692 A 

1人あたりGDP US ドル 2021 62,000 A 

経済成長率 ％ 2021 1.9 A 

金利（物価上昇率） ％ 2021 6.5 A 

輸出額 億USドル 2019 726 A 

輸入額 億USドル 2019 313 A 

為替レート １USドル/QAR   3.64 A 

FDI 対内フロー 百万ドル 2019 -2,813 B 

FDI 対外フロー 百万ドル 2019 4,450 B 

FDI 対内ストック 百万ドル 2019 31,061 B 

FDI 対外ストック 百万ドル 2019 44,780 B 

GDP構成   2017暫 

農業 0.2％ 

産業 50.3％ 

サービス ４９．５％ 

C 

2.1.3 UAE 

項目 単位 年 数値 出所 

GDP 億USドル（名目） 2019 4,211 A 

1人あたりGDP US ドル（名目） 2019 43,103 A 

経済成長率 ％ 2019 -0.25 A 

金利（物価上昇率） ％ 2019 -2.08 A 

輸出額 億USドル 2020年 2020 3,064 A 

輸入額 億USドル 2020年 2020 2,264 A 

為替レート 1USドル/AED   3.6725 A 

FDI 対内フロー 百万ドル 2019 13,787 B 

FDI 対外フロー 百万ドル 2019 15,901 B 

FDI 対内ストック 百万ドル 2019 154,107 B 

FDI 対外ストック 百万ドル 2019 155,430 B 

GDP構成   2017暫 

農業 0.9％ 

産業 ４９.8％ 

サービス ４９．2％ 

C 
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2.1.4 オマーン 

項目 単位 年 数値 出所 

GDP 億USドル 2021 780 A 

1人あたりGDP US ドル 2021 16,993 A 

経済成長率 ％（実質） 2021 2.5 A 

金利（物価上昇率） ％ 2021 3.0 A 

輸出額 億USドル 2021 304 A 

輸入額 億USドル 2021 211 A 

為替レート 1USドル/OMR   0.3845 A 

FDI 対内フロー 百万ドル 2019暫 3,125 B 

FDI 対外フロー 百万ドル 2019暫 1,116 B 

FDI 対内ストック 百万ドル 2019暫 31,332 B 

FDI 対外ストック 百万ドル 2019暫 11,992 B 

GDP構成   2017暫 

農業 1.8％ 

産業 ４6.4％ 

サービス 51.8％ 

C 

2.1.5 バーレーン 

項目 単位 年 数値 出所 

GDP 億USドル（実質） 2021 345 A 

1人あたりGDP US ドル（実質） 2021 23,236 A 

経済成長率 ％ 2021 1.8 A 

金利（物価上昇率） ％  NA A 

輸出額 億USドル（非石油） 2021 76.8 A 

輸入額 億USドル（非石油） 2021 87.8 A 

為替レート 1USドル/BHD   0.376 A 

FDI 対内フロー 百万ドル 2019 942 B 

FDI 対外フロー 百万ドル 2019 -197 B 

FDI 対内ストック 百万ドル 2019 30,077 B 

FDI 対外ストック 百万ドル 2019 19,147 B 

GDP構成   2017暫 

農業 0.3％ 

産業 39.3％ 

サービス 60.4％ 

C 
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2.1.6 クウェート 

項目 単位 年 数値 出所 

GDP 億USドル 2021 1,060 A 

1人あたりGDP USドル 2021 24,812 A 

経済成長率 ％（実質） 2021 1.3 A 

金利（物価上昇率） ％ 2021 3.4 A 

輸出額 億USドル 2021 683 A 

輸入額 億USドル 2021 319 A 

為替レート 1USドル/KWD   ０．３０７ A 

FDI 対内フロー 百万ドル 2019 104 B 

FDI 対外フロー 百万ドル 2019 -2,495 B 

FDI 対内ストック 百万ドル 2019 14,904 B 

FDI 対外ストック 百万ドル 2019 32,997 B 

GDP構成   2017暫 

農業 0.4％ 

産業 58.7％ 

サービス 40.9％ 

C 

 

2.1.7 イラン 

項目 単位 年 数値 出所 

GDP 億USドル（名目） 2021 1,872 A 

1人あたりGDP US ドル（名目） 2021 2,203 A 

経済成長率 ％（実質） 2021 2.46 A 

金利（物価上昇率） ％ 2021 39.34 A 

輸出額 億USドル 2021 152 A 

輸入額 億USドル 2021 215 A 

為替レート １ＵＳドル/IRR   42,000 A 

FDI 対内フロー 百万ドル 2019暫 1,508 B 

FDI 対外フロー 百万ドル 2019暫 85 B 

FDI 対内ストック 百万ドル 2019暫 57,369 B 

FDI 対外ストック 百万ドル 2019暫 3,979 B 

GDP構成   2017暫 

農業 9.6％ 

産業 35.3％ 

サービス 55％ 

C 
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2.1.8 イラク 

項目 単位 年 数値 出所 

GDP 億USドル 2021 2,079 A 

1人あたりGDP US ドル 2021 5,048 A 

経済成長率 ％  NA A 

金利（物価上昇率） ％  NA A 

輸出額 億USドル 2021 863 A 

輸入額 億USドル 2021 662 A 

為替レート 1USドル/IQD   1,450 A 

FDI 対内フロー 百万ドル 2019 -3,076 B 

FDI 対外フロー 百万ドル 2019 194 B 

FDI 対内ストック 百万ドル  NA B 

FDI 対外ストック 百万ドル 2019 2,869 B 

GDP構成   2017暫 

農業 3.3％ 

産業 51％ 

サービス 45.8％ 

C 

 

2.1.9 トルコ 

項目 単位 年 数値 出所 

GDP 億USドル（名目） 2021 8,027 A 

1人あたりGDP US ドル 2021 9,539 A 

経済成長率 ％ 2021 11 A 

金利（物価上昇率） ％ 2021 19.6 A 

輸出額 億USドル 2021 2,252 A 

輸入額 億USドル 2021 2,714 A 

為替レート 1USドル/TRY   18.97 A 

FDI 対内フロー 百万ドル 2019 8,434 B 

FDI 対外フロー 百万ドル 2019 2,841 B 

FDI 対内ストック 百万ドル 2019 164,906 B 

FDI 対外ストック 百万ドル 2019 47,754 B 

GDP構成   2017暫 

農業 6.8％ 

産業 32.3％ 

サービス 60.7％ 

C 
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2.1.10 イスラエル 

項目 単位 年 数値 出所 

GDP 億USドル 2021 4,816 A 

1人あたりGDP US ドル 2021 51,430 A 

経済成長率 ％ 2021 8.1 A 

金利（物価上昇率） ％ 2021 1.5 A 

輸出額 億USドル 2021 490 A 

輸入額 億USドル 2021 702 A 

為替レート 1USドル/ILS   ３．６５ A 

FDI 対内フロー 百万ドル 2019 18,224 B 

FDI 対外フロー 百万ドル 2019 8,566 B 

FDI 対内ストック 百万ドル 2019 166,229 B 

FDI 対外ストック 百万ドル 2019 110,383 B 

GDP構成   2017暫 

農業 2.4％ 

産業 26.5％ 

サービス 69.5％ 

C 
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2.1.11 マクロ経済情勢・国別比較表 

 

出所） 

A:外務省 国・地域情報 https://www.mofa.go.jp/mofaj/area/index.html、2023/3/6閲覧 

B:UNCTAD、World Investment Report 2020、https://unctad.org/system/files/official-document/wir2020_en.pdf 

C:米 CIA, The World Factbook、https://www.cia.gov/the-world-factbook/ 

  

 

GDP A 
物価上昇率 A 

貿易 A 

GDP額 1人あたりGDP GDP成長率   輸出額 輸入額 

  年 億USドル   年 USドル   年 ％ 年 ％ 年 億USドル 億USドル 

サウジ － 2020 7,015 － 2021 23,507 実質 2021 3.2 2021 3.1 2021 2,754 1,524 

カタール － 2021 1,692 － 2021 62,000 － 2021 1.9 2021 6.5 2019 726 313 

UAE 名目 2019 4,211 名目 2019 43,103 － 2019 -0.25 2019 -2.08 2020 3,064 2,264 

オマーン － 2021 780 － 2021 16,993 実質 2021 2.5 2021 3.0 2021 304 211 

バーレーン 実質 2021 345 実質 2021 23,236 － 2021 1.8   NA 2021 77 88 

クウェート － 2021 1,060 － 2021 24,812 実質 2021 1.3 2021 3.4 2021 683 319 

イラン 名目 2021 1,872 名目 2021 2,203 実質 2021 2.46 2021 39.34 2021 152 215 

イラク － 2021 2,079 － 2021 5,048     NA   NA 2021 863 662 

トルコ 名目 2021 8,027 － 2021 9,539 － 2021 11 2021 19.6 2021 2,252 2,714 

イスラエル － 2021 4,816 － 2021 51,430 － 2021 8.1 2021 1.5 2021 490 702 
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FDI（直接投資） B 為替レート A 

  フロー ストック   

年 対内（百万ドル） 対外（百万ドル） 対内（百万ドル） 対外（百万ドル） １USドル 

サウジ 2019 4,562 13,185 236,16６＊ 123,050＊ 3.76サウジリヤル（SAR) 

カタール 2019 -2,813 4,450 31,061 44,780 3.64カタールリヤル（QAR) 

UAE 2019 13,787 15,901 154,107 155,430 ３．６７２5エミラティディルハム（AED） 

オマーン ２０１９暫 3,125 1,116 31,332 11,992 0.385オマーンリヤル（OMR） 

バーレーン 2019 942 -197 30,077 19,147 0.376バーレーンディナール（BHD） 

クウェート 2019 104 -2,495 14,904 32,997 0.307クウェートディナール（KWD） 

イラン ２０１９暫 1,508 85 57,369 3,979 42,000 イランリヤル（IRR) 

イラク 2019 -3,076 194 NA 2,869 1,450 イラクディナール（IQD） 

トルコ 2019 8,434 2,841 164,906 47,754 18.97 トルコリラ（TRY) 

イスラエル 2021 18,224 8,566 166,229 110,383 3.65 イスラエル新シェケル（ILS） 

出所） 

A:外務省 国・地域情報 https://www.mofa.go.jp/mofaj/area/index.html、2023/3/6閲覧 

B:UNCTAD、World Investment Report 2020、https://unctad.org/system/files/official-document/wir2020_en.pdf 

C:米 CIA, The World Factbook、https://www.cia.gov/the-world-factbook/ 

注）＊サウジアラビアの FDIストックはAsset/Liability基準 

 

 

 

https://www.cia.gov/the-world-factbook/
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出所） 

A:外務省 国・地域情報 https://www.mofa.go.jp/mofaj/area/index.html、2023/3/6閲覧 

B:UNCTAD、World Investment Report 2020、https://unctad.org/system/files/official-document/wir2020_en.pdf 

C:米 CIA, The World Factbook、https://www.cia.gov/the-world-factbook/ 

  

GDP構成（2017年暫定値） C 

農業 産業 サービス 

％ ％ ％ 

サウジ 2.6 44.2 53.2 

カタール 0.2 50.3 49.5 

UAE 0.9 49.8 49.2 

オマーン 1.8 46.4 51.8 

バーレーン 0.3 39.3 60.4 

クウェート 0.4 58.7 40.9 

イラン 9.6 35.3 55 

イラク 3.3 51 45.8 

トルコ 6.8 32.3 60.7 

イスラエル 2.4 26.5 69.5 
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2.2 ブリーフィング 

2.2.1 実施の概要 

回 実施日時 テーマ 参加者数 

1 2022/09/13 2022年の中東の注目点と現状 14名 

2 2022/11/04 イランをめぐる関係 15名 

3 2023/01/25 習近平国家主席のサウジアラビア訪問、ネタニヤフ政

権発足とパレスチナ問題の行方 

14名 

4 2023/2/24 イスラエルとの付き合い方 16名 
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2.2.2 第 1回ブリーフィング 
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2.2.3 第 2回ブリーフィング 
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2.2.4 第 3回ブリーフィング 
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2.2.5 第 4回ブリーフィング 
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3. ビジョン改革等 

湾岸諸国を中心に、中東諸国のビジョン改革等（特に、①経済成長･産業多角化戦略、②グリーン成

長・カーボンニュートラル戦略）を概観・整理するとともに、その現状（成果や課題）の評価、特に非エネル

ギー産業部門（特に、イノベーション、サービス、コンテンツ等）の成長、具体的な企業・スタートアップの

動向、主要なプロジェクトの動向、関連する国際協力等について整理し、分析・評価を行った。 

評価・分析については、ヒアリング調査に基づき整理を行った。 

また、湾岸諸国においては、政策実現に当たって公的ファンドが重要な役割を果たしていると見られ

るところ、主要なファンドの概要や機能、具体的な投資動向等についての情報収集・整理・分析を行った。 

 

3.1 ビジョン改革の概観及び現状の課題 

サウジアラビア、カタール、UAE、オマーン、バーレーン、クウェート、イラン、イラク、トルコ、イスラエル

の 10カ国について、推進体制、主な個別計画、達成状況など概要を取りまとめた。 

なお、中東諸国とのビジネスや協力の在り方を検討するという本調査の趣旨に照らし、特にビジネス

が盛んで、日本企業にとってより多くの商機があると考えられるサウジアラビア、カタール、UAEの 3 カ

国について、経済多角化戦略、グリーン成長・カーボンニュートラル戦略、進行中のプロジェクトや関連

企業、国際協力等について詳細に調査を実施し、評価を行った。また、上記 3 カ国以外の国については

簡潔に評価を行った。 
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3.1.1 サウジアラビア 

（1） ビジョン改革の概観 

1） 基本情報 

 

出所）サウジアラビア政府、https://www.vision2030.gov.sa/、

https://www.vision2030.gov.sa/media/irsiefvh/achievements-booklet_en.pdf、Atlantic Council、

https://www.atlanticcouncil.org/wp-content/uploads/2020/06/Assessing-Saudi-Vision-2030-A-2020-

review.pdf、KPMG、https://assets.kpmg/content/dam/kpmg/sa/pdf/2021/budget-2022-en.pdf、Saudi 

https://www.vision2030.gov.sa/
https://www.vision2030.gov.sa/media/irsiefvh/achievements-booklet_en.pdf
https://www.atlanticcouncil.org/wp-content/uploads/2020/06/Assessing-Saudi-Vision-2030-A-2020-review.pdf
https://www.atlanticcouncil.org/wp-content/uploads/2020/06/Assessing-Saudi-Vision-2030-A-2020-review.pdf
https://assets.kpmg/content/dam/kpmg/sa/pdf/2021/budget-2022-en.pdf
https://assets.kpmg/content/dam/kpmg/sa/pdf/2021/ksa-budget-report-2021.pdf
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Arabia budget report 2021 (assets.kpmg)2022年 8月閲覧。 

 

 

2） 経済成長・産業多角化戦略、グリーン成長・カーボンニュートラル戦略の概要 

出所）サウジアラビア政府、https://www.vision2030.gov.sa/、United Nations Framework Convention on Climate 

Change(UNFCCC)、 https://unfccc.int/documents/4978882023年 1月閲覧。 

  

https://assets.kpmg/content/dam/kpmg/sa/pdf/2021/ksa-budget-report-2021.pdf
https://assets.kpmg/content/dam/kpmg/sa/pdf/2021/ksa-budget-report-2021.pdf
https://assets.kpmg/content/dam/kpmg/sa/pdf/2021/ksa-budget-report-2021.pdf
https://www.vision2030.gov.sa/
https://unfccc.int/documents/497888
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（2） ビジョン改革の現状と評価 

1） 主要プロジェクトの概要と関連する企業動向、国際協力等 

 

出所）NEOM、https://www.neom.com/ja-jp、Parsons、https://www.parsons.com/newsroom/、BBC、

https://www.bbc.com/sport/winter-sports/63131479 2023年 1月閲覧。 

 

 

出所）サウジアラビア政府、https://www.vision2030.gov.sa/v2030/v2030-projects/alula/、

https://www.vision2030.gov.sa/v2030/v2030-projects/qiddiya/、

https://www.neom.com/ja-jp
https://www.parsons.com/newsroom/
https://www.bbc.com/sport/winter-sports/63131479
https://www.vision2030.gov.sa/v2030/v2030-projects/alula/
https://www.vision2030.gov.sa/v2030/v2030-projects/qiddiya/


 

83 

https://www.vision2030.gov.sa/v2030/v2030-projects/the-red-sea/、Alula、

https://www.experiencealula.com/en/discover-alula/about-alula、AFALULA、

https://www.afalula.com/en/french-agency-for-alula-development/#accord、JETRO、

https://www.jetro.go.jp/biznews/2018/05/c8f866cff02e6e7c.html、、

https://www.jetro.go.jp/world/middle_east/sa/sj-

visionoffice/activities/201907_1.html?_previewDate_=null&_previewToken_=&revision=0&viewForce=1

&_tmpCssPreview_=0%2F%2Fbiznews%2F%2Fevents%2F、Qiddiya、

https://qiddiya.com/en/media/press-office/、Middle East Business Intelligence (MEED)、

https://buy.meed.com/wp-content/uploads/2022/10/MEED-Webinar-KSA-Gigaprojects-Sample-

Pages.pdf、https://www.meed.com/gcc-2023-planned-project-awards-webinar 2023年 1月閲覧。 

 

2） 評価 

石油価格の上昇によって得られた資金を投資に回し、ムハンマド皇太子のリーダーシップの下、サウ

ジ Vision2030 を強力に推進している。サウジ Vision2030の方針に沿う形で、NEOM などに代表

されるギガプロジェクトへの投資も積極的に行っている。こうした動きが国外の企業にとってはビジネス

チャンスとなっており、外国からの企業や投資の呼び込みには成功しているといえる。 

 一方で、すべてのギガプロジェクトが想定通りの日程、想定通りのクオリティで完遂できるかについ

ては、有識者や現地で事業を営む日系事業会社の方々の見方はそれほど楽観的ではない。 

三大ギガプロジェクトの一つであるエンターテインメント複合都市Qiddiyaも2022年オープンを予

定していたが、予定からは遅れている。工事段階に入っているプロジェクトは存在しており、資材や工機

の調達も進められているため、「何かしらは出来上がる」だろうとの見方が大勢である。例えば NEOM

の直線型高層都市 THE LINEなどは、HPに掲載されているイメージ通りのものを 2030年までに作

り上げることは難しいとみられている。 

また、ギガプロジェクトのヘッドクオーターにはすでに欧米のコンサルタントが多数起用されており、

Vision2030 の方針に沿った事業展開の青写真はこれら欧米のコンサルタントによって描かれ、大型

の開発事業は欧米勢が先行して事業機会を得ている状況にある。日本企業が青写真作りにこれから参

入することは難しいが、後述するグリーン成長分野での技術的優位性や、サウジアラビア人が高い関心

を示すデジタル化、DX といった分野でのニッチなソリューション提供力などを生かすことで事業機会を

得ていくことは十分に可能性があろう。 

グリーン成長・カーボンニュートラルへの取組については、サウジアラビアは積極的にブルー水素・アン

モニア事業に取り組んでいる。同時に二酸化炭素の回収・貯蔵・利用（CCUS）にも取り組んでおり、こ

れらがグリーン成長の柱であるといえる。また、豊富な再生可能エネルギーを背景に、グリーン水素事業

にも乗り出している。NEOM では、大規模なグリーン水素生産プラントの建設が予定されている。価格

や発電設備の課題はあるが、こうしたエネルギーを国内で消費できるようになれば、Vision2030 で掲

げられた 2030 年までに国内電力需要の 50%を再生可能エネルギーで賄う、という目標に近づくこと

ができる。 

  

https://www.vision2030.gov.sa/v2030/v2030-projects/the-red-sea/
https://www.experiencealula.com/en/discover-alula/about-alula
https://www.afalula.com/en/french-agency-for-alula-development/#accord
https://www.jetro.go.jp/biznews/2018/05/c8f866cff02e6e7c.html
https://www.jetro.go.jp/world/middle_east/sa/sj-visionoffice/activities/201907_1.html?_previewDate_=null&_previewToken_=&revision=0&viewForce=1&_tmpCssPreview_=0%2F%2Fbiznews%2F%2Fevents%2F
https://www.jetro.go.jp/world/middle_east/sa/sj-visionoffice/activities/201907_1.html?_previewDate_=null&_previewToken_=&revision=0&viewForce=1&_tmpCssPreview_=0%2F%2Fbiznews%2F%2Fevents%2F
https://www.jetro.go.jp/world/middle_east/sa/sj-visionoffice/activities/201907_1.html?_previewDate_=null&_previewToken_=&revision=0&viewForce=1&_tmpCssPreview_=0%2F%2Fbiznews%2F%2Fevents%2F
https://qiddiya.com/en/media/press-office/
https://buy.meed.com/wp-content/uploads/2022/10/MEED-Webinar-KSA-Gigaprojects-Sample-Pages.pdf
https://buy.meed.com/wp-content/uploads/2022/10/MEED-Webinar-KSA-Gigaprojects-Sample-Pages.pdf
https://www.meed.com/gcc-2023-planned-project-awards-webinar
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3.1.2 カタール 

（1） ビジョン改革の概観 

1） 基本情報 

 

 

出所）カタール政府、https://www.mme.gov.qa/pdocs/cview?siteID=2&docID=23349&year=2021、

https://www.gco.gov.qa/wp-content/uploads/2016/09/GCO-QNV-English.pdf、

https://hukoomi.gov.qa/en/about-qatar/qatar-national-vision-

2030#:~:text=Qatar%20National%20Vision%202030.%20The%20National%20Vision%202030,supre

https://www.mme.gov.qa/pdocs/cview?siteID=2&docID=23349&year=2021
https://www.gco.gov.qa/wp-content/uploads/2016/09/GCO-QNV-English.pdf
https://hukoomi.gov.qa/en/about-qatar/qatar-national-vision-2030#:~:text=Qatar%20National%20Vision%202030.%20The%20National%20Vision%202030,supreme%20councils%2C%20and%20other%20government%20agencies.%20The%20Constitution
https://hukoomi.gov.qa/en/about-qatar/qatar-national-vision-2030#:~:text=Qatar%20National%20Vision%202030.%20The%20National%20Vision%202030,supreme%20councils%2C%20and%20other%20government%20agencies.%20The%20Constitution
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me%20councils%2C%20and%20other%20government%20agencies.%20The%20Constitution、

https://www.psa.gov.qa/en/knowledge/Documents/NDS2Final.pdf、日本外務省、

https://www.mof.gov.qa/en/Pages/StateBudget2022.aspx2022年 8月閲覧。 

 

 

2） 経済成長・産業多角化戦略、グリーン成長・カーボンニュートラル戦略 

 

出所）United Nations environmental program、https://leap.unep.org/countries/qa/national-legislation/qatar-

second-national-development-strategy-nds-2-2018-2022、UNFCCC、

https://unfccc.int/sites/default/files/NDC/2022-06/Qatar%20NDC.pdf 2023年 1月閲覧。 

  

https://hukoomi.gov.qa/en/about-qatar/qatar-national-vision-2030#:~:text=Qatar%20National%20Vision%202030.%20The%20National%20Vision%202030,supreme%20councils%2C%20and%20other%20government%20agencies.%20The%20Constitution
https://www.psa.gov.qa/en/knowledge/Documents/NDS2Final.pdf
https://www.mof.gov.qa/en/Pages/StateBudget2022.aspx
https://leap.unep.org/countries/qa/national-legislation/qatar-second-national-development-strategy-nds-2-2018-2022
https://leap.unep.org/countries/qa/national-legislation/qatar-second-national-development-strategy-nds-2-2018-2022
https://unfccc.int/sites/default/files/NDC/2022-06/Qatar%20NDC.pdf
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（2） ビジョン改革の現状と評価 

1） 主要プロジェクトの概要と関連する企業動向、国際協力等 

 

出所）Reuters、https://www.reuters.com/business/energy/qatarenergy-signs-deal-with-totalenergies-north-

field-south-expansion-2022-09-24/、カタール政府、https://qfz.gov.qa/why-qatar/qatar-national-vision/、

Offshore Technology、https://www.offshore-technology.com/projects/north-field-expansion-project/、

Ships Technology、https://www.ship-technology.com/projects/new-port-project-npp-qatar-

doha/#:~:text=The%20New%20Port%20Project%20%28NPP%29%20has%20been%20named,naval%

20base%20alone%20covers%20an%20area%20of%204.5km%C2%B2、MWANI Qatar、

https://www.mwani.com.qa/English/Ports/HamadPort/Pages/default.aspx、Lusail City、

https://www.lusail.com/、Cityscape、https://www.cityscape-intelligence.com/tech-ai/lusail-city-

center-stage-mena-smart-city-projects、World Construction Network、

https://www.worldconstructionnetwork.com/projects/lusail-city/、Dorsch Gruppe、

https://www.dorsch.de/en/projects/detail/project/lusail-city-extension-mega-urban-planning-

project#:~:text=This%20project%20is%20a%20new%20extension%20to%20th、

for%20a%20total%20estimated%20population%20of%20450%2C000%20people2023年 1月閲覧。 

 

2） 評価 

カタールは 2022 年に開催された FIFA ワールドカップを契機にインフラ整備がなされ、観光産業も

盛り上がりを見せた。カタールは FIFA ワールドカップを Qatar National Vision2030 のプロジェ

クトの一つとして位置付けていた。ワールドカップ決勝トーナメント、決勝戦が行われたルサイル・スタジ

アムを擁するカタールの代表的計画都市ルサイル市をはじめとして、今後、ワールドカップのレガシーを

どのように活かせるか、ということがカタールの今後の経済を盛り上げるカギとなるだろう。 

グリーン成長という意味では、サウジ、UAE ほど積極的に取り組んでいるわけではない。現在 LNG

の需要が高く輸出が好調であるため、目下LNGの採掘と輸出にリソースを割いているものとみられる。

したがって、ブルー/グリーン水素・アンモニア事業というよりも、LNG関連施設においてCCUS技術を

いかに活用できるか、ということが今後の焦点になると考えられる。 

https://www.reuters.com/business/energy/qatarenergy-signs-deal-with-totalenergies-north-field-south-expansion-2022-09-24/
https://www.reuters.com/business/energy/qatarenergy-signs-deal-with-totalenergies-north-field-south-expansion-2022-09-24/
https://qfz.gov.qa/why-qatar/qatar-national-vision/
https://www.offshore-technology.com/projects/north-field-expansion-project/
https://www.ship-technology.com/projects/new-port-project-npp-qatar-doha/#:~:text=The%20New%20Port%20Project%20%28NPP%29%20has%20been%20named,naval%20base%20alone%20covers%20an%20area%20of%204.5km%C2%B2
https://www.ship-technology.com/projects/new-port-project-npp-qatar-doha/#:~:text=The%20New%20Port%20Project%20%28NPP%29%20has%20been%20named,naval%20base%20alone%20covers%20an%20area%20of%204.5km%C2%B2
https://www.ship-technology.com/projects/new-port-project-npp-qatar-doha/#:~:text=The%20New%20Port%20Project%20%28NPP%29%20has%20been%20named,naval%20base%20alone%20covers%20an%20area%20of%204.5km%C2%B2
https://www.mwani.com.qa/English/Ports/HamadPort/Pages/default.aspx
https://www.lusail.com/
https://www.cityscape-intelligence.com/tech-ai/lusail-city-center-stage-mena-smart-city-projects
https://www.cityscape-intelligence.com/tech-ai/lusail-city-center-stage-mena-smart-city-projects
https://www.worldconstructionnetwork.com/projects/lusail-city/
https://www.dorsch.de/en/projects/detail/project/lusail-city-extension-mega-urban-planning-project#:~:text=This%20project%20is%20a%20new%20extension%20to%20th、for%20a%20total%20estimated%20population%20of%20450%2C000%20people
https://www.dorsch.de/en/projects/detail/project/lusail-city-extension-mega-urban-planning-project#:~:text=This%20project%20is%20a%20new%20extension%20to%20th、for%20a%20total%20estimated%20population%20of%20450%2C000%20people
https://www.dorsch.de/en/projects/detail/project/lusail-city-extension-mega-urban-planning-project#:~:text=This%20project%20is%20a%20new%20extension%20to%20th、for%20a%20total%20estimated%20population%20of%20450%2C000%20people
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カタールのソブリンウェルスファンドであるQIAは国内外いずれにも投資を行うことを方針としている

が、サウジアラビアの PIF のように国内産業多角化の担い手やギガプロジェクトの資金の出し手という

側面は見られず、むしろ非エネルギー分野への投資で将来世代の繁栄を担うことが期待されている。 

3.1.3 UAE 

（1） ビジョン改革の概観 

1） 基本情報 

 

出所）UAE政府、https://www.vision2021.ae/en/uae-vision, https://www.vision2021.ae/en/national-agenda-

2021、James R. Livsey、https://apps.dtic.mil/sti/pdfs/AD1073642.pdf2022年 8月閲覧。 
 

https://www.vision2021.ae/en/uae-vision
https://www.vision2021.ae/en/national-agenda-2021
https://www.vision2021.ae/en/national-agenda-2021
https://apps.dtic.mil/sti/pdfs/AD1073642.pdf
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出所）UAE政府、https://www.vision2021.ae/en/national-agenda-2021、https://www.vision2021.ae/en/uae-

vision2022年 8月閲覧。 

 

2） 経済成長・産業多角化戦略、グリーン成長・カーボンニュートラル戦略 

 

出所）UAE政府、https://www.vision2021.ae/en/uae-vision、https://www.vision2021.ae/en/national-agenda-

2021/list/environment-circle、https://www.vision2021.ae/en/national-agenda-2021/list/economy-

circle、UNFCCC、https://unfccc.int/NDCREG2023年 1月閲覧。 

 

https://www.vision2021.ae/en/national-agenda-2021、https:/www.vision2021.ae/en/uae-vision
https://www.vision2021.ae/en/national-agenda-2021、https:/www.vision2021.ae/en/uae-vision
https://www.vision2021.ae/en/uae-vision
https://www.vision2021.ae/en/national-agenda-2021/list/environment-circle
https://www.vision2021.ae/en/national-agenda-2021/list/environment-circle
https://www.vision2021.ae/en/national-agenda-2021/list/economy-circle
https://www.vision2021.ae/en/national-agenda-2021/list/economy-circle
https://unfccc.int/NDCREG
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（2） ビジョン改革の現状と評価 

1） 主要プロジェクトの概要と関連する企業動向、国際協力等 

 

出所）Masdar、https://news.masdar.ae/en/News/2022/10/05/06/35/MasdarCity-and-ZeroCarbon-Ventures-

agree-carbon-reduction、https://masdarcity.ae/en/learn/overview、産経新聞、

https://www.sankei.com/article/20160720-D2KJUTQJ3JLOXHZ4TY54TYYDZA/2、大和ハウス工業株式会

社、https://www.daiwahouse.co.jp/sustainable/sustainable_journey/smartecotowns/010/、Emirates 

Water and Electricity Company、https://www.ewec.ae/en/power-plant/shams-1-csp、POWER、

https://www.powermag.com/shams-1-madinat-zayed-united-arab-emirates/、ADNOC、

https://www.adnoc.ae/news-and-media/press-releases/2021/adnoc-to-build-world-scale-blue-

ammonia-project、JETRO、https://www.jetro.go.jp/biznews/2022/06/64cf2b49f3a08f6d.html、

ZAWYA、https://www.zawya.com/en/business/energy/korean-firms-to-build-1bln-green-hydrogen-

plant-in-kizad-cfex40ph、 https://www.zawya.com/en/press-release/companies-news/masdar-city-

and-dana-sign-mou-e99r5rrl2023年 1月閲覧。 

2） 評価 

UAEは 2010 年に UAE Vision2021 を発表しており、その到達点となる 2021 年はすでに過ぎ

ている。ただし、設定された KPI の達成ぶりについてのレビューも公表されているものは確認できず情

報は限られている。Vision2021 に直接結びつく形で進められてきた UAE のギガプロジェクトの代表

といえるゼロエミッション実験都市マスダールシティを作るマスダール計画は 2008 年のリーマンショッ

クの影響で計画が修正され、2030年まで完成時期が変更されて、現在でも取り組みが続いている。 

UAE はブルー/グリーン水素・アンモニア事業は他の中東諸国に比べ進んでいる。すでにアブダビ国

有石油会社（ADNOC）では天然ガスからアンモニアを製造し、CO2 の分離回収・地下貯留までの

チェーンを実現したブルーアンモニアの販売が開始されており、日本の商社に売り渡しができるレベルに

まで到達している1。今後さらに CCUS 技術の需要が伸長することが見込まれる。なお、中東では他に

先駆けて原子力発電を導入した UAE は、2022 年に国連に提出した第 2 次 NDC（Nationally 

 
1 伊藤忠、https://www.itochu.co.jp/ja/news/press/2021/210902.html2023年 2月閲覧。 

https://news.masdar.ae/en/News/2022/10/05/06/35/MasdarCity-and-ZeroCarbon-Ventures-agree-carbon-reduction
https://news.masdar.ae/en/News/2022/10/05/06/35/MasdarCity-and-ZeroCarbon-Ventures-agree-carbon-reduction
https://masdarcity.ae/en/learn/overview
https://www.sankei.com/article/20160720-D2KJUTQJ3JLOXHZ4TY54TYYDZA/2
https://www.daiwahouse.co.jp/sustainable/sustainable_journey/smartecotowns/010/
https://www.ewec.ae/en/power-plant/shams-1-csp
https://www.powermag.com/shams-1-madinat-zayed-united-arab-emirates/
https://www.adnoc.ae/news-and-media/press-releases/2021/adnoc-to-build-world-scale-blue-ammonia-project
https://www.adnoc.ae/news-and-media/press-releases/2021/adnoc-to-build-world-scale-blue-ammonia-project
https://www.jetro.go.jp/biznews/2022/06/64cf2b49f3a08f6d.html
https://www.zawya.com/en/business/energy/korean-firms-to-build-1bln-green-hydrogen-plant-in-kizad-cfex40ph
https://www.zawya.com/en/business/energy/korean-firms-to-build-1bln-green-hydrogen-plant-in-kizad-cfex40ph
https://www.zawya.com/en/press-release/companies-news/masdar-city-and-dana-sign-mou-e99r5rrl
https://www.zawya.com/en/press-release/companies-news/masdar-city-and-dana-sign-mou-e99r5rrl
https://www.itochu.co.jp/ja/news/press/2021/210902.html
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Determined Contributions；国が決定する貢献）の中で、原子力を用いてブルー水素を作る2、とい

う可能性にも言及している。 

UAE では、こうした環境、エネルギーに関する事業活動が ADNOC を筆頭に活発化している。マス

ダールシティも近年は国際機関、グローバル企業との連携や、脱炭素関連スタートアップとの連携を活

発に行っている3。 

UAEは 2023 年 11～12 月の COP28 開催国となり、議長にはスルタン・ビン・アフマド・スルタン・

アール・ジャーベル産業・先端技術大臣兼ADNOC CEOが任命された。ジャーベル氏は気候変動とい

うグローバルな課題に真に取り組むための COP のプロセス変革が必要であると述べ、取り組みに対す

る意欲を内外に対して示している。 

なお、今回調査した Vision は 2021 年までのものであるので、後続の Vision が待たれるところで

ある。 

3.1.4 オマーン 

（1） ビジョン改革の概観 

 

出所）オマーン政府、https://www.oman2040.om/assets/books/report-general-en/index.html#p=29、

https://www.oman2040.om/statistics-en.html 、

https://www.economy.gov.om/en/library/10thplansum/6/、

https://www.economy.gov.om/PDF/The%2010th%20Five-Year%20Development%20plan-

Strategic%20Programs-Executive%20Summary.pdf2022年 8月閲覧。 

 
2 UNFCCC、https://unfccc.int/sites/default/files/NDC/2022-09/UpdateNDC-EN-2022.pdf2023年 2

月閲覧。 
3 マスダールシティ、https://news.masdar.ae/en/News/2022/10/05/06/35/MasdarCity-and-ZeroCarbon-

Ventures-agree-carbon-reduction2023年 2月閲覧。 

https://www.oman2040.om/assets/books/report-general-en/index.html#p=29
https://www.oman2040.om/statistics-en.html
https://www.economy.gov.om/en/library/10thplansum/6/
https://www.economy.gov.om/PDF/The%2010th%20Five-Year%20Development%20plan-Strategic%20Programs-Executive%20Summary.pdf
https://www.economy.gov.om/PDF/The%2010th%20Five-Year%20Development%20plan-Strategic%20Programs-Executive%20Summary.pdf
https://unfccc.int/sites/default/files/NDC/2022-09/UpdateNDC-EN-2022.pdf
https://news.masdar.ae/en/News/2022/10/05/06/35/MasdarCity-and-ZeroCarbon-Ventures-agree-carbon-reduction
https://news.masdar.ae/en/News/2022/10/05/06/35/MasdarCity-and-ZeroCarbon-Ventures-agree-carbon-reduction
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出所）オマーン政府、https://www.oman2040.om/assets/books/report-general-en/index.html#p=29、

https://www.oman2040.om/statistics-en.html 、

https://www.economy.gov.om/en/library/10thplansum/6/、

https://www.economy.gov.om/PDF/The%2010th%20Five-Year%20Development%20plan-

Strategic%20Programs-Executive%20Summary.pdf2022年 8月閲覧。 

（2） ビジョン改革の現状と評価 

経済多角化に関し、Oman Vision2040 では農業、漁業、製造業、物流・輸送、エネルギー、鉱業、

観光などが重点分野とされており、約 130 ものプロジェクトやイニシアティブが計画・遂行されている4。

GDP に占める非石油分野のシェアを 90%にすることが目標として掲げられ、2021 年のデータを見る

とすでに 72.8%となっている。一方で、2022 年の政府予算を見ると、石油・ガス収入で 68%を占め

ており、依然として石油・ガス分野への依存が高いといえる5。 

カーボンニュートラル・グリーン成長に関し、オマーンは 2022 年 10 月、2050 年までのカーボン

ニュートラル目標を宣言し、その実現に向けてグリーン水素に積極的に投資している6。投資規模は約

490 億ドルと MENA 地域最大規模であり、水素事業拡大に向け、HYDROM などの国営組織・会社

を立ち上げている7。日本企業では丸紅株式会社がオマーンでのグリーン水素・グリーンアンモニア製造

に係る共同研究開発契約を締結しており8、日本企業にとってもビジネスチャンスとなりうる。 

 
4 Oman Observer、https://www.omanobserver.om/article/1105479/business/economy/omans-

economic-diversification-major-strides-made-in-delivery-of-130-projects2023年 3月閲覧。 
5 PwC、https://www.pwc.com/m1/en/services/tax/me-tax-legal-news/2022/oman-budget-2022-key-

highlights.html2023年 3月閲覧。 
6 Ministry of Energy and Minerals、https://mem.gov.om/en-us/Media-

Center/News/ArtMID/608/ArticleID/1281/Oman-announces-2050-Net-Zero-commitment-and-

unveils-ambitious-green-hydrogen-strategy2023年 3月閲覧。  
7 三菱重工、https://www.jccme.or.jp/report-45/pdf/019.pdf2023年 3月閲覧。 
8 丸紅、https://www.marubeni.com/jp/news/2021/info/00019.html2023年 3月閲覧。 

https://www.oman2040.om/assets/books/report-general-en/index.html#p=29
https://www.oman2040.om/statistics-en.html
https://www.economy.gov.om/en/library/10thplansum/6/
https://www.economy.gov.om/PDF/The%2010th%20Five-Year%20Development%20plan-Strategic%20Programs-Executive%20Summary.pdf
https://www.economy.gov.om/PDF/The%2010th%20Five-Year%20Development%20plan-Strategic%20Programs-Executive%20Summary.pdf
https://www.omanobserver.om/article/1105479/business/economy/omans-economic-diversification-major-strides-made-in-delivery-of-130-projects
https://www.omanobserver.om/article/1105479/business/economy/omans-economic-diversification-major-strides-made-in-delivery-of-130-projects
https://www.pwc.com/m1/en/services/tax/me-tax-legal-news/2022/oman-budget-2022-key-highlights.html
https://www.pwc.com/m1/en/services/tax/me-tax-legal-news/2022/oman-budget-2022-key-highlights.html
https://mem.gov.om/en-us/Media-Center/News/ArtMID/608/ArticleID/1281/Oman-announces-2050-Net-Zero-commitment-and-unveils-ambitious-green-hydrogen-strategy
https://mem.gov.om/en-us/Media-Center/News/ArtMID/608/ArticleID/1281/Oman-announces-2050-Net-Zero-commitment-and-unveils-ambitious-green-hydrogen-strategy
https://mem.gov.om/en-us/Media-Center/News/ArtMID/608/ArticleID/1281/Oman-announces-2050-Net-Zero-commitment-and-unveils-ambitious-green-hydrogen-strategy
https://www.jccme.or.jp/report-45/pdf/019.pdf
https://www.marubeni.com/jp/news/2021/info/00019.html
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3.1.5 バーレーン 

（1） ビジョン改革の概観 

 

出所）バーレーン政府、https://www.bahrain.bh/wps/wcm/connect/38f53f2f-9ad6-423d-9c96-

2dbf17810c94/Vision%2B2030%2BEnglish%2B%28low%2Bresolution%29.pdf?MOD=AJPERES、

https://www.bahrain.bh/wps/portal/!ut/p/a1/lZJBU8IwEIX_ihx6LNk2bZp6qwyiDKADojQXJg2hrVOSUi

LovzfAOMNBBHPbzPc2b_cFMTRDTPFtmXNTasWrfc3I_OEJiOdTv0_xFEPyRDrjuAteD0ILpKcAYNzdA9Fz

9Br7hMJ1evCHHe8xsPrhECChd-PBy30HoIcv6d8QQ0woU5sCpTLX21o3hldzqRyouFqUKr-

peS43DmS8aHipfMCwF9WiXKBURBSTMIzcWHi-

G4iQuzHGgSsJ5SSQgnoZ_Jg8c5KLQ06kOhq9sKoD8NcujsB5H6k1Gp11YjtM_jl5_4r8yvf1miU2Ba2M_DRo

dn0Mtn1e6ezw0dJEZZjmiDVyKRvZtD8ae10YU29uHXBgt9u1M9unLfTKgd8Ehd7Y1085VK-

m0xXFX26_uxyNXJaF1XaQtFrfO_wbzg!!/dl5/d5/L2dBISEvZ0FBIS9nQSEh/、

https://www.mofne.gov.bh/fbp_en.pdf、International Trade Administration(ITA)、

https://www.trade.gov/country-commercial-guides/bahrain-renewable-energy 2022年 8月閲覧。 

 

https://www.bahrain.bh/wps/wcm/connect/38f53f2f-9ad6-423d-9c96-2dbf17810c94/Vision%2B2030%2BEnglish%2B%28low%2Bresolution%29.pdf?MOD=AJPERES
https://www.bahrain.bh/wps/wcm/connect/38f53f2f-9ad6-423d-9c96-2dbf17810c94/Vision%2B2030%2BEnglish%2B%28low%2Bresolution%29.pdf?MOD=AJPERES
https://www.bahrain.bh/wps/portal/!ut/p/a1/lZJBU8IwEIX_ihx6LNk2bZp6qwyiDKADojQXJg2hrVOSUiLovzfAOMNBBHPbzPc2b_cFMTRDTPFtmXNTasWrfc3I_OEJiOdTv0_xFEPyRDrjuAteD0ILpKcAYNzdA9Fz9Br7hMJ1evCHHe8xsPrhECChd-PBy30HoIcv6d8QQ0woU5sCpTLX21o3hldzqRyouFqUKr-peS43DmS8aHipfMCwF9WiXKBURBSTMIzcWHi-G4iQuzHGgSsJ5SSQgnoZ_Jg8c5KLQ06kOhq9sKoD8NcujsB5H6k1Gp11YjtM_jl5_4r8yvf1miU2Ba2M_DRodn0Mtn1e6ezw0dJEZZjmiDVyKRvZtD8ae10YU29uHXBgt9u1M9unLfTKgd8Ehd7Y1085VK-m0xXFX26_uxyNXJaF1XaQtFrfO_wbzg!!/dl5/d5/L2dBISEvZ0FBIS9nQSEh/
https://www.bahrain.bh/wps/portal/!ut/p/a1/lZJBU8IwEIX_ihx6LNk2bZp6qwyiDKADojQXJg2hrVOSUiLovzfAOMNBBHPbzPc2b_cFMTRDTPFtmXNTasWrfc3I_OEJiOdTv0_xFEPyRDrjuAteD0ILpKcAYNzdA9Fz9Br7hMJ1evCHHe8xsPrhECChd-PBy30HoIcv6d8QQ0woU5sCpTLX21o3hldzqRyouFqUKr-peS43DmS8aHipfMCwF9WiXKBURBSTMIzcWHi-G4iQuzHGgSsJ5SSQgnoZ_Jg8c5KLQ06kOhq9sKoD8NcujsB5H6k1Gp11YjtM_jl5_4r8yvf1miU2Ba2M_DRodn0Mtn1e6ezw0dJEZZjmiDVyKRvZtD8ae10YU29uHXBgt9u1M9unLfTKgd8Ehd7Y1085VK-m0xXFX26_uxyNXJaF1XaQtFrfO_wbzg!!/dl5/d5/L2dBISEvZ0FBIS9nQSEh/
https://www.bahrain.bh/wps/portal/!ut/p/a1/lZJBU8IwEIX_ihx6LNk2bZp6qwyiDKADojQXJg2hrVOSUiLovzfAOMNBBHPbzPc2b_cFMTRDTPFtmXNTasWrfc3I_OEJiOdTv0_xFEPyRDrjuAteD0ILpKcAYNzdA9Fz9Br7hMJ1evCHHe8xsPrhECChd-PBy30HoIcv6d8QQ0woU5sCpTLX21o3hldzqRyouFqUKr-peS43DmS8aHipfMCwF9WiXKBURBSTMIzcWHi-G4iQuzHGgSsJ5SSQgnoZ_Jg8c5KLQ06kOhq9sKoD8NcujsB5H6k1Gp11YjtM_jl5_4r8yvf1miU2Ba2M_DRodn0Mtn1e6ezw0dJEZZjmiDVyKRvZtD8ae10YU29uHXBgt9u1M9unLfTKgd8Ehd7Y1085VK-m0xXFX26_uxyNXJaF1XaQtFrfO_wbzg!!/dl5/d5/L2dBISEvZ0FBIS9nQSEh/
https://www.bahrain.bh/wps/portal/!ut/p/a1/lZJBU8IwEIX_ihx6LNk2bZp6qwyiDKADojQXJg2hrVOSUiLovzfAOMNBBHPbzPc2b_cFMTRDTPFtmXNTasWrfc3I_OEJiOdTv0_xFEPyRDrjuAteD0ILpKcAYNzdA9Fz9Br7hMJ1evCHHe8xsPrhECChd-PBy30HoIcv6d8QQ0woU5sCpTLX21o3hldzqRyouFqUKr-peS43DmS8aHipfMCwF9WiXKBURBSTMIzcWHi-G4iQuzHGgSsJ5SSQgnoZ_Jg8c5KLQ06kOhq9sKoD8NcujsB5H6k1Gp11YjtM_jl5_4r8yvf1miU2Ba2M_DRodn0Mtn1e6ezw0dJEZZjmiDVyKRvZtD8ae10YU29uHXBgt9u1M9unLfTKgd8Ehd7Y1085VK-m0xXFX26_uxyNXJaF1XaQtFrfO_wbzg!!/dl5/d5/L2dBISEvZ0FBIS9nQSEh/
https://www.bahrain.bh/wps/portal/!ut/p/a1/lZJBU8IwEIX_ihx6LNk2bZp6qwyiDKADojQXJg2hrVOSUiLovzfAOMNBBHPbzPc2b_cFMTRDTPFtmXNTasWrfc3I_OEJiOdTv0_xFEPyRDrjuAteD0ILpKcAYNzdA9Fz9Br7hMJ1evCHHe8xsPrhECChd-PBy30HoIcv6d8QQ0woU5sCpTLX21o3hldzqRyouFqUKr-peS43DmS8aHipfMCwF9WiXKBURBSTMIzcWHi-G4iQuzHGgSsJ5SSQgnoZ_Jg8c5KLQ06kOhq9sKoD8NcujsB5H6k1Gp11YjtM_jl5_4r8yvf1miU2Ba2M_DRodn0Mtn1e6ezw0dJEZZjmiDVyKRvZtD8ae10YU29uHXBgt9u1M9unLfTKgd8Ehd7Y1085VK-m0xXFX26_uxyNXJaF1XaQtFrfO_wbzg!!/dl5/d5/L2dBISEvZ0FBIS9nQSEh/
https://www.bahrain.bh/wps/portal/!ut/p/a1/lZJBU8IwEIX_ihx6LNk2bZp6qwyiDKADojQXJg2hrVOSUiLovzfAOMNBBHPbzPc2b_cFMTRDTPFtmXNTasWrfc3I_OEJiOdTv0_xFEPyRDrjuAteD0ILpKcAYNzdA9Fz9Br7hMJ1evCHHe8xsPrhECChd-PBy30HoIcv6d8QQ0woU5sCpTLX21o3hldzqRyouFqUKr-peS43DmS8aHipfMCwF9WiXKBURBSTMIzcWHi-G4iQuzHGgSsJ5SSQgnoZ_Jg8c5KLQ06kOhq9sKoD8NcujsB5H6k1Gp11YjtM_jl5_4r8yvf1miU2Ba2M_DRodn0Mtn1e6ezw0dJEZZjmiDVyKRvZtD8ae10YU29uHXBgt9u1M9unLfTKgd8Ehd7Y1085VK-m0xXFX26_uxyNXJaF1XaQtFrfO_wbzg!!/dl5/d5/L2dBISEvZ0FBIS9nQSEh/
https://www.bahrain.bh/wps/portal/!ut/p/a1/lZJBU8IwEIX_ihx6LNk2bZp6qwyiDKADojQXJg2hrVOSUiLovzfAOMNBBHPbzPc2b_cFMTRDTPFtmXNTasWrfc3I_OEJiOdTv0_xFEPyRDrjuAteD0ILpKcAYNzdA9Fz9Br7hMJ1evCHHe8xsPrhECChd-PBy30HoIcv6d8QQ0woU5sCpTLX21o3hldzqRyouFqUKr-peS43DmS8aHipfMCwF9WiXKBURBSTMIzcWHi-G4iQuzHGgSsJ5SSQgnoZ_Jg8c5KLQ06kOhq9sKoD8NcujsB5H6k1Gp11YjtM_jl5_4r8yvf1miU2Ba2M_DRodn0Mtn1e6ezw0dJEZZjmiDVyKRvZtD8ae10YU29uHXBgt9u1M9unLfTKgd8Ehd7Y1085VK-m0xXFX26_uxyNXJaF1XaQtFrfO_wbzg!!/dl5/d5/L2dBISEvZ0FBIS9nQSEh/
https://www.mofne.gov.bh/fbp_en.pdf
https://www.trade.gov/country-commercial-guides/bahrain-renewable-energy
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出所）バーレーン政府、Kingdom of Bahrain - eGovernment Portal、Vision+2030+English+(low+resolution).pdf 

(bahrain.bh) 

 

（2） ビジョン改革の現状と評価 

バーレーンは Bahrain Economic Vision2030 に基づいて策定した行動計画に示された目標の

うち、経済多角化の取り組みについては、民間部門の強化の一環として、スタートアップ企業や外資企

業にとってビジネスをしやすい環境を整えている。ほとんどの業種において 100%外国資本による市場

参入が認められているほか、法人税は0%であり、最低資本金制度も撤廃されているため、スタートアッ

プ企業のように資金力が乏しい企業にとってもビジネスを開始しやすい環境を政府が整えている9。 

カーボンニュートラル・グリーン成長については、2019 年に勅命によって設立された持続可能エネル

ギー庁(SEA)が積極的に再生可能エネルギー事業を進めている10。SEA は再生可能エネルギー源と

して太陽光、洋上風力、廃棄物を挙げており、前述したような様々なプロジェクトを実施しているほか、

2060 年までにカーボンニュートラルの達成を目標としていることから、今後再生可能エネルギー事業

の発展が見込まれる11。 

  

 
9 JETRO、https://www.jetro.go.jp/ext_images/_Reports/01/46faac1828550c31/20180053.pdf2023年

3月閲覧。 
10 ITA、https://www.trade.gov/country-commercial-guides/bahrain-renewable-energy2023年 3月閲

覧。 
11 Reuters、https://www.reuters.com/business/cop/bahrain-aims-reach-net-zero-carbon-emissions-

2060-bna-2021-10-24/2023年 3月閲覧。 

https://www.bahrain.bh/wps/portal/!ut/p/a1/lZJBU8IwEIX_ihx6LNk2bZp6qwyiDKADojQXJg2hrVOSUiLovzfAOMNBBHPbzPc2b_cFMTRDTPFtmXNTasWrfc3I_OEJiOdTv0_xFEPyRDrjuAteD0ILpKcAYNzdA9Fz9Br7hMJ1evCHHe8xsPrhECChd-PBy30HoIcv6d8QQ0woU5sCpTLX21o3hldzqRyouFqUKr-peS43DmS8aHipfMCwF9WiXKBURBSTMIzcWHi-G4iQuzHGgSsJ5SSQgnoZ_Jg8c5KLQ06kOhq9sKoD8NcujsB5H6k1Gp11YjtM_jl5_4r8yvf1miU2Ba2M_DRodn0Mtn1e6ezw0dJEZZjmiDVyKRvZtD8ae10YU29uHXBgt9u1M9unLfTKgd8Ehd7Y1085VK-m0xXFX26_uxyNXJaF1XaQtFrfO_wbzg!!/dl5/d5/L2dBISEvZ0FBIS9nQSEh/
https://bahrain.bh/wps/wcm/connect/38f53f2f-9ad6-423d-9c96-2dbf17810c94/Vision%2B2030%2BEnglish%2B%28low%2Bresolution%29.pdf?MOD=AJPERES
https://bahrain.bh/wps/wcm/connect/38f53f2f-9ad6-423d-9c96-2dbf17810c94/Vision%2B2030%2BEnglish%2B%28low%2Bresolution%29.pdf?MOD=AJPERES
https://www.jetro.go.jp/ext_images/_Reports/01/46faac1828550c31/20180053.pdf
https://www.trade.gov/country-commercial-guides/bahrain-renewable-energy
https://www.reuters.com/business/cop/bahrain-aims-reach-net-zero-carbon-emissions-2060-bna-2021-10-24/
https://www.reuters.com/business/cop/bahrain-aims-reach-net-zero-carbon-emissions-2060-bna-2021-10-24/
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3.1.6 クウェート 

（1） ビジョン改革の概観 

 

出所）クウェート政府、https://newkuwait.gov.kw/home.aspx、https://www.mofa.gov.kw/en/kuwait-

state/kuwait-vision-

2035/#:~:text=Kuwait%27s%202035%20vision%20aims%20on%20transforming%20Kuwait%20into,t

he%20economy%2C%20creating%20competition%20and%20promoting%20production%20efficiency

、https://kif.kdipa.gov.kw/wp-content/uploads/khalid-mahdi-english.pdf、JETRO、

https://www.jetro.go.jp/ext_images/world/middle_east/infra-reports/ku_201712.pdf、Kuwait News 

Agency、https://www.kuna.net.kw/ArticleDetails.aspx?id=2832486&language=en、World Bank、

https://thedocs.worldbank.org/en/doc/06a7eba0bc51a01f8b1e4ba80be0bcdf-

0280012021/original/KuwaitCEF-2021-2025-Final-English.pdf、Arabian Business、

https://www.arabianbusiness.com/politics-economics/kuwait-launches-new-plan-transform-economy-

by-2035-661652、United Nations Conference on Trade and Development(UNCTAD)、

https://unctad.org/system/files/official-document/wir2022_en.pdf、International Renewable Energy 

Agency(IRENA)、

https://www.irena.org/IRENADocuments/Statistical_Profiles/Middle%20East/Kuwait_Middle%20East_R

E_SP.pdf2022年 8月閲覧。 

 

https://newkuwait.gov.kw/home.aspx
https://www.mofa.gov.kw/en/kuwait-state/kuwait-vision-2035/
https://www.mofa.gov.kw/en/kuwait-state/kuwait-vision-2035/
https://www.mofa.gov.kw/en/kuwait-state/kuwait-vision-2035/
https://www.mofa.gov.kw/en/kuwait-state/kuwait-vision-2035/
https://kif.kdipa.gov.kw/wp-content/uploads/khalid-mahdi-english.pdf
https://www.jetro.go.jp/ext_images/world/middle_east/infra-reports/ku_201712.pdf
https://www.kuna.net.kw/ArticleDetails.aspx?id=2832486&language=en
https://thedocs.worldbank.org/en/doc/06a7eba0bc51a01f8b1e4ba80be0bcdf-0280012021/original/KuwaitCEF-2021-2025-Final-English.pdf
https://thedocs.worldbank.org/en/doc/06a7eba0bc51a01f8b1e4ba80be0bcdf-0280012021/original/KuwaitCEF-2021-2025-Final-English.pdf
https://www.arabianbusiness.com/politics-economics/kuwait-launches-new-plan-transform-economy-by-2035-661652
https://www.arabianbusiness.com/politics-economics/kuwait-launches-new-plan-transform-economy-by-2035-661652
https://unctad.org/system/files/official-document/wir2022_en.pdf
https://www.irena.org/IRENADocuments/Statistical_Profiles/Middle%20East/Kuwait_Middle%20East_RE_SP.pdf
https://www.irena.org/IRENADocuments/Statistical_Profiles/Middle%20East/Kuwait_Middle%20East_RE_SP.pdf
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出所）クウェート政府、https://kif.kdipa.gov.kw/wp-content/uploads/khalid-mahdi-english.pdf、World Bank、

https://thedocs.worldbank.org/en/doc/06a7eba0bc51a01f8b1e4ba80be0bcdf-

0280012021/original/KuwaitCEF-2021-2025-Final-English.pdf2022年 8月閲覧。 
 

（2） ビジョン改革の現状と評価 

クウェートのビジョン改革“New Kuwait”は、石油依存経済から脱却する経済多角化や再エネ比率

の引き上げ等を志向しているが、その目標達成への道筋に沿った取り組みが進んでいるとはいいがた

い状況にある。 

国営石油会社である Kuwait Petroleum Corporation(KPC)は、2040年までに一日あたりの

原油生産量を一日あたり 475万バレル、2030年までに天然ガス生産量を 4億立方フィートに増産さ

せる計画を発表したことから、今後もしばらくは石油ビジネスが中心になると考えられる12。 

カーボンニュートラルについて、エネルギー供給量のうち 15%を再生可能エネルギーで賄うことが目

標となっているが、2019 年時点では 0%である13。新型コロナウィルスの影響もあり、再生エネルギー

に関するプロジェクトは進捗が大幅に遅れている。 

また、経済多角化及びグリーン成長の一環として電気自動車（EV）産業に注目が集まっており、ク

ウェートのような過酷な環境下においても走行が可能かどうか、研究が進められているが14、発電はす

べて石油又はガスで行われているため、カーボンニュートラルやグリーン成長という側面において、効果

 
12 ITA、https://www.trade.gov/country-commercial-guides/kuwait-oil-and-

gas#:~:text=The%20Kuwait%20Petroleum%20Corporation%20%28KPC%29%20announced%20its%

20intention,4%20billion%20cubic%20feet%20per%20day%20by%2020302023年 3月閲覧。 
13 IRENA、https://www.irena.org/-

/media/Files/IRENA/Agency/Statistics/Statistical_Profiles/Middle%20East/Kuwait_Middle%20East_R

E_SP.pdf2023年 3月閲覧。  
14 Kuwait Times、https://timeskuwait.com/news/electric-vehicles-to-provide-greener-transportation-

to-kuwait/2023年 3月閲覧。 

https://kif.kdipa.gov.kw/wp-content/uploads/khalid-mahdi-english.pdf
https://thedocs.worldbank.org/en/doc/06a7eba0bc51a01f8b1e4ba80be0bcdf-0280012021/original/KuwaitCEF-2021-2025-Final-English.pdf
https://thedocs.worldbank.org/en/doc/06a7eba0bc51a01f8b1e4ba80be0bcdf-0280012021/original/KuwaitCEF-2021-2025-Final-English.pdf
https://www.trade.gov/country-commercial-guides/kuwait-oil-and-gas#:~:text=The%20Kuwait%20Petroleum%20Corporation%20%28KPC%29%20announced%20its%20intention,4%20billion%20cubic%20feet%20per%20day%20by%202030
https://www.trade.gov/country-commercial-guides/kuwait-oil-and-gas#:~:text=The%20Kuwait%20Petroleum%20Corporation%20%28KPC%29%20announced%20its%20intention,4%20billion%20cubic%20feet%20per%20day%20by%202030
https://www.trade.gov/country-commercial-guides/kuwait-oil-and-gas#:~:text=The%20Kuwait%20Petroleum%20Corporation%20%28KPC%29%20announced%20its%20intention,4%20billion%20cubic%20feet%20per%20day%20by%202030
https://www.irena.org/-/media/Files/IRENA/Agency/Statistics/Statistical_Profiles/Middle%20East/Kuwait_Middle%20East_RE_SP.pdf
https://www.irena.org/-/media/Files/IRENA/Agency/Statistics/Statistical_Profiles/Middle%20East/Kuwait_Middle%20East_RE_SP.pdf
https://www.irena.org/-/media/Files/IRENA/Agency/Statistics/Statistical_Profiles/Middle%20East/Kuwait_Middle%20East_RE_SP.pdf
https://timeskuwait.com/news/electric-vehicles-to-provide-greener-transportation-to-kuwait/
https://timeskuwait.com/news/electric-vehicles-to-provide-greener-transportation-to-kuwait/
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は限定的といえる。 

 

3.1.7 イラン 

（1） ビジョン改革の概観 

 

出所）イラン政府、http://en.icsa.org.ir/wp-content/uploads/2021/12/20-Year-National-Vision-of-the-Islamic-

Republic-of-Iran.pdf、Tehran Times、https://www.tehrantimes.com/news/456163/ICCIMA-says-

structures-policies-of-national-development-plan、

https://www.tehrantimes.com/news/476661/Leader-outlines-general-policies-of-7th-National-

Development、https://www.tehrantimes.com/news/476740/Govt-begins-preparing-7th-National-

Development-Plan、https://www.tehrantimes.com/news/476828/Policies-of-7th-National-

Development-Plan-discussed-at-ICCIMA、

https://www.tehrantimes.com/tag/Seventh+national+development+plan、

https://www.tehrantimes.com/news/247790/Leader-declares-outlines-of-the-6th-five-year-plan-

with-emphasis、Reuters、https://www.reuters.com/article/iran-economy-plan-idUKL5N1F408K、

JETRO、https://www.jetro.go.jp/ext_images/_Reports/01/5d3698a309dab63b/20170115.pdf2022年 8月

閲覧。 

 

http://en.icsa.org.ir/wp-content/uploads/2021/12/20-Year-National-Vision-of-the-Islamic-Republic-of-Iran.pdf
http://en.icsa.org.ir/wp-content/uploads/2021/12/20-Year-National-Vision-of-the-Islamic-Republic-of-Iran.pdf
https://www.tehrantimes.com/news/456163/ICCIMA-says-structures-policies-of-national-development-plan
https://www.tehrantimes.com/news/456163/ICCIMA-says-structures-policies-of-national-development-plan
https://www.tehrantimes.com/news/476661/Leader-outlines-general-policies-of-7th-National-Development
https://www.tehrantimes.com/news/476661/Leader-outlines-general-policies-of-7th-National-Development
https://www.tehrantimes.com/news/476740/Govt-begins-preparing-7th-National-Development-Plan
https://www.tehrantimes.com/news/476740/Govt-begins-preparing-7th-National-Development-Plan
https://www.tehrantimes.com/news/476828/Policies-of-7th-National-Development-Plan-discussed-at-ICCIMA
https://www.tehrantimes.com/news/476828/Policies-of-7th-National-Development-Plan-discussed-at-ICCIMA
https://www.tehrantimes.com/tag/Seventh+national+development+plan
https://www.tehrantimes.com/news/247790/Leader-declares-outlines-of-the-6th-five-year-plan-with-emphasis
https://www.tehrantimes.com/news/247790/Leader-declares-outlines-of-the-6th-five-year-plan-with-emphasis
https://www.reuters.com/article/iran-economy-plan-idUKL5N1F408K
https://www.jetro.go.jp/ext_images/_Reports/01/5d3698a309dab63b/20170115.pdf
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出所）Pars Today、https://parstoday.com/ja/news/iran-i1043022023年 8月閲覧。 

 

（2） ビジョン改革の現状と評価 

Iran Vision2025に挙げられた目標に対し、どのような施策が打たれており、どのような成果を上げ

ているのか、といった情報は公開情報からは得られなかった。 

イランはアメリカによる経済制裁の影響を大きく受けており、2021 年のインフレ率は 43.4%となって

いる15。ウクライナ情勢を受けてイランがロシアや中国に一層接近した場合、革命防衛隊が製造する防

衛機器輸出、軍事産業が今後のイラン経済を支えていく可能性も考えられる16。 

カーボンニュートラルについては、アメリカの制裁により資金や技術を導入できないことなどを理由に、

イランはパリ協定を批准していない。2015年以降、排出削減計画も未提出のままである。一方で、制裁

が解除されれば支援を受けて、2030年までに BAU比で 12%削減する方針である17。 

  

 
15 世界銀行、https://data.worldbank.org/indicator/FP.CPI.TOTL.ZG?locations=IR2023年 3月閲覧。 
16 専門家ヒアリングより。 
17 日本エネルギー経済研究所、

https://www.meti.go.jp/committee/kenkyukai/energy_environment/ondanka_platform/kaigai_tenkai/p

df/004_03_00.pdf2023年 3月閲覧。 

https://parstoday.com/ja/news/iran-i104302
https://data.worldbank.org/indicator/FP.CPI.TOTL.ZG?locations=IR
https://www.meti.go.jp/committee/kenkyukai/energy_environment/ondanka_platform/kaigai_tenkai/pdf/004_03_00.pdf
https://www.meti.go.jp/committee/kenkyukai/energy_environment/ondanka_platform/kaigai_tenkai/pdf/004_03_00.pdf
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3.1.8 イラク 

（1） ビジョン改革の概観 

 

 

出所）イラク政府、https://mop.gov.iq/en/min_publications/view/list?id=18&lastcontent=474、

https://mop.gov.iq/en/page/view/details?id=88、Doing Business、

https://archive.doingbusiness.org/content/dam/doingBusiness/pdf/db2020/Doing-Business-

2020_rankings.pdf、index mundi、

https://www.indexmundi.com/facts/iraq/indicator/BM.KLT.DINV.WD.GD.ZS#:~:text=Foreign%20direc

t%20investment%2C%20net%20outflows%20%28%25%20of%20GDP%29,to%20direct%20investmen

t%20equity%20flows%20in%20an%20economy、 Renewables Now、

https://renewablesnow.com/news/iraq-targets-33-clean-energy-by-2030-759029/2022年 8月閲覧。 

https://mop.gov.iq/en/min_publications/view/list?id=18&lastcontent=474
https://mop.gov.iq/en/page/view/details?id=88
https://archive.doingbusiness.org/content/dam/doingBusiness/pdf/db2020/Doing-Business-2020_rankings.pdf
https://archive.doingbusiness.org/content/dam/doingBusiness/pdf/db2020/Doing-Business-2020_rankings.pdf
https://www.indexmundi.com/facts/iraq/indicator/BM.KLT.DINV.WD.GD.ZS#:~:text=Foreign%20direct%20investment%2C%20net%20outflows%20%28%25%20of%20GDP%29,to%20direct%20investment%20equity%20flows%20in%20an%20economy
https://www.indexmundi.com/facts/iraq/indicator/BM.KLT.DINV.WD.GD.ZS#:~:text=Foreign%20direct%20investment%2C%20net%20outflows%20%28%25%20of%20GDP%29,to%20direct%20investment%20equity%20flows%20in%20an%20economy
https://www.indexmundi.com/facts/iraq/indicator/BM.KLT.DINV.WD.GD.ZS#:~:text=Foreign%20direct%20investment%2C%20net%20outflows%20%28%25%20of%20GDP%29,to%20direct%20investment%20equity%20flows%20in%20an%20economy
https://renewablesnow.com/news/iraq-targets-33-clean-energy-by-2030-759029/
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（2） ビジョン改革の現状と評価 

イラクの経済は未だ石油収入に強く依存しており、過去十数年、石油収入は輸出の 99%以上、政府

予算の 85%以上、GDP の 42%以上を占めてきた18。また、度重なる戦争の影響もあり海外直接投資

は集まっていない19。一方、戦争の影響や設備の老朽化により、石油・ガス、電力、水などのインフラの需

要が大きい。 

また、カーボンニュートラルについて、総発電量に占める再生可能エネルギーの割合を 33%に増加さ

せるという目標を掲げているものの、2019 年の時点では 1%程度であり、石油による供給が 70%、ガ

スによる供給が 27%となっている20。また、中東地域の国やイラクと同程度の経済規模を持つ国に比べ、

イラクは NDC を低めに設定していることからも21、イラクはグリーン成長やカーボンニュートラルに対し

て消極的であるといえる。  

 
18 世界銀行、https://www.worldbank.org/en/country/iraq/overview#12023年 3月閲覧。  
19 世界銀行、https://data.worldbank.org/indicator/BX.KLT.DINV.WD.GD.ZS?locations=IQ2023年 3月閲

覧。 
20 IRENA、https://www.irena.org/-

/media/Files/IRENA/Agency/Statistics/Statistical_Profiles/Middle%20East/Iraq_Middle%20East_RE_S

P.pdf2023年 3月閲覧。 
21 世界銀行、

https://documents1.worldbank.org/curated/en/099005012092241290/pdf/P1776390cfceae0d908ff8

073b7e041bea6.pdf2023年 3月閲覧。 

https://www.worldbank.org/en/country/iraq/overview#1
https://data.worldbank.org/indicator/BX.KLT.DINV.WD.GD.ZS?locations=IQ
https://www.irena.org/-/media/Files/IRENA/Agency/Statistics/Statistical_Profiles/Middle%20East/Iraq_Middle%20East_RE_SP.pdf
https://www.irena.org/-/media/Files/IRENA/Agency/Statistics/Statistical_Profiles/Middle%20East/Iraq_Middle%20East_RE_SP.pdf
https://www.irena.org/-/media/Files/IRENA/Agency/Statistics/Statistical_Profiles/Middle%20East/Iraq_Middle%20East_RE_SP.pdf
https://documents1.worldbank.org/curated/en/099005012092241290/pdf/P1776390cfceae0d908ff8073b7e041bea6.pdf
https://documents1.worldbank.org/curated/en/099005012092241290/pdf/P1776390cfceae0d908ff8073b7e041bea6.pdf
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3.1.9 トルコ 

（1） ビジョン改革の概観 

 

出所）トルコ政府、https://sahl-legal-tr.net/f/Turkey%20Vision%202023.pdf、istanbul homes、

https://istanbulhomes.com/blog/news/turkeys-2023-vision-project、Construction & Consultancy 

Turkey Investments、https://www.cctinvestments.com/turkeys-2023-vision/、OTTOMAN 

INVESTMENT、https://ottomaninvestment.com/turkey-vision-2023/、We Build Value Digital Magazine、

https://www.webuildvalue.com/en/reportage/turkey-s-vision-for-2023.html、Property Turkey、

https://www.propertyturkey.com/blog-turkey/what-is-turkeys-2023-vision-plan、MIDDLE EAST 

MONITOR、https://www.middleeastmonitor.com/20180212-vision-2023-turkey-and-the-post-ottoman-

anniversary/、トルコ教育省、

https://planipolis.iiep.unesco.org/sites/default/files/ressources/turkey_education_vision_2023.pdf、

THE SCIENTIFIC AND TECHNOLOGICLA RESEARCH COUNCIL OF TURLEY、

https://www.tubitak.gov.tr/en/about-us/policies/content-vision-2023、RESIDENCE OF THE REPUBLIC 

OF TURKEY INVESTMENT OFFICE、

https://www.invest.gov.tr/en/News/Newsletters/Lists/InvestNewsletter/Investment-Office-Sep-2014-

Newsletter.pdf#search=vision%202023、https://turkishresidencepermit.com/energy-and-renewables-

in-turkey、トルコエネルギー&天然資源省

https://policy.asiapacificenergy.org/sites/default/files/National%20Renewable%20Energy%20Action

%20Plan%20for%20Turkey.pdf、mondaq、

https://www.mondaq.com/turkey/renewables/276262/incentives-for-waste-to-energy-plants-in-

turkey、TRTWORLD、https://www.trtworld.com/turkey/turkey-unveils-economic-reform-action-plan-

45264、World Bank、https://databankfiles.worldbank.org/data/download/GDP.pdf、日本イスラム連盟、

http://jisl.org/2022/01/post-4387.html、RAILLY NEWS、https://raillynews.com/2019/07/kanal-

istanbul-ve-3-katli-buyuk-istanbul-tuneli-projelerine-koi-modeli/、中央日報、

https://japanese.joins.com/JArticle/223793、statista、

https://www.statista.com/statistics/461742/share-of-gdp-expenditure-on-research-and-

development-turkey/、DAILY NEWS、https://www.hurriyetdailynews.com/turkeys-wind-power-

capacity-exceeds-10-000-mw-threshold-

166981#:~:text=Turkey%20%E2%80%99s%20installed%20wind%20energy%20capacity%20reached

%2010%2C010,the%20January%20to%20July%20period%20of%20this%20year、iea、

https://www.iea.org/reports/turkey-20212022年 8月閲覧。 

  

https://sahl-legal-tr.net/f/Turkey%20Vision%202023.pdf
https://istanbulhomes.com/blog/news/turkeys-2023-vision-project
https://www.cctinvestments.com/turkeys-2023-vision/
https://ottomaninvestment.com/turkey-vision-2023/
https://www.webuildvalue.com/en/reportage/turkey-s-vision-for-2023.html
https://www.propertyturkey.com/blog-turkey/what-is-turkeys-2023-vision-plan
https://www.middleeastmonitor.com/20180212-vision-2023-turkey-and-the-post-ottoman-anniversary/
https://www.middleeastmonitor.com/20180212-vision-2023-turkey-and-the-post-ottoman-anniversary/
https://planipolis.iiep.unesco.org/sites/default/files/ressources/turkey_education_vision_2023.pdf
https://www.tubitak.gov.tr/en/about-us/policies/content-vision-2023、RESIDENCE
https://www.invest.gov.tr/en/News/Newsletters/Lists/InvestNewsletter/Investment-Office-Sep-2014-Newsletter.pdf#search=vision%202023
https://www.invest.gov.tr/en/News/Newsletters/Lists/InvestNewsletter/Investment-Office-Sep-2014-Newsletter.pdf#search=vision%202023
https://turkishresidencepermit.com/energy-and-renewables-in-turkey
https://turkishresidencepermit.com/energy-and-renewables-in-turkey
https://policy.asiapacificenergy.org/sites/default/files/National%20Renewable%20Energy%20Action%20Plan%20for%20Turkey.pdf
https://policy.asiapacificenergy.org/sites/default/files/National%20Renewable%20Energy%20Action%20Plan%20for%20Turkey.pdf
https://www.mondaq.com/turkey/renewables/276262/incentives-for-waste-to-energy-plants-in-turkey
https://www.mondaq.com/turkey/renewables/276262/incentives-for-waste-to-energy-plants-in-turkey
https://www.trtworld.com/turkey/turkey-unveils-economic-reform-action-plan-45264
https://www.trtworld.com/turkey/turkey-unveils-economic-reform-action-plan-45264
https://databankfiles.worldbank.org/data/download/GDP.pdf
http://jisl.org/2022/01/post-4387.html
https://raillynews.com/2019/07/kanal-istanbul-ve-3-katli-buyuk-istanbul-tuneli-projelerine-koi-modeli/
https://raillynews.com/2019/07/kanal-istanbul-ve-3-katli-buyuk-istanbul-tuneli-projelerine-koi-modeli/
https://japanese.joins.com/JArticle/223793
https://www.statista.com/statistics/461742/share-of-gdp-expenditure-on-research-and-development-turkey/
https://www.statista.com/statistics/461742/share-of-gdp-expenditure-on-research-and-development-turkey/
https://www.hurriyetdailynews.com/turkeys-wind-power-capacity-exceeds-10-000-mw-threshold-166981#:~:text=Turkey%20%E2%80%99s%20installed%20wind%20energy%20capacity%20reached%2010%2C010,the%20January%20to%20July%20period%20of%20this%20year
https://www.hurriyetdailynews.com/turkeys-wind-power-capacity-exceeds-10-000-mw-threshold-166981#:~:text=Turkey%20%E2%80%99s%20installed%20wind%20energy%20capacity%20reached%2010%2C010,the%20January%20to%20July%20period%20of%20this%20year
https://www.hurriyetdailynews.com/turkeys-wind-power-capacity-exceeds-10-000-mw-threshold-166981#:~:text=Turkey%20%E2%80%99s%20installed%20wind%20energy%20capacity%20reached%2010%2C010,the%20January%20to%20July%20period%20of%20this%20year
https://www.hurriyetdailynews.com/turkeys-wind-power-capacity-exceeds-10-000-mw-threshold-166981#:~:text=Turkey%20%E2%80%99s%20installed%20wind%20energy%20capacity%20reached%2010%2C010,the%20January%20to%20July%20period%20of%20this%20year
https://www.iea.org/reports/turkey-2021
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（2） ビジョン改革の現状と評価 

トルコの Vision2023に掲げられた経済多角化戦略の一環として、新興産業への投資が掲げられて

おり、同時に中小企業の活用も重要視されている。 

トルコでは、従業員数が0～249人までの中小企業が国内企業のうち99.8%を占めており、国内労

働者のうち 71.9%が中小企業に雇用されている。中小企業への融資は確実に増加しており、また後述

するようにスタートアップへの支援も積極的に行われている。一方で、科学技術の分野で従業経験があ

る、あるいは大学・専門学校で教育を受けた労働者の割合は 11.8%にとどまり、欧州と比較すると限ら

れていることは課題である22。 

グリーン成長・カーボンニュートラルの分野では、総発電量に占める再生可能エネルギーの割合はす

でに目標値を達成している。また、2021 年の COP26 に際してパリ協定参加の意思を表明し、2023

年に署名している。23また、炭素税/排出権取引のカーボンプライシング制度の 2023 年までの導入を

準備することを発表するなど、今後ますます動きが活発になっていくと考えられる24。 

2023年 2月の地震による社会・経済活動の停滞からの復興が当面の課題となる。 

3.1.10 イスラエル 

（1） ビジョン改革の概観 

 

 
22 欧州委員会、https://neighbourhood-enlargement.ec.europa.eu/system/files/2021-09/turkey_-

_sme_fact_sheet_2021.pdf2023年 3月閲覧。 
23 CNN、https://edition.cnn.com/2021/10/06/world/turkey-ratify-paris-climate-agreement-

intl/index.html2023年 3月閲覧。 
24 JETRO、https://www.jetro.go.jp/biz/areareports/special/2022/1003/92432e1f4fe65d1b.html2023

年 3月閲覧。 

https://neighbourhood-enlargement.ec.europa.eu/system/files/2021-09/turkey_-_sme_fact_sheet_2021.pdf
https://neighbourhood-enlargement.ec.europa.eu/system/files/2021-09/turkey_-_sme_fact_sheet_2021.pdf
https://edition.cnn.com/2021/10/06/world/turkey-ratify-paris-climate-agreement-intl/index.html
https://edition.cnn.com/2021/10/06/world/turkey-ratify-paris-climate-agreement-intl/index.html
https://www.jetro.go.jp/biz/areareports/special/2022/1003/92432e1f4fe65d1b.html
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出所）イスラエル政府、

https://www.gov.il/BlobFolder/generalpage/israel_2050/he/District_planning_institutions_Conference_E

li_Horowitz-prosperous_economy_sustnble_envirnmt.pdf、

https://www.gov.il/en/departments/news/press_250721、

https://www.gov.il/en/Departments/policies/israel_2050、

https://www.gov.il/he/Departments/Guides/about_israel_2050?chapterIndex=2、

https://www.gov.il/en/departments/guides/waste_facts_and_figures?chapterIndex=2、The Israel 

Democracy Institute、https://en.idi.org.il/articles/36487、https://en.idi.org.il/articles/33054, 

https://www.idi.org.il/tags/27042、ITA、https://www.trade.gov/energy-resource-guide-israel-

renewable-energy、knoema、https://knoema.com/MUNW2017/municipal-waste-generation-and-

treatment?tsId=1003280、macrotrends、https://www.macrotrends.net/countries/ISR/israel/ghg-

greenhouse-gas-emissions2022年 8月閲覧。 

 

（2） ビジョン改革の現状と評価 

イスラエルのビジョン改革 Israel 2050 は、他の中東諸国とは異なり、経済多角化はイシューとなっ

ていない。イスラエルは様々な分野におけるイノベーションの促進に注力しており、後述するイスラエル・

イノベーション庁（IIA）が実施するイノベーション支援プログラムでは、AI や医療、電気電子工学、農業、

航空宇宙産業、製造業など様々な分野が対象となっている。 

 カーボンニュートラル戦略に関しては、温室効果ガス排出量についてみれば現時点で 2015年度比

0.05%の削減と、成果としては極めて限定的である。一方で、IIA が実施するプログラムの中には環境

保護やサステナビリティに関する新しいイノベーションを支援するための公募も出されるなど 、新しい

技術により目標を達成しようとする姿勢がうかがえる25。 

  

 
25イスラエル・イノベーション庁（IIA）、https://innovationisrael.org.il/en/news/new-environmental-protection-

and-sustainability-innovation-lab2023年 3月閲覧。 

https://www.gov.il/BlobFolder/generalpage/israel_2050/he/District_planning_institutions_Conference_Eli_Horowitz-prosperous_economy_sustnble_envirnmt.pdf
https://www.gov.il/BlobFolder/generalpage/israel_2050/he/District_planning_institutions_Conference_Eli_Horowitz-prosperous_economy_sustnble_envirnmt.pdf
https://www.gov.il/en/departments/news/press_250721
https://www.gov.il/en/Departments/policies/israel_2050
https://www.gov.il/he/Departments/Guides/about_israel_2050?chapterIndex=2
https://www.gov.il/en/departments/guides/waste_facts_and_figures?chapterIndex=2
https://en.idi.org.il/articles/36487
https://en.idi.org.il/articles/33054
https://www.idi.org.il/tags/27042
https://www.trade.gov/energy-resource-guide-israel-renewable-energy
https://www.trade.gov/energy-resource-guide-israel-renewable-energy
https://knoema.com/MUNW2017/municipal-waste-generation-and-treatment?tsId=1003280
https://knoema.com/MUNW2017/municipal-waste-generation-and-treatment?tsId=1003280
https://www.macrotrends.net/countries/ISR/israel/ghg-greenhouse-gas-emissions
https://www.macrotrends.net/countries/ISR/israel/ghg-greenhouse-gas-emissions
https://innovationisrael.org.il/en/news/new-environmental-protection-and-sustainability-innovation-lab
https://innovationisrael.org.il/en/news/new-environmental-protection-and-sustainability-innovation-lab
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3.2 非エネルギー産業部門の成長（サービス・イノベーション・コンテンツ） 

3.2.1 サービス 

中東諸国において成長がみられるサービス、今後さらなる成長が見込まれるサービスとして E コマース（以

下 EC）があげられる。図 3-1は 2015年から 2020年まで（2020年は推計値）のGCC諸国における EC

市場規模の推移を表したグラフである。GCC諸国を合計して、2015年から 2019年までの年平均成長率は

32%を記録している。また、特にサウジアラビアと UAEにおいて市場規模の拡大は著しい。 

 

 

 

図 3-1 GCC諸国における EC市場規模の推移 

出所）Kearney「GCC e-commerce unleashed: a path to retail revival or a fleeting mirage?」（2020）より三菱総合

研究所作成 

 

2020年以降、新型コロナウィルス感染拡大の影響で外出制限や営業制限を課す国が多く、ECはさらに拡

大している。現地では家電製品、衣類、日用品、食品等に加え、新型コロナの影響によりクリーニング用品や

ノートパソコン、エクササイズ・ジム用品などの製品も売り上げを伸ばしている26。 

また、EC 市場が成長してきた背景として、インターネット普及率が高いことがあげられる。例えばサウジアラ

ビアでは、図 3-2 に示す通り、インターネット普及率（インターネットを使用する国民の割合）が 2015 年から

2020年にかけて、60%から 88%まで増加している。デロイトのレポートによれば、UAEやカタールでもイン

ターネットの普及率は 90%を超えているという27。 

 
26 JETRO、https://www.jetro.go.jp/biz/areareports/special/2020/1202/0f3a8a2c593266fb.html2023

年 3月閲覧。 

27 Deloitte、https://www2.deloitte.com/xe/en/pages/about-deloitte/articles/we-are-25/e-

commerce.html2023年 3月閲覧。 
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図 3-2 サウジアラビアにおけるインターネット普及率 

出所）statista（https://www.statista.com/statistics/484930/internet-user-reach-saudi-arabia/）より三

菱総合研究所作成 

 

中東諸国の EC市場におけるプレーヤーとして、現地企業も成長している。 

UAE のドバイに本社を置く Souq.com は、他の GCC 諸国に加えエジプトでもサービスを展開する EC

サイトであり、2017年に Amazonに買収された28。2011年に設立され、同じくドバイを本拠地とする ECプ

ラットフォームである JadoPadoは、2017年に Emaarの会長が設立したテクノロジーファンドに買収された

29。2017 年に設立されサウジアラビアに本社を置く Noon.com は、UAE の Emaar の会長とサウジアラビ

アの PIF から共同出資を受けており、サウジアラビアや UAE で Amazon に並ぶ 2 大 EC プラットフォーム

の一つとなっている。2019年にはエジプトにもサービスを拡大させた30。 

また、政府としても EC の拡大を促進する動きが出てきている。UAE では EC 専用のフリーゾーンである

Dubai Commerce Cityが設置された。中東地域をはじめ、北アフリカや南アジアにおける ECビジネスの

拡大を支援することを目的としており、会社の設立や物流倉庫の提供、税関サポートや EC 戦略コンサルティ

ングサポートなどを提供している31。カタールでは国内での EC を急速に普及させる環境を構築することを目

的として、E-Commerce プログラムが立ち上げられた。カタールの通信・情報技術省が主導するプログラム

で、規制枠組みの強化、物流の強化、電子決済の整備、消費者の EC利用促進などを目標に掲げている32。 

このように、GCC諸国をはじめとする中東地域では EC市場が急速に拡大しており、現地企業の成長や

Amazonなどのグローバル企業の参入がみられるサウジ・UAE以外の国においても、今後の成長が見込ま

れる。 

 
28 日経クロステック、https://xtech.nikkei.com/it/atcl/news/17/032300907/2023年 3月閲覧。 

29 Gulf Business、https://gulfbusiness.com/uae-online-retailer-jadopado-acquired-by-tech-fund-led-

by-dubai-billionaire-alabbar/2023年 3月閲覧。 

30 JETRO、https://www.jetro.go.jp/biz/areareports/special/2020/1202/216e502b6900e6b6.html2023

年 3月閲覧。 

31 Dubai Commerce City、https://www.dubaicommercity.ae/2023年 3月閲覧。 

32 Ministry of Communications and Information Technology、https://ecommerce.gov.qa/about-

us/2023年 3月閲覧。 
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3.2.2 イノベーション 

各国ビジョンの概要で述べているとおり、中東諸国では脱石油・経済多角化が焦点となっており、政策の後

押しもあって様々な分野に対する投資が積極的に行われている。図 3-3は中東諸国における都市別のシー

ド～アーリーステージにあるスタートアップ企業への投資額である。イスラエル・テルアビブでの投資額が最も

大きく、次いでドバイ、イスタンブール、リヤドという順番になっている。イスラエルにおけるイノベーション支援

制度については後の章で詳述するため、ここでは UAE、サウジアラビア、トルコにおけるイノベーションについ

て詳述する。 

 

 
図 3-3 シード-アーリーステージ企業への投資額 

出所）Startup Genome（https://startupgenome.com/ecosystems）より三菱総合研究所作成 

（1） UAE 

UAE では、前述したとおり UAE Vision2021 において、イノベーション、研究開発、起業を奨励す

ることにより、経済多角化及び知識型経済へ移行することが目標に掲げられた。また、2014 年には「イ

ノベーションのための国家戦略」を発表し、再生可能エネルギー、輸送、教育、健康、水、技術、宇宙とい

う 7つの主要な分野を定め、2015年をイノベーション元年として政府機関へのイノベーティブな取り組

みの制度化や民間部門のイノベーション促進を奨励した。 

さらに、この戦略を具体化するために具体的なイニシアティブが発表された。2015 年 11 月には知識

型経済とイノベーションを促進するために、5 年間で 3000 億ディルハムの投資を行うことが発表され

た。特に、「イノベーションのための国家戦略」で優先課題として特定されている分野に関連して、航空研

究分野に 200億ディルハム、宇宙分野に 200億ディルハム、科学研究分野に 320億ディルハム、イノ

ベーションインキュベーターおよび学術研究センターに 120億ディルハムを割り当てた33。 

UAE発のスタートアップの中でとくに有名なのが前述した Souq.com と、中東の Uber と呼ばれる

Careem である。Careem はタクシーの配車、レンタカーの手配、フードデリバリーサービス、ネット

 
33 JETRO、https://www.jetro.go.jp/ext_images/_Reports/01/46faac1828550c31/20180053.pdf2023年

3月閲覧。 
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ショッピング、クリーニングサービスなど様々なサービスを提供しており、またスケールアップのために中

東及び北アフリカ（MENA）や南アジアなど 13 カ国に展開している。政府が戦略を掲げるブロック

チェーン、AI、自動交通などの分野についてはスタートアップの数は少ないが、各分野に特化したイベン

トやアワードの開催、実証実験機会の提供や投資により世界中のイノベーティブなテクノロジーの誘致を

図っており、その結果としてドローンタクシーや自立走行型ポッドの試験運行などが行われている。 

（2） サウジアラビア 

サウジ Vision2030の三本柱のうち一つ、Thriving Economyの下で、イノベーションの創出がと

くに強調されている。 

Vision2030 達成のために様々な政策やプロジェクトが動いている中で、イノベーションを支援する

政府系の組織も整備されている。2016 年に設立された中小企業庁はその一つである。産業多角化の

ためには民間部門の活用や国内産業の育成が必要であり、国内中小企業の果たす役割が重要となると

いう考えのもと、設立された。中小企業庁は、中小企業と位置付けられる収入2億サウジリヤル以下、雇

用者数 249人以下の企業およびスタートアップの支援を担う組織である。2018年 10月に、国内での

パイロット・スキームとして中小企業支援センターを庁内に設置し、事業計画の策定、事業可能性調査、

事業コンサルティングサービスの提供に加え、起業家ボランティアによるメンター制度、人事やマーケティ

ング、経理など幅広い分野に関するセミナー・トレーニングの機会を提供している34。 

また、2010 年の勅命にて国内 4 大学内にベンチャーキャピタルが創設されており35、ICT、再生可能

エネルギー、ヘルスケアなど、特定の分野を対象に投資活動を行っている。 

サウジアラビアにおける主なスタートアップとしては、Hunger Stationや Cura Healthcare等が

あげられる。Hunger Stationは 2012年にダンマンで設立されたフードデリバリーサービスのスター

トアップである。サウジアラビア国内の主要都市で展開しており、リヤドでは主要なレストランが加盟して

いる。Cura Healthcareはリヤドを拠点とするスタートアップであり、アプリを利用したオンライン診療

サービスを提供している。 

（3） トルコ 

前述のトルコ Vision2023 においても、GDP に占める研究開発費の割合を 3%にする、正規雇用

研究者の数を 30 万人にする、ベンチャーキャピタルやエンジェル投資家を増やすといった目標が掲げ

られている。また、中小企業に対する研究開発・イノベーション関連のサポートに最大 100 万トルコリラ

を割り当てるといったことも言及されていた。 

 様々な政府組織がイノベーション支援を行っており、例として、産業技術省が起業家の R&D への

補助金支援、ファンド支援などを行っており、トルコ科学技術研究機構が技術系ベンチャーのR&Dへの

補助金支給を行っている。 

 一方で、トルコではビジョンが打ち上げられる以前からイノベーションエコシステムの形成が進んで

 
34 JETRO、https://www.jetro.go.jp/ext_images/_Reports/01/46faac1828550c31/20180053.pdf2023年

3月閲覧。 
35 キング・サウード大学内のリヤド・ヴァリー・カンパニー、キング・アブドゥルアジーズ大学内のジッダ・ヴァリー・テクニカル・カン

パニー、ウンム・アル＝クラー大学内のメッカ・テクノ・カンパニー、キング・ファハド石油鉱物大学内のダーラン・テクノ・ヴァリー・カ

ンパニーである。 

https://www.jetro.go.jp/ext_images/_Reports/01/46faac1828550c31/20180053.pdf


 

107 

おり、最初の起業ブームが到来したのは、インターネットの発達を受けた 1990年代末のことであった。 

当初はドバイ資本の Abraaj、イギリス資本の General Atlantic、南アフリカ資本の Nasper、ア

メリカ資本の Kleiner Perkins Tiger Global等の海外ファンドがトルコのスタートアップに投資を始

めた。これらの海外勢の展開を受けて、2010 年頃からトルコの国内資本でも、Earlybird, Revo 

capital, 3TS, Hummingbird, 212 といったベンチャーキャピタルが形成されていった。これらの国

内資本の VC 形成によって、イノベーションエコシステムの形成は急激に成長を遂げている。トルコの投

資環境は改善してきており、シードステージへの投資比率が高い傾向にある。一方で、ベンチャーが成

長して追加投資を求めた際に、追加投資が可能な規模のコーポレートベンチャーキャピタル（CVC）の

数は限られている36。 

トルコでは EC のスタートアップが中心であるが、技術的なイノベーションと科学的な発見に基づく

「ディープテック」のスタートアップも数多く存在する。主な分野としては、エネルギー、アグリテック、医療、

IoT、ロボットに関する企業が多い。 

多くの企業は全国各地の大学敷地内にある技術開発特化地域に拠点を構えており、特にイスタン

ブール工科大学、ビルケント大学、中東工科大学における起業数が多い。 

3.2.3 コンテンツ 

コンテンツに関しては、特にゲームや映画などの分野に成長がみられる。 

MENA 地域のデータではあるが、図 3-4、図 3-5、図 3-6 はそれぞれ PC ゲーム、モバイルゲー

ム、ビデオゲームの市場規模の推移を示したグラフである。2017年から 2021年にかけて約 2倍に成

長しており、ゲーム業界として市場規模が拡大していると考えられる。こうした分野においては任天堂や

ソニーなど日本企業が作るゲーム機器、ゲームソフトも人気であるため、日本企業としても今後事業機

会が見込まれる業界である。 

 

図 3-4 MENA地域における PCゲームの市場規模 

出所）Global Data(https://www.globaldata.com/data-insights/technology-media-and-

telecom/market-size-of-pc-gaming-in-middle-east-africa/)  

 

 
36 JETRO、https://www.jetro.go.jp/ext_images/_Reports/01/46faac1828550c31/20180053.pdf2023年

3月閲覧。 

https://www.globaldata.com/data-insights/technology-media-and-telecom/market-size-of-pc-gaming-in-middle-east-africa/
https://www.globaldata.com/data-insights/technology-media-and-telecom/market-size-of-pc-gaming-in-middle-east-africa/
https://www.jetro.go.jp/ext_images/_Reports/01/46faac1828550c31/20180053.pdf
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図 3-5 MENA地域におけるモバイルゲームの市場規模 

出所）Global Data (https://www.globaldata.com/data-insights/technology-media-and-

telecom/market-size-of-mobile-video-gaming-in-the-middle-east-and-Africa/)   

 

 

図 3-6 MENA地域におけるビデオゲームの市場規模 

出所）Global Data (https://www.globaldata.com/data-insights/technology-media-and-

telecom/market-size-of-video-gaming-in-middle-east-africa/)  

 

 図 3-7はMENA 地域における映画の興行収入と、世界全体でみた興行収入を比較したものであ

る 。世界的にみれば映画の興行収入は減少傾向にあるが、MENA 地域においては増加傾向にあり、

映画業界も成長している、あるいは今後の成長が見込まれる分野であるといえる。 

 

 

図 3-7 MENA地域における映画の興行収入 

出所）PwC Global Entertainment & Media Outlook 2020-2024 

 https://www.pwc.com/m1/en/publications/mena-entertainment-media-outlook-2020-

2024.html  

https://www.globaldata.com/data-insights/technology-media-and-telecom/market-size-of-mobile-video-gaming-in-the-middle-east-and-Africa/
https://www.globaldata.com/data-insights/technology-media-and-telecom/market-size-of-mobile-video-gaming-in-the-middle-east-and-Africa/
https://www.globaldata.com/data-insights/technology-media-and-telecom/market-size-of-video-gaming-in-middle-east-africa/
https://www.globaldata.com/data-insights/technology-media-and-telecom/market-size-of-video-gaming-in-middle-east-africa/
https://www.pwc.com/m1/en/publications/mena-entertainment-media-outlook-2020-2024.html
https://www.pwc.com/m1/en/publications/mena-entertainment-media-outlook-2020-2024.html
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特にサウジアラビアでは、Vision2030 でもこうしたコンテンツを発展させ、若者の雇用を創出するこ

と、国民の生活を豊かにすることが目標として掲げられており、前述した Qiddiya などのギガプロジェ

クトが進行中である37。 

また、ムハンマド皇太子をはじめとするサウジの王族は日本のアニメやゲーム好きとしても知られてお

り、2022年5月に任天堂株を5.01%保有し、2023年 1月には買い増しを行い、保有比率を6.07%

としている38。 

また、ムハンマド皇太子により設立された MiSK 財団はプログラミングから配信までの一連のゲーム

制作プロセスを学ぶための集中訓練プログラムを実施しており、今後サウジアラビア国内にて作成から

配信までを行えるよう、ゲーム産業の育成に取り組んでいることがうかがえる39。 

  

 
37 サウジアラビア政府、https://www.vision2030.gov.sa/v2030/vrps/qol/ 2023年 3月閲覧。 
38 日本経済新聞、https://www.nikkei.com/article/DGXZQOUF125FM0S3A110C2000000/2023年 3月

閲覧。 
39 MiSK Foundation、https://hub.misk.org.sa/programs/skills/game-arts/2023年 3月閲覧。  

https://www.vision2030.gov.sa/v2030/vrps/qol/
https://www.nikkei.com/article/DGXZQOUF125FM0S3A110C2000000/
https://hub.misk.org.sa/programs/skills/game-arts/
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3.3 公的ファンドの動向 

3.3.1 概要 

ここでは、湾岸諸国において政策実現に当たって重要な役割を果たしていると見られる公的ファンド

（以下、おもにソブリンウェルスファンド、またはこれを略して SWFと記述している）について調査した。 

世界のソブリンウェルスファンドを運用資産順に並べると、10 位内に中東 4 か国のファンドが入るほ

か、11～13 位も中東圏がランクインしていることがわかる。中東のソブリンウェルスファンドの中には

1950年代に運用を開始しているものもあり、この 10年で組成された中国等の公的ファンドとは運用経

験でも大きな差があることが示唆される。 

中東各国のソブリンウェルスファンドの特徴としては、（上位ファンドの中ではトルコを除き）主に石油・

ガス収入を財源としていることが挙げられる。 

表 3-1 に、世界のソブリンウェルスファンドを運用資産順に並べた表を示す。網掛けになっている列

が中東のファンドである。 

 

表 3-1 世界のソブリンウェルスファンド運用資産ランキング 

 

出所） SWFI、 https://www.swfinstitute.org/fund-rankings/sovereign-wealth-fund、2022年 10月閲覧 

 

表 3-2では、中東の主要なソブリンウェルスファンドについて、特に、投資先（国内・国外）、国際的な連携の

状況及び投資行動の特徴に焦点を当てて整理した。 

 

https://www.swfinstitute.org/fund-rankings/sovereign-wealth-fund
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表 3-2 中東の主なソブリンウェルスファンドの特徴 

 

出所）各ファンドウェブサイトを参考に三菱総合研究所が整理 

 

上述のソブリンウェルスファンドそれぞれの基本情報（概要・機能等）、投資意思決定メカニズム、国家政策と

の整合について整理した上で具体的な投資動向等については 3.3.2以下に順に示した。 

なお、各ソブリンウェルスファンドの投資意思決定のメカニズム、国家政策との整合等の詳細な情報につい

ては、ファンドの透明性確保のために国際通貨基金（IMF）などの国際機関が主導する形で検討・採択された

行動規範40であるサンティアゴ原則（Santiago Principles）に沿って各ファンドが公開しているセルフアセス

メントレポートを参照して整理した。 

サンティアゴ原則の構造及び中東のソブリンウェルスファンドの状況を把握する上で特に参照すべき原則を

抜粋して表 3-3に示した。 

 

表 3-3 サンティアゴ原則の構造（一部の原則の内容を抜粋） 

 

出所） International Working Group of Sovereign  Wealth  Funds、Sovereign  Wealth  Funds  Generally 

Accepted Principles and Practices “Santiago Principles”、 

https://www.ifswf.org/sites/default/files/santiagoprinciples_0_0.pdf、2022年 10月閲覧 

  

 
40 SWFは国有企業のコモディティ収入や、貿易黒字・外貨準備を原資としており、運用において国家の地政学的な意図をどれ

ほど反映しているのか、そのガバナンスや運用方針の透明性が 2007～8年頃にしばしば議論となった。（特に直接投資という

形で、自国の虎の子企業を支配下に置く目的で、SWFが大規模の投資を行うことに対して、欧米、日本政府の強い警戒感が示

された） 

2007年以降、IMFなどの国際機関が主導する形で、SWFの説明責任に関するベストプラクティスが検討され、2008年 10

月に、「サンティアゴ原則（Santiago Principles）」と呼ばれる行動規範が採択された。この行動規範に沿って「SWF国際

フォーラム（IFSWF）」が会員 SWFのセルフアセスメント結果等を公表している。 
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3.3.2 アブダビ投資庁（ADIA） 

 

出所）ADIA、https://www.adia.ae/、https://www.ifswf.org/assessment/abu-dhabi-investment-authority、２０２

２年１０月閲覧 

 

 

出所）IFSWF、https://www.ifswf.org/printpdf/2571、２０２２年１０月閲覧 
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出所）ADIA、https://www.adia.ae/、２０２２年１０月閲覧 

3.3.3 クウェート投資庁（KIA） 

 

出所）KIA、https://www.kia.gov.kw/、２０２２年１０月閲覧 
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出所）KIA, https://www.kia.gov.kw/about-kia/、２０２２年１０月閲覧 

 

出所 ） KIA,  https://www.kia.gov.kw/about-kia/ 、  https://www.ifswf.org/assessment/kuwait-investment-

authority   ２０２２年１０月閲覧 
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出所 ） KIA,  https://www.kia.gov.kw/about-kia/ 、  https://www.ifswf.org/assessment/kuwait-investment-

authority   ２０２２年１０月閲覧 

3.3.4 サウジアラビア公共投資基金（PIF） 

 

出所）PIF、https://www.pif.gov.sa/en/Pages/homepage.aspx、２０２２年１０月閲覧 
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出所）https://www.pif.gov.sa/en/Pages/About-Governance.aspx、２０２２年１０月閲覧 

 

出所）https://www.pif.gov.sa/en/Pages/VRP2021-2025.aspx 、２０２２年１０月閲覧 
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出所）https://www.pif.gov.sa/en/Pages/VRP2021-2025.aspx 、２０２２年１０月閲覧 

 

出所）https://www.pif.gov.sa/en/Pages/VRP2021-2025.aspx 、２０２２年１０月閲覧 
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3.3.5 カタール投資庁（QIA） 

 

出所）QIA、https://www.qia.qa/en/pages/default.aspx、２０２２年１０月閲覧 

 

出 所 ） QIA 、 https://www.qia.qa/en/pages/default.aspx 、 https://www.ifswf.org/assessment/qia-self-

assessment ２０２２年１０月閲覧 
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出 所 ） QIA 、 https://www.qia.qa/en/pages/default.aspx 、 https://www.ifswf.org/assessment/qia-self-

assessment ２０２２年１０月閲覧 

3.3.6 ドバイ投資会社（ICD） 

出所）ICD、https://icd.gov.ae/、２０２２年１０月閲覧 
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出所）ICD、https://icd.gov.ae/、https://icd.gov.ae/growth-diversification/ ２０２２年１０月閲覧 

 

3.3.7 トルコ国富ファンド（TWF） 

 

出所）TWF、https://www.tvf.com.tr/en/home、２０２２年１０月閲覧 
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出所）TWF、https://www.tvf.com.tr/en/who-we-are/about-us/our-mandate、２０２２年１０月閲覧 

3.3.8 ムバダラ投資会社（Mubadala） 

 

出 所 ） Mudabala 、 https://www.mubadala.com/ 、  https://ifswf.org/assessment/mubadala-investment-

company-self-assessment-2019-0 Mamoura Diversified Global Holding PJSC Unaudited Interim Condensed 

Consolidated Financial Statements,  ２０２２年１月閲覧 



 

122 

 

出 所 ） Mudabala 、 https://www.mubadala.com/ 、  https://ifswf.org/assessment/mubadala-investment-

company-self-assessment-2019-0   ２０２２年１０月閲覧 

 

出 所 ） Mudabala 、 https://www.mubadala.com/ 、  https://ifswf.org/assessment/mubadala-investment-

company-self-assessment-2019-0   ２０２２年１０月閲覧 
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3.3.9 まとめ 

ここまで見てきた中東の SWF のうち、ここでは、とくに日本企業の中東ビジネス活性化に資すること

が期待できるファンドについて整理する。 

これら SWF はそれぞれに、投資先地域（国内・国外）、投資先事業（石油・非石油）、主たる投資目的

（国内産業振興か・高収益志向か）に違いがあり、投資行動を特徴づけている。この特徴を理解した上

で、日本企業と SWF との適切なマッチングの機会を模索していくことが求められる。 

マッチングの機会を模索し、投資や連携を実現に結び付けるためには、世界の SWF ランクの上位に

ランキングされる中東のファンドのうち、日本企業への関心度合いが高い、または日本の金融筋との関

係が一定程度構築されているファンドに着目することが有効であろう。ここでは、表 3-4 に示した 4 つ

のファンド（ADIA、Mubadala、PIF、QIA）に着目してその活用について検討する。 

アブダビの ADIA、カタールの QIA はいずれも国外への投資に高い意欲を示しているファンドであ

る。国外投資志向の強いファンドは、投資収益目標をより高く（高イールド）置く傾向がみられる。 

ADIA、QIA はいずれも対日投資への関心を示しており、日本の金融機関とのコミュニケーションも

すでに盛んである。ADIA は、高収益を目指し、成長セクターのグローバル企業への投資に、より積極

的である。一方、QIA は、グリーン、ESG や再エネ等のセクターにおいて高収益をコミットできる、おそ

らくは同セクターにおけるディープテックを有するスタートアップに、より関心を示すと考えられる。 

同様にしてディープテック、破壊的（Disruptive）技術への関心を表明しているのはアブダビのムバ

ダラ投資会社（Mubadala）である。ただし Mubadala は ADIA、QIA に比べると高収益志向はやや

弱まり、次世代への富の蓄積をより重視する傾向がある。ただし投資の性向として上述の破壊的技術、

対象企業のステージとしてはPEも含む未上場企業も対象となりうる。Mubadalaは 2022年に石油・

石化事業からの撤退を明らかにしており、石油・石化企業の持ち分の売却、脱炭素企業・事業への新規

投資などの動きを見せている。脱炭素領域のディープテックスタートアップは投資先としての相性が良く、

適切なアプローチのチャンネルを日本の金融機関等とのコミュニケーションを通じて模索することが有

効と考えられる。 

これら 3つのファンドとは異なった特徴が際立つのがサウジアラビアの PIFである。 

PIF は自国の経済多角化を謳う改革イニシアティブであるサウジ Vision2030 の方針に沿って、国

内のプライベートセクターの育成のため、外国から自国への企業誘致や技術導入を担うことが期待され

ている。Vision２０３０を現在主導しているムハンマド皇太子の最大のアームであるとも評価されている。

PIFはサウジの複数のギガプロジェクトへの出資の担い手でもあり、サウジへの進出意欲と技術・ビジネ

スモデルを有する企業であればその規模を問わず、PIＦの投資対象となりうる。PIF との JV による企

業・事業推進の可能性もある。 

対象事業セクターとしては、グリーンはもちろん、インフラ、DX、エンターテインメント等にも十分に機

会がある。 

なお、中東の SWF の投資運用成績や実際のポートフォリオ、投資戦略はいずれも十分に開示されて

いるとはいい難い。また、財源を原油・ガス等のコモディティに依存している場合が大部分であるため、

エネルギー市場動向にも左右される面があることなど、活用には注意を要する点も少なくはない。すで

に一定の関係性を構築している日本の金融機関のチャネルを生かしたアプローチが有効であり、投資

の受け入れにあたってのリスクの低減にも資することが期待できよう。 
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表 3-4 日本企業の中東ビジネス活性化に資する可能性の高い中東 SWF 

 

出所）各 SWFウェブサイト、及び有識者へのヒアリングに基づき三菱総合研究所が整理 

注）✔の数は傾向の強さを示す。 

  

国内 国外 石油 非石油
次世代へ
の富蓄積

イールド 投資行動の特徴
相性の良い企業・事業のイメー
ジ

ADIA ✔✔ ✔ ✔ 国外企業への投資関心大。
高収益にコミットできるグローバル
企業

Mubadala ✔ ✔ （✔） ✔ ✔
次世代への富の蓄積を目的に、グ
リーン、PE、Disruptiveにも投資。

スタートアップ
脱炭素企業・事業

サウジアラビア PIF ✔✔ ✔ ✔ ✔✔
自国への企業誘致・技術導入意欲大。
MbSのアーム。

サウジ進出意欲と技術・ビジネスモ
デルを有する企業（スタートアップ
を含む。規模問わず）
インフラ・DX・エンタメ・グリーン

カタール QIA ✔ ✔✔ ✔ ✔
同国非石油投資の中核。国外への投
資関心大。対日投資にも関心。

高収益にコミットできる企業（スター
トアップを含む）
グリーン、ESG、再エネ、インフラ

UAE（アブダビ）

国名 ファンド名称

国内・国外 投資先 投資目的 日本企業の中東ビジネス活性化方策との相性
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3.4 ヒアリングの実施 

3.4.1 概要 

中東情勢や中東各国のビジネスに関する有識者へのヒアリングを、経済産業省同席のもと実施した。

ヒアリング実施日と実施対象者は以下の通り。 

 

実施日 対象者名・タイトル 所属 

2022/11/25 松永 秀樹 独立行政法人日本国際協力機構 

2022/12/2 峯田 克彦 早稲田大学 

2022/12/12 増田 剛志 三菱商事株式会社 

2022/12/16 宮田 律 一般社団法人現代イスラムセン

ター 

2023/1/11 非公開 非公開（金融系） 

2023/2/3 非公開 非公開（コンテンツ系） 

2023/2/14 非公開 非公開（メーカー） 

2023/2/15 宮西 英雄 三菱重工業株式会社 

 

3.4.2 ヒアリング資料 

ヒアリング実施の際に、ヒアリング対象者から資料を受領した。以下に示す資料はその一部である。 
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（1） 現代イスラムセンター 宮田氏 
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129 



 

130 



 

131 



 

132 
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（2） 三菱重工 宮西氏 

下記の URLより入手可能 

https://www.jccme.or.jp/report-45/pdf/019.pdf  

https://www.jccme.or.jp/report-45/pdf/019.pdf
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4. 研究会の開催 

4.1 実施の概要 

回 実施日時 テーマ 参加者数 

1 2023/2/17 日本企業の中東進出の課題と方策 15名 

2 2023/3/1 日本企業の中東進出の課題と方策 11名 

 

4.2 第 1回研究会 

4.2.1 実施内容 

（1） 議事次第 

【参加者：経済産業省会議室】 

氏名（敬称略） 肩書 

大久保 武 前駐レバノン特命全権大使 

田村 満夫 一般財団法人中東協力センター（JCCME）

常務理事 

西浦 克 独立行政法人日本貿易振興機構（JETRO）

企画部海外地域戦略主幹 

三宅 保次郎 経済産業省中東アフリカ課長 

長崎 太祐 経済産業省中東アフリカ課 課長補佐 

二見 諭 経済産業省中東アフリカ課 係長 

中川 浩一 三菱総合研究所 海外事業本部 

阿部 真千子 三菱総合研究所 海外事業本部 

百瀬 和樹 三菱総合研究所 海外事業本部 

 

【参加者：オンライン】 

氏名（敬称略） 肩書 

非公開 非公開（金融系） 

宮田 律 一般社団法人現代イスラム研究センター理事

長 

林 保順 三菱総合研究所 海外事業本部 

遠藤 峻 三菱総合研究所 ドバイ支店 

藤澤 沙織 三菱総合研究所 ドバイ支店 

孫 ショウ 三菱総合研究所 海外事業本部 



 

136 

 

（2） 提供資料（MRI、各参加者） 

1） MRI 
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140 



 

141 



 

142 
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2） 現代イスラムセンター 宮田氏 

 

中東動向に関する一考察 ―イラン・イスラエルを中心に 

 

                         宮田 律 

 

Ⅰ．スカーフの着用に抗議するイランの女性たち 

２０２２年９月２２日、イランの首都テヘランでマフサー・アミーニーさん（２２歳）が宗教警察（指導パトロール：ペ

ルシャ語でガシュテ・エルシャード）にスカーフのかぶり方を問題にされて逮捕された上に亡くなるという事件が

発生した。髪の毛の隠し方が不十分という理由だった。マフサーさんは両親とともにクルド地域のサッケズから

テヘランを訪れていた。宗教警察の暴力によって死亡したと見られているが、当初警察はアミーニーさんが心

不全で亡くなったと発表した。 

 

これに対して彼女の生まれ故郷であるサッケズなどで暴動が発生し、イラン各地に波及し、「イランの女性たち

は抑圧されている」などのスローガンが叫ばれた。 

 

野党勢力などから女性のスカーフ（ヒジャーブ）やベール（チャードル）の着用は強制すべきではないという声も

上がった。同様に、国際的な人権組織のヒューマン・ライツ・ウォッチも女性の権利を奪う法律の廃止を主張し

た。事態を受けてイラン政府はテヘラン地区の宗教警察のトップを解任した。 

 

スカーフの強制着用はあるが、イランは女性の社会的進出は進んでいる国だ。副大統領にも女性が就いてき

たが、モーラヴェルディ・イラン女性・家庭環境担当副大統領（当時）は２０１７年２月に同志社大学で次世代の

子どもたちを育成するという観点から教育や研究における女性たちの役割を重視することが必要であり、イラ
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ンではジェンダー平等が達成されつつあると語った。イランでは大学教育でも男子学生５３％、女子学生４７％

とほぼ同数である。女性の大学生が多いことも今回のベール着用の強制に対して大学が中心となって反発の

声が上がることになった。 

 

暴動が発生するのは、２０１５年にイランに対する制裁を解くことになっていたイラン核合意から米国のトランプ

政権が離脱してイランに制裁を科し、バイデン政権になっても核合意の再建が実現していないという要因も大

きい。イラン経済が米国の制裁によって苦境にあり、暴動が国民のいら立ちを表していることも確かだ。核合意

再建の交渉が円滑に進展せず 7月末の食料価格は昨年の同時期に比べて１００％も上がった地域もあった。 

https://www.iranintl.com/en/202208010091 

 

イランを訪ねると、世俗的な女性はカラフルなスカーフを着用し、髪の毛を多く見せているのに対して、保守的

なテヘラン南部や地方を訪ねると、黒いチャードル（ベール）を着用する女性が多いことに気づく。服装は人の

内面に関わると思うのだが、画一的な装いに抵抗する女性たちにはファッションの楽しみが奪われるという想

いが強くあることは間違いない。 

 

イランではパフラヴィー朝の初代国王レザー・シャー（在位１９２５～４１年）の時代の１９３６年に世俗化政策の一

環としてベール着用を禁止したが、１９７９年のイスラーム革命によって一変した。革命が成立した１９７９年２月

に即座に女性のベール着用が義務付けられたが、これに対して同年３月８日の国際婦人デーにベール着用に

抗議する女性たちのデモが起こった。その後、ベール不着用の女性たちが公的機関に入ることが禁じられるな

ど服装コードについては厳格な措置が採られていった。 

 

昨年から続くデモは若い女性が警察の暴力によって殺害されたことに対する政治的不義に抗議する幅広い階

層の抗議にもなっている。マフサーさんが少数民族のクルド地域の出身ということもあって、デモにはクルド人

たちのイラン中央政府への不信や不満になっても表れている。 

 

Ⅱ ロシア、中国へのドローン供与によるイランの孤立 

２０１１年に米国のドローンがイランによって撃墜される。 

 

オバマ政権が機体の返還を求めたが、イランがこれに応ずることはなかった。イランはこのドローンの性能を精

査し、２０１４年までにイランは独自のドローンを製造するようになった。 

 

２０１８年にイスラエルはイランのドローンがイスラエルの領空に入り、偵察活動を行うようになったと主張。イス

ラエルによって撃墜されたイランのドローンの性能・技術は米国製のものと酷似しているとイスラエルのメディ

アは報道 

イランのドローンの大量生産が伝えられるようになったのは、ロシアのウクライナ侵攻とともに、イラン製の自爆

型ドローン（シャーヘド１３６）が戦闘に導入されるようになってからだ。欧米のメディアなどではイランがイエメン

紛争で、イラン製ドローンによるサウジアラビアの石油施設攻撃などの手法をウクライナでも用い、エネルギー

関連施設への攻撃にドローンが用いられるようになったと報じている。 

 

https://www.iranintl.com/en/202208010091
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ドローンの製造は革命防衛隊傘下の企業だが、革命防衛隊はイランの軍産複合体となったと主張する研究者

もいる。革命防衛隊がイランの内政・外交で目立つことについてイランが「兵営国家（garrison state）」になっ

たという見方もある。しかし、イランのロシアへのドローン供与は、米国バイデン政権のイラン核合意再建への

意欲を失わせていることも確かで、イランがロシアや中国にいっそう接近することにならざるを得ない。 

 

イランが１５０００機のドローンを中国に売却する予定であることが伝えられるなど、ドローン製造など武器輸出

はイラン経済を支えていくことが考えられている。イラン製ドローン１機は２万ドルぐらいだが、ロシアは２万機を

購入予定であることが伝えられている。 

 

Ⅲ イランの中国への接近 

 

 イランのライシ大統領→２月１４日に北京を訪問、習近平国家主席と会談 

 イランと中国の貿易関係は２０２２年に３０％増加した。 

 ２２項目によるイランの経済協力協定に合意 

 

中国はイランのテヘランと東部のマシュハドを結ぶ鉄道の建設、テヘラン国際空港の拡張工事を行うことなど

に合意。他にも農業、医療、情報テクノロジー、観光、環境などの分野での協力を確認した。 

 

イランが今年上海協力機構（ＳＣＯ）に加盟予定など中国に接近するのは、トランプ政権がイラン核合意から離

脱したことも背景としてある。習近平主席は米国のイラン核合意から離脱した経済的不利益を中国が支援して

いくことを約束。 

 

米国はバイデン政権になってもイランへの経済制裁を維持。イランでは保守派、改革派とも中国との関係を重

視するようになった。トランプ政権は国連安保理常任理事国＋ドイツの間で合意されたイラン核合意から離脱

し、イランとの経済的取引を行った企業に対する制裁を行うことを明らかにした。 

 

軍事、政治関係ではロシアに接近し、さらに経済関係では中国との関係を重視する傾向が強まった。 

 

イランは日量８０万バレルを中国向けに輸出している。 

 

 

Ⅳ 膨らむ安全保障関連予算 

 

２０２３年３月２１日（イランの元日）に始まる新年度の予算では安全保障、軍事関連の予算が突出して多くなっ

た。 

 

ヒジャーブ着用に抗議するデモの中で５００人以上が警察、治安部隊や革命防衛隊によって殺害されたが、警

察の予算は４４．５％増加している。 
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イランでは毎年４０％ぐらいインフレ増加率があるが、来年度予算で公務員の給与は２０％増加に留まっている。

新予算は貧困層をさらに貧しくするという声もある。イランの総人口の３分の１は貧困層と見られるようになっ

た。しかし、政府は昨年来の反政府デモの高揚を見て、治安関連の予算に力を入れている。政府への不満が増

大する可能性がある。 

 

デモの中での行方不明者に情報省の予算も４３％増加するが、革命防衛隊もそれ自身の情報機関をもち、反

体制派、イランと敵対する諸外国などの情報を蒐集している。 

 

ミサイルや核エネルギー開発など革命防衛隊の予算も３７％増加するとされるが、実際はもっと多くの予算が

革命防衛隊には割り当てられるとされている。 

 

Ⅴ イランとの「戦争準備」に着手するイスラエル 

昨年８月２５日、イスラエルのデビッド・バルネア・モサド長官はイランとの戦争の準備に着手したと述べた。バル

ネア長官によれば、イランと国連安保理常任理事国＋ドイツによる核合意の再建はイスラエルの安全保障に

とって大惨事になりかねない。イラン核合意によって制裁が緩和されれば核兵器の原材料の獲得に障害がなく

なり、イランの核兵器製造が容易になるとバルネア長官は警告を発している。 

 

イラン国内の軍需工場が１月末にドローン（無人機）による攻撃を受け、炎上した。 

イランの情報省は２月１０日に主犯格を逮捕したと発表し、イスラエルの関与が証明されたと述べた。 

 

イランのナタンズの核関連施設で２０２０年７月にも爆発火災があったが、イラン政府関係者はイスラエルによる

サイバー攻撃によって発生したと主張している。イランでは同年６月の最終週にもパルチンで兵器開発施設や

テヘランの病院と見られる施設でも爆発火災が起きた。 

 

２０１８年にトランプ大統領がイラン核合意から離脱すると、イランもその１年後から濃縮ウランの貯蔵量を増す

などアメリカやイスラエルを牽制する動きに出ている。イスラエルは、イランが濃縮ウランの貯蔵量を増やし、核

兵器製造に必要な材料を集め、核兵器製造のための時間を半分短縮したと主張している。 

 

テルアビブ大学の国家安全保障問題研究所のアモス・ヤドリン所長は、ナタンズでの爆発火災を受けて、イスラ

エルは、イランのサイバー攻撃、シリアからのミサイル攻撃、諸外国におけるテロに備えなければならないとツ

イートした。 

 

イスラエルはシリアの革命防衛隊関連の施設を空爆したとたびたび主張しているが、ロシアのウクライナ侵攻

でもイスラエルがロシアを批判しないのはシリアの制空権を掌握するロシアを刺激しないためと考えられてい

る。 

 

Ⅵ 極右政権勢力を含むイスラエル政権の成立 

イスラエルではベンヤミン・ネタニヤフ元首相の政権が復活することになった。総選挙では極右の共同選挙名

簿「宗教シオニズム」をつくった「宗教シオニスト党」と「ユダヤの力（オツマ・イェフディート）」が１４議席を獲得し、
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新政権に参加する。 

 

「宗教シオニスト党」のベザレル・スモトリッチ党首（４３歳、新政権で財務相兼第二国防相）はユダヤ人の入植

者たちがアラブ人を殺害してもそれはテロではないと述べ、またエルサレムの反ゲイ・パレードを組織したことも

ある。また、イスラエルとパレスチナ全域からパレスチナ人排斥を強調する「ユダヤの力」のベン・グヴィール党

首（４６歳）は「岩のドーム」やアル・アクサー・モスクなどがあるイスラムの聖地であるエルサレムのハラム・アッ

シャリーフの敷地内に再三足を踏み入れるなどパレスチナ人ムスリムの宗教感情を逆なでする行為を繰り返し

てきた。 

 

イスラエルの極右勢力を支持するのはイスラエルの周縁部分の、社会・経済インフラが整備されていない貧し

い地域に住む人々が多く、そういう意味でも彼らよりも下の生活状態を余儀なくされるイスラエル国内のアラ

ブ人やパレスチナ占領地のアラブ人たちの存在は、彼らにある種の優越感を与えることになっている。 

 

イスラエルでは人種主義的傾向が強まっているが、その背景の一つにはイスラエルの人口構成がある。２０２１

年末のイスラエルの人口構成は９４４万９０００人で、そのうちユダヤ人が６９８万２０００人（全人口の７３．９％）、

アラブ人が１９９万５０００人（全人口の２１．１％）となっている。２０２２年１０月、イスラエルのベエルシェバのソロ

カ病院の胸部および心臓外科部長であるギデオン・サハル医師はアラブ人が５人以上出産した場合には罰金

を科すべきであると発言して、イスラエル国内のアラブ社会から「人種主義者」などと反発された。 

 

イスラエルは、２０２２年３月、ヨルダン川西岸やガザというパレスチナ出身者がイスラエル市民（特にアラブ人）

と婚姻を通じて、イスラエルの居住権、市民権を取得する（イスラエルに帰化する）ことを禁止する婚姻法を成

立させた。きわめて人種的性格が強い法律とパレスチナ人をはじめ国際社会から反発されている。 

 

昨年１１月１４日、イスラエルの極右入植者たちは、エルサレムのイスラム第三の聖地アル・アクサー・モスクに侵

入したが、イスラエルの極右勢力はアル・アクサー・モスクがあるエルサレムのイスラムの聖域ハラム・アッシャ

リーフにユダヤ教の神殿を再建することを考えている。イスラムにユダヤ教の聖域が乗っ取られたというのが

彼らの考えだ。 

 

極右を含むイスラエルの右派政権はいっそうの入植地拡大を目指す可能性があり、パレスチナ人との二国家

共存など眼中にない。極右入植者の意向に応えるイスラエルの入植地拡大はパレスチナ人の土地や権利を奪

うものであり、イスラエルで人種主義のイデオロギーをもつ政党が政権与党になった現在、そのタカ派的外交

も含めて国際社会はいっそうの警戒感をもたなければならない。 

 

イスラエルのアラブ系市民の人権擁護団体「アダーラ（公正）」はネタニヤフ首相の新政権の公約が人種主義的

で、ユダヤ人至上主義、またアパルトヘイト的性格をもつもので、国際社会が断固として強い措置を講ずるよう

に訴えた。 

 

新政権に国家安全保障相に就任したベン・グヴィール氏は、イスラエルでも禁止されてきた極右のカハネ思想

の信奉者であり、自宅のリビング・ルームには１９９４年にヘブロンのイブラーヒーム・モスク（マクペラの洞窟）で
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２９人のパレスチナ人を殺害したバールーフ・ゴールドシュテインの写真を掲げていた。また、１９９５年に暗殺さ

れたイツハク・ラビン元首相が所有していたキャデラックのエンブレムを盗んだ後で、「次はラビンの命を狙うだ

ろう」と語ったこともある。このようにテロリズムを支持してきたベン・グヴィール氏が新政権では国内治安担当

の最高責任者となる。 

 

米国のバイデン大統領はパレスチナ問題の二国家共存を支持すると語ったが、米国で言えば白人至上主義者

の政権のような極端に排外的で、陰謀論者の政府がイスラエルででき上がった。 

 

イスラエルの新連立政権にはリクード（３２議席）、極右の「宗教シオニズム」（７議席）「ユダヤの力」（６議席）、ノ

アム（１議席）、ユダヤ教超正統派のシャス（１１議席）、統一トーラー（７議席）の６政党が参加している。司法制度

改革で国会の過半数で最高裁の決定を覆すことができるとする「オーバーライド条項」を提出し、三権分立を

侵すものだという強い反対の声が上がっている。 

 

Ⅶ トルコ・シリアの大震災と中東の国際政治構造は変わる？ 

トルコの大震災に対してイスラエルは１５０人の救助隊と２３０人の医療チームをトルコに派遣した。地理的な近

接性もあるだろうが、世界でも最大級のトルコ震災支援である。イスラエルは１２日までに１９人を瓦礫の下から

救ったことが報じられ、野外病院も開設した。 

 

イスラエル国防軍は昨年（２０２２年）、ヨルダン川西岸で（ガザを含めない）で子ども３５人を含む１５１人のパレ

スチナ人たちを射殺した。パレスチナ人による蜂起である第二次インティファーダが終わった２００５年以降では

最多の数だ。タカ派のネタニヤフ政権の再登場で、パレスチナ人の犠牲が増えることが懸念されている。他方

で、イスラエルの一部のＮＧＯは安全上の理由でトルコを離れざるを得なかったことも報じられている。 

 

イスラエルに多くの地域が占領されているパレスチナ自治政府も外務省がトルコ大震災の救助に３０人を派遣

した。パレスチナ自治政府は財政的にも豊かではなく、イスラエルの占領によって行動の制約もある。過去のイ

スラエルとの戦争によって中東諸国に難民化しているパレスチナ人たちもいて、今回の地震では数十人のパレ

スチナ人たちがトルコで、また５１人がシリアで亡くなっている。 

 

世界で一番居住条件が悪く、９０％のあまりの住民が貧困ライン以下の生活を強いられるガザでも震災支援の

ための献血活動が始まるようになった。パレスチナ人の女流芸術家のアブラール・サッバーフ氏はフランスの

シャルリー・エブドの風刺画に手を加え、復興に力強く立ち上がるトルコを表すカートゥーンを作成した。被災者

たちはシャルリー・エブドの風刺画のようにからかわれる存在ではないというのがサッバーフ氏の主張だ。 

 

イランはシリアに救助チームを派遣できる数少ない国でシリアに食料、医薬品などの救援物資も送っている。 

 

トルコでは５月に大統領選挙が行われるが、１９９９年の大震災への対応や復興の遅れで、政府は国民の信頼

を失い、イスラム政党の公正発展党が２００２年から政権を掌握している。復興への取り組みが今後のトルコ政

治のカギとなる可能性があるが、シリアでは反政府武装集団が震災地域で活動しているものの、アサド独裁体

制が動揺することはないだろう。 
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4.2.2 主な議論のポイント 

 

 

4.3 第 2回研究会 

4.3.1 実施内容 

（1） 議事次第 

 氏名（敬称略） 肩書 

有識者 

関係者 

奥田 紀宏 外務省参与 

元サウジアラビア駐箚特命全権大使、元エジプト駐箚特

命全権大使、元アフガニスタン駐箚特命全権大使、元東

京海上日動火災保険株式会社顧問等 

田村 満夫 一般財団法人中東協力センター（JCCME）常務理事 

西浦 克 独立行政法人日本貿易振興機構（JETRO）企画部海外

地域戦略主幹 

峯田 克彦 早稲田大学ナノ・ライフ創新研究機構 

上級研究員/研究院教授 

元キング・アブドゥラ科学技術大学 

主幹研究員 

吉川 元偉 私立国際基督教大学特別招聘教授 

  p ri  t   Mitsubis i  ese r     stitute  

第 回研究会か       

 本企業の中東   の課題

 本企業の中東    化の方策

  国の事情があまりに  ため、地域  を 回すので

 な 国の実情に わ なけ  投資 進に が ない。

 日本の本社に中東の  が わ ず、ビジネスのス ー

ドが上が ない。

 （  等の分野で）技術の提供・拠 の  等が期   

 いる一方、日本企業 市場に対する情報が    お

り、事業 会があ  も相 のリスクを   いない。

 日本への高 価 相対的に が  おり、改め 日本の

 り  が必要。

 中東 個人の関係を  するので、個人レベルでアラブ

と ながる とが 要。

 有識 が築い きた  いネットワークを活   ダイナ

ミックに情報を収集  ビジネスに  す とが必要。

 日本企業 リスクに対   的であるため、政 、  EX 、

    な との連携に る、  なリスクシェアの 組 

の  が必要。

 新たに中東でビジネスを たいとい 企業を るために

  なチャンネル  情報を発信 、メディア情報 けを

情報 とする現状を  る き。

 日本の り  、と に  ース・メディアを ない  世

代への情報の提供の手 を  るな 、中長期的なアプ

ローチが必要。

中東  に  る  ンス

   諸国で 法 も     き おり、ビジネス  

ランクも上が  き いる。

 脱炭素技術、再 可能エネルギーで 中東に価   力

があり、日本への輸出にビジネスチャンスがある。

 インフラ  が積 的に行わ  おり、日本企業が投資・

オ レーションで 入する とが期    いる。



 

150 

元国際連合日本政府代表部特命全権大使、元駐スペイ

ン日本国特命全権大使、元アフガニスタン・パキスタン支

援担当大使、元OECD日本政府代表部特命全権大使

等 

経済産業省 

三宅 保次郎 経済産業省中東アフリカ課長 

長崎 太祐 経済産業省中東アフリカ課 課長補佐 

二見 諭 経済産業省中東アフリカ課 係長 

事務局 

中川 浩一 三菱総合研究所 海外事業本部 

阿部 真千子 三菱総合研究所 海外事業本部 

百瀬 和樹 三菱総合研究所 海外事業本部 

 

（2） 提供資料 

1） MRI 
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2） 外務省参与 奥田氏 

中東情勢をどう見るか 

 

            2023年 3月 1日 

            外務省参与 奥田紀宏 

 

Ⅰ.過去 50年間の歴史から現在の中東情勢を探る 

１．6日戦争（1967年）と 10月戦争（1973年） 

イスラエル：軍事的強国としての地位の確立 
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アラブ産油国：10月戦争後の石油戦略の発動により支配的資源供給国としての地位の確立 

アラブボイコットの強化 

パレスチナ問題：中東問題の核心「この問題の解決なくして、中東の平和と安定はない」 

中東地域全体：危機の震源地としてのイメージ 

 

２．米ソ冷戦期の非同盟の影響力の低下と西側経済の浸透（1970年代から 1980年代） 

エジプト：門戸開放政策（対外借り入れの増加、開発政策の採用）により、欧米の影響増加 

湾岸産油国：オイルドラ―の蓄積が欧米との経済関係を強化 

社会主義、汎アラブ民族主義➡国家主義 

        ➡汎イスラム主義の復活（原理主義 ジハーディズム 社会生活のイスラム化現象等） 

 

３．イスラム原理主義の活性化現象（1970年代から 1990年代） 

サダト大統領のイスラム過激派による暗殺 

メッカ過激派襲撃事件（1979年） 

ソ連のアフガニスタン侵攻（1979年）とムジャーヒディーン支援 

イラン革命（1979年） 

パレスチナにおけるイスラム勢力（特にハマス）の台頭 

湾岸戦争（1991年~1992年）サウジにおけるイスラム保守派による政権批判 

 

４．パックスアメリカーナの終わりの始まり（2000年代~2010 年代） 

9.11同時多発テロ 

米国のアフガニスタン・イラク侵攻軍事作戦 

反テロ戦争 

MENA （中東北アフリカ）民主化支援：中東諸国による支持には繋がらず。 

イスラム国（IS）の衝撃 

インターネット社会の到来：宗教的過激主義や民族宗派対立の激化の一方で世俗的価値観との接触 

社会の分断 

 

Ⅱ.ロシアのウクライナ侵攻後の世界は中東諸国にどう見えるか 

世界の権力は 1990年代とは異なり米国一国に集中しているわけではなく、多角化している。 

 

エネルギー資源が集中している中東は地政学的優位（欧州、アジア、アフリカを結ぶ結節点）にも恵ま

れており、米、ロ、中、欧州に対して、自立的立場から交渉可能。 

 

特に米国との関係では、米主導の国際秩序やいわゆる普遍的価値に正面切って同調せずとも、個別

の利益関係に基づいて取引きすることが出来るはずである。アフガニスタンからの撤退を見ても分かる

通り、そもそも米国は中東からアジアに関心を移行している。今や従来の米欧への従属から離れ、独立

を目指すべきである。 
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Ⅲ.何が変わって、何が変わらなかったか。 

１． 変わったこと 

（１） イデオロギー志向から取引き関係（transactional relationships）志向へ 

例：「パレスチナの大義」からアブラハム合意（2020 年以降） イスラエルと、UAE、バハレーン、モ

ロッコ、スーダン 

  政治的イスラム主義（ムスリム同胞団やアルカイダ等）からの脱却（特にサウジアラビアをはじめと

する湾岸諸国。イランは顕著な例外） 

  又、アラブの春の失敗もあり、西側的価値観にも幻滅感あり。 

（2）湾岸アラブ諸国の国際的影響力や知名度の飛躍的上昇 

（３）汎アラブ主義、汎イスラム主義から民族や宗派対立の顕在化 

（イラク、シリア、レバノン、リビア、イエメン等） 

アラブ連盟の弱体化 

（４）域内非アラブ諸国の「大国」化と域内政治への介入 

トルコ、イラン、イスラエル：以前中東域内に政治介入していたのは米国、欧州、ソ連 

（５）イスラエル：域内での日陰者から域内政治経済の正統なプレーヤーに 

      アラブボイコットの消滅 

 

２．変わらなかったこと 

（１）湾岸諸国の石油・ガス供給への域外世界の高い依存度 

    日本も脱中東政策、供給源の多角化を目指したが、実現せず。ロシアのウクライナ侵攻後欧州

諸国も湾岸からの石油・ガスの供給に目を向けている。 

（２）統治能力の脆弱性 

 

 

Ⅳ 機会と危険性 

１． 機会 

湾岸諸国の経済、財政、金融の力に基づく国際的影響力 

若年層の多い人口構成・高い人口増加率 

アブラハム合意の発展拡大 

経済成長の潜在力 

 

２．危険性  

若年高学歴層の就職機会の不足 

民族宗派対立の顕在化 

イランと核合意の成否 

イスラエルの国内政治 

統治能力の脆弱性（シリア、イエメン等） 

 

補足：伝統的な日本社会の中東地域への視点 
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１． 日本社会の主流において、以前は「中東は遠隔で、馴染みのない宗教や理解しがたい文化を持つ

人々が住む地である。石油やガスに携わる人々は仕方ないが、我々は出来れば、関わり合いになる

ことは避け、欧米やアジアとの付き合いの中でより多くの利益を出すことに専念したい。中東のことは

専門家に任せておけばよい。」との考え方が強かった。石油ショックのような危機的状況では、トップ

が中東に乗り出さざるを得なかったが、平常時においては地域に対する関心は低かった。中東はトッ

プダウンの地域である。とかくボトムアップが幅を利かせる日本のビジネスには苦手なことかもしれな

いが、中東でのビジネスでは、トップの顔の見えること、トップが顔を見せることが極めて重要である。 

 

２． 日本社会の主流は欧米社会の興味の移り変わりにより、その興味も変わる。欧米社会が中東に対す

る関心を失い、例えばウクライナ戦争に興味を移すと日本の指導者層の中東に対する政策への関心

も低下する恐れがある。日本の長期的総合的利益確保のためには、日本の指導者層は定常的に中

東に対する関心を維持する必要がある。 

 

3） 早稲田大学 峯田氏 

日本と中東の研究・科学技術交流 

 

⚫ 2014 年 6 月から 2022 年 6 月までサウジアラビア・アブドラ国王科学技術大学（King 

Abdullah University of Science and Technology、KAUST）に在職。 

⚫ KAUST 

 2009年アブドラ国王（当時）により開学した理工系の大学院のみの大学。生物、電気・数学・

計算機、物理・化学の３学科で構成。 

 サウジアラビアの理工系基礎研究への投資の１つの形 

 大学が１つの街になっており、敷地内では服装などサウジアラビアの慣習がほぼ及ばない 

 世界中から優秀な学生と最先端の研究者を勧誘しており、充実した研究教育環境に加え学

生にも給与や住宅、旅費などを支給 

 産学連携を強力に推進しており、キャンパス内に Saudi Aramcoや Dowの研究施設が存

在するなど、密接な連携体制をとっている 

 スタートアップへの支援策が充実しており、銀行と共同での資金援助だけでなく、メンター制

度や、学内のインキュベーションを使用することができる（TAQADAMプログラム） 

⚫ サウジアラビアでの研究・教育活動 

 サウジアラビアには様々な特色ある環境があり、生物、遺伝、化学資源など研究開発に向け

た素材として大きな魅力がある。 

 サウジアラビアでの社会的課題（医療、食糧、環境など）に対して基礎科学からのアプローチ

は有用であり、日本からの貢献が期待されている。ビジネスへのチャンスもありそう。 

◆ 医療（生活習慣病、デジタルヘルス、個別医療） 

◆ 食糧（健康志向、農産物、水・肥料） 

◆ 環境（水、SDG、脱炭素、脱石油） 

 日本からの学生は非常に歓迎される。以前、日本で勧誘活動を行った際には結果は芳しくな
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かった。中東の印象や日本の理系学生の博士課程進学率、海外への進学意識が関係か。 

⚫ 日本と中東、KAUST との科学技術に関する交流 

 KAUSTでの日本人学生は現在０名。教員・研究員は 10名前後。 

 組織的な日本との交流は特になく、個人ベースでの交流が中心 

 早稲田大学、北里大学、JAMSTEC、味の素など個人的な人脈からの共同研究実績あり 

 日本の印象は非常に良く、研究への期待も高いが交流機会は少なく、ぜひ拡大していきたい 

 日本語を学んでいる、学びたい学生も多い（主に、アニメやゲームから） 

 

 

4） JCCME 田村氏 
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4.3.2 主な議論のポイント 

 
  p ri  t   Mitsubis i  ese r     stitute  

第 回研究会か       

 本企業の中東   の課題

 本企業の中東    化の方策

  トップダウンでものが まる とい 中東のルールに対

する認識が政 の中でいま  分でな   外交が 調。

 ギ プロジェクト等の上流に   コンサルが入り  

でおり、日本企業の事業 会をな な  り  ない

 中東に対する日本人の関心  調。（   実際に  も

  と    わる）

 政 のトップが  に 問 、イスラム世界に り いた

い、とい  勢を  る とが 要。

 ビジネスリーダーのネットワーク、コミ  ティに入り む

 力と同 に、現地の  な ートナーを  む と、草

の根  入り む とも 要

 特に  技術（大 ・研究所）の交流、共同研究に 中東

 も関心が高 、草の根交流のチャネルと  有 

 日本の本 のスタートアップ企業を な ネットワークの

構築が 要。現地大 と組 でのマッチングイベント、日

本企業に るコン ッション方 での  分  な 、新

たな企画・ビジネスモデルも  す き

 E 、イノベーション、グリーン、エンタメな 、 目す き

 クターがある

中東  に  る  ンス

 アブラハム 意  の中東のダイナミ ム 明  。  、

中 に 後 ず り む き。

 中東 国際社会  の認 を    おり、実際に認 

度も   り上が  き いる。

 動きが  い中東 利益の 会も い。  を商 とと

  る ンスが必要。
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5. イスラエル国内制度・二国間協力調査等41 

イスラエルにおけるイノベーション支援制度、貿易制度について調査を行った。 

イノベーション支援制度調査として、イスラエルにおいてスタートアップ企業の支援をはじめとするイノ

ベーション支援を行っているイスラエル・イノベーション庁(Israel Innovation Authority: IIA)の組

織概要、IIA が実施するプログラムについて調査を行った。また、IIA と外国組織との国際連携活動の

調査も行い、IIA と外国組織が共同で運営する研究開発基金について調査を行った。 

貿易制度調査については、輸出入申告や事前教示等の制度について、イスラエルの法律を基に調査

を行った。また、イスラエルと他国との経済連携協定を基に、原産地証明制度について調査を行った。 

5.1 イスラエルに  るイノベーション支援制度の調査 

5.1.1 イノベーション庁の組織概要 

イスラエル・イノベーション庁（IIA）は、イスラエルにおけるイノベーションの土壌を育成し、関連インフ

ラを構築して知識集約型産業全体を支える構造基盤を強化することを目的として42、2016 年に設立さ

れた経済省(Ministry of Industry)傘下の公的機関である43。 

IIA はスタートアップの支援や国際的なコラボレーションのサポートなどイノベーション政策全般を担

当する組織であり、IIA のホームページによれば、担当領域の異なる 6 つの部門によって構成されてい

る。 

支援プログラムによって生じた知的財産は、基本的に受給者が所有し、保護する義務を負う44。その

ため、受給者の選定においては知的財産を保護する能力が考慮され、知的財産保護のために補助金を

使うことも許可されている。また、多国籍企業や国外の企業等に知的財産権を移転する場合は、最大で

支給額の 6倍の額をイノベーション庁に支払わなければならない45。 

 

 
41 なお、仕様書 3.D(2)に記載のある「国境を越えたイノベーション協力に関する専門家WSの開催に伴う業務（ロジ支援業

務）」につき、やむを得ない事情により本WSは本事業実施期間中に行われないこととなったところ、本調査でも当該業務を実施

しないこととなった。 
42 IIA、

https://innovationisrael.org.il/en/sites/default/files/Israel%20Innovation%20Authority%202020.pdf

2023年 3月閲覧。 
43 三菱 UFJ リサーチ&コンサルティング（MURC）、https://www.murc.jp/wp-

content/uploads/2020/06/seiken_200618.pdf2023年 3月閲覧。 
44 イスラエル法令データベース（Nevo）、

https://www.nevo.co.il/law_html/law01/p181m2_001.htm#Seif902023年 3月閲覧。 
45 IIA、https://innovationisrael.org.il/investmentsapprovals/knowledgemanagement#24782023年 3

月閲覧。 

https://innovationisrael.org.il/en/sites/default/files/Israel%20Innovation%20Authority%202020.pdf
https://innovationisrael.org.il/en/sites/default/files/Israel%20Innovation%20Authority%202020.pdf
https://www.murc.jp/wp-content/uploads/2020/06/seiken_200618.pdf
https://www.murc.jp/wp-content/uploads/2020/06/seiken_200618.pdf
https://www.nevo.co.il/law_html/law01/p181m2_001.htm#Seif90
https://innovationisrael.org.il/investmentsapprovals/knowledgemanagement#2478
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出所）Nevo、https://www.nevo.co.il/law_html/law01/p181m2_001.htm#Seif90、IIA、

https://innovationisrael.org.il/en/contentpage/israel-innovation-authority、MURC、

https://www.murc.jp/wp-content/uploads/2020/06/seiken_200618.pdf 2023年 3月閲覧。 
 

 

出所）IIA、https://innovationisrael.org.il/en/contentpage/israel-innovation-authority、

https://innovationisrael.org.il/en/reportchapter/appendix-activity-israel-innovation-authoritys-

divisions2023年 3月閲覧。 
 

https://www.nevo.co.il/law_html/law01/p181m2_001.htm#Seif90
https://innovationisrael.org.il/en/contentpage/israel-innovation-authority
https://www.murc.jp/wp-content/uploads/2020/06/seiken_200618.pdf
https://innovationisrael.org.il/en/contentpage/israel-innovation-authority
https://innovationisrael.org.il/en/reportchapter/appendix-activity-israel-innovation-authoritys-divisions
https://innovationisrael.org.il/en/reportchapter/appendix-activity-israel-innovation-authoritys-divisions
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出所）IIA、https://innovationisrael.org.il/investmentsapprovals/knowledgemanagement#2478、

https://innovationisrael.org.il/rules/3961、Nevo、

https://www.nevo.co.il/law_html/law01/p181m2_001.htm#Seif90、

https://www.nevo.co.il/law_html/law01/500_790.htm#Seif22023年 3月閲覧。 
 

5.1.2 イノベーション支援制度 

（1） 概要 

イノベーション庁はイスラエルにおけるイノベーション促進のため、約30の支援プログラムを実施して

いる。イノベーション庁からの助成金という形態をとる場合が多く、多くのプログラムでは承認された予

算の 50%を上限として支給される。一方で、スタートアップ等他のファンドから資金援助を受けづらい

主体を対象とするプログラムの中には、予算の 85％を上限としているものも存在する46。 

イノベーション庁からの助成金は、受給者が商業化に成功した場合に限り、返済の義務が発生する。

支給額に少額の金利を加えた額に達するまで、売り上げの 3%、または 5%がロイヤリティとして課され

る。ロイヤリティは会社の前年度の売上によって決定され、7000 万米ドルを超えた場合は 5%、越えな

かった場合は 3%となる47。 

採択件数の多いプログラム、外国企業・研究組織が参加可能なプログラム、顕著な実績が紹介されて

いるプログラムをピックアップし、支援スキーム等を含め詳細な調査を行った。 

（2） 採択件数が多いプログラム 

 
46 IIA、

https://innovationisrael.org.il/en/sites/default/files/Israel%20Innovation%20Authority%202020.pdf

2023年 3月閲覧。 
47 IIA、https://innovationisrael.org.il/rules/33272023年 3月閲覧。 

https://innovationisrael.org.il/investmentsapprovals/knowledgemanagement#2478
https://innovationisrael.org.il/rules/3961
https://www.nevo.co.il/law_html/law01/p181m2_001.htm#Seif90
https://www.nevo.co.il/law_html/law01/500_790.htm#Seif2
https://innovationisrael.org.il/en/sites/default/files/Israel%20Innovation%20Authority%202020.pdf
https://innovationisrael.org.il/en/sites/default/files/Israel%20Innovation%20Authority%202020.pdf
https://innovationisrael.org.il/rules/3327
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出所）IIA、

https://innovationisrael.org.il/en/sites/default/files/Israel%20Innovation%20Authority%202020.pdf、

https://innovationisrael.org.il/en/reportchapter/appendix-activity-israel-innovation-authoritys-

divisions2023年 3月閲覧。 
 

 

出所）IIA、https://innovationisrael.org.il/en/reportchapter/appendix-activity-israel-innovation-authoritys-

divisions、

https://innovationisrael.org.il/en/sites/default/files/Israel%20Innovation%20Authority%202020.pdf、 
https://innovationisrael.org.il/rndfund2023年 3月閲覧。 

 

 

 

（3） 外国企業・研究組織が参加可能なプログラム 

https://innovationisrael.org.il/en/sites/default/files/Israel%20Innovation%20Authority%202020.pdf
https://innovationisrael.org.il/en/reportchapter/appendix-activity-israel-innovation-authoritys-divisions
https://innovationisrael.org.il/en/reportchapter/appendix-activity-israel-innovation-authoritys-divisions
https://innovationisrael.org.il/en/reportchapter/appendix-activity-israel-innovation-authoritys-divisions
https://innovationisrael.org.il/en/reportchapter/appendix-activity-israel-innovation-authoritys-divisions
https://innovationisrael.org.il/en/sites/default/files/Israel%20Innovation%20Authority%202020.pdf
https://innovationisrael.org.il/rndfund
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出所）IIA、https://innovationisrael.org.il/en/reportchapter/appendix-activity-israel-innovation-authoritys-

divisions、

https://innovationisrael.org.il/en/sites/default/files/Israel%20Innovation%20Authority%202020.pdf、

https://innovationisrael.org.il/en/program/magnet-consortiums、

https://innovationisrael.org.il/infrastructure/rnd/maagad、https://innovationisrael.org.il/en/success-

story/nice-actimize、 https://pr.fujitsu.com/jp/news/2012/06/19.html2023年 3月閲覧。 
 

 

出所）IIA、https://innovationisrael.org.il/en/reportchapter/appendix-activity-israel-innovation-authoritys-

divisions、

https://innovationisrael.org.il/en/sites/default/files/Israel%20Innovation%20Authority%202020.pdf、

https://innovationisrael.org.il/en/program/magnet-consortiums、

https://innovationisrael.org.il/infrastructure/rnd/maagad, https://innovationisrael.org.il/en/success-

story/nice-actimize、富士通、https://pr.fujitsu.com/jp/news/2012/06/19.html2023年 3月閲覧。 
 

https://innovationisrael.org.il/en/reportchapter/appendix-activity-israel-innovation-authoritys-divisions
https://innovationisrael.org.il/en/reportchapter/appendix-activity-israel-innovation-authoritys-divisions
https://innovationisrael.org.il/en/sites/default/files/Israel%20Innovation%20Authority%202020.pdf
https://innovationisrael.org.il/en/program/magnet-consortiums
https://innovationisrael.org.il/infrastructure/rnd/maagad
https://innovationisrael.org.il/en/success-story/nice-actimize
https://innovationisrael.org.il/en/success-story/nice-actimize
https://pr.fujitsu.com/jp/news/2012/06/19.html
https://innovationisrael.org.il/en/reportchapter/appendix-activity-israel-innovation-authoritys-divisions
https://innovationisrael.org.il/en/reportchapter/appendix-activity-israel-innovation-authoritys-divisions
https://innovationisrael.org.il/en/sites/default/files/Israel%20Innovation%20Authority%202020.pdf
https://innovationisrael.org.il/en/program/magnet-consortiums
https://innovationisrael.org.il/infrastructure/rnd/maagad
https://innovationisrael.org.il/en/success-story/nice-actimize
https://innovationisrael.org.il/en/success-story/nice-actimize
https://pr.fujitsu.com/jp/news/2012/06/19.html
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出所）IIA、https://innovationisrael.org.il/en/reportchapter/appendix-activity-israel-innovation-authoritys-

divisions、

https://innovationisrael.org.il/en/sites/default/files/Israel%20Innovation%20Authority%202020.pdf、

https://innovationisrael.org.il/infrastructure/rnd/knowledgeCommercialization2023年 3月閲覧。 
 

（4） 顕著な実績が紹介さ ているプログラム 

 

出所）IIA、https://innovationisrael.org.il/en/program/bilateral-programs-parallel-

support#:~:text=Bilateral%20R%26D%20Incentive%20Program%20The%20incentive%20program%2

0provides,products%20or%20to%20significantly%20upgrade%20an%20existing%20technology、

https://innovationisrael.org.il/international/rnd、https://innovationisrael.org.il/general_content/4854、

https://innovationisrael.org.il/en/reportchapter/appendix-activity-israel-innovation-authoritys-

divisions、

https://innovationisrael.org.il/en/sites/default/files/Israel%20Innovation%20Authority%202020.pdf、

https://innovationisrael.org.il/kol-kore/63662023年 3月閲覧。 

https://innovationisrael.org.il/en/reportchapter/appendix-activity-israel-innovation-authoritys-divisions
https://innovationisrael.org.il/en/reportchapter/appendix-activity-israel-innovation-authoritys-divisions
https://innovationisrael.org.il/en/sites/default/files/Israel%20Innovation%20Authority%202020.pdf
https://innovationisrael.org.il/infrastructure/rnd/knowledgeCommercialization
https://innovationisrael.org.il/en/program/bilateral-programs-parallel-support#:~:text=Bilateral%20R%26D%20Incentive%20Program%20The%20incentive%20program%20provides,products%20or%20to%20significantly%20upgrade%20an%20existing%20technology
https://innovationisrael.org.il/en/program/bilateral-programs-parallel-support#:~:text=Bilateral%20R%26D%20Incentive%20Program%20The%20incentive%20program%20provides,products%20or%20to%20significantly%20upgrade%20an%20existing%20technology
https://innovationisrael.org.il/en/program/bilateral-programs-parallel-support#:~:text=Bilateral%20R%26D%20Incentive%20Program%20The%20incentive%20program%20provides,products%20or%20to%20significantly%20upgrade%20an%20existing%20technology
https://innovationisrael.org.il/international/rnd
https://innovationisrael.org.il/general_content/4854
https://innovationisrael.org.il/en/reportchapter/appendix-activity-israel-innovation-authoritys-divisions
https://innovationisrael.org.il/en/reportchapter/appendix-activity-israel-innovation-authoritys-divisions
https://innovationisrael.org.il/en/sites/default/files/Israel%20Innovation%20Authority%202020.pdf
https://innovationisrael.org.il/kol-kore/6366
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出所）IIA、http://innovation-israel-en.mag.calltext.co.il/magazine/45/pages/22、

https://innovationisrael.org.il/en/sites/default/files/Israel%20Innovation%20Authority%202020.pdf、

https://innovationisrael.org.il/en/sites/default/files/Israel%20Innovation%20Authority%20-%202021

%20Innovation%20Report%20-%20English%2017.6.pdf、

https://innovationisrael.org.il/en/reportchapter/appendix-activity-israel-innovation-authoritys-

divisions、https://innovationisrael.org.il/en/success-story/yotpo、

https://innovationisrael.org.il/en/success-story/ccam-biotherapeutics、yotpo、

https://www.yotpo.com/?utm_source=community&utm_medium=footer2023年 3月閲覧。 
 

 

5.1.3 外国組織との国際連携 動 

（1） 概要 

IIA と外国組織との国際連携活動として、IIA と外国組織が共同で運営する二カ国間基金について

調査を行った。調査対象は韓国・イスラエル産業 R&D 基金（KORIL-RDF）、米国-イスラエル産業二

か国産業 R&D 基金（BIRD）、シンガポール-イスラエル産業 R&D 基金（SIIRD）、インド-イスラエル

産業 R&D・科学イノベーション基金（I4F）の 4基金である。 

  

http://innovation-israel-en.mag.calltext.co.il/magazine/45/pages/22
https://innovationisrael.org.il/en/sites/default/files/Israel%20Innovation%20Authority%202020.pdf
https://innovationisrael.org.il/en/sites/default/files/Israel%20Innovation%20Authority%20-%202021%20Innovation%20Report%20-%20English%2017.6.pdf
https://innovationisrael.org.il/en/sites/default/files/Israel%20Innovation%20Authority%20-%202021%20Innovation%20Report%20-%20English%2017.6.pdf
https://innovationisrael.org.il/en/reportchapter/appendix-activity-israel-innovation-authoritys-divisions
https://innovationisrael.org.il/en/reportchapter/appendix-activity-israel-innovation-authoritys-divisions
https://innovationisrael.org.il/en/success-story/yotpo
https://innovationisrael.org.il/en/success-story/ccam-biotherapeutics
https://www.yotpo.com/?utm_source=community&utm_medium=footer
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（2） 外国組織との国際連携 動例 

1） 韓国・イスラエル産業 R&D基金（KORIL-RDF） 

 

出所）KORIL、https://koril.org/en/download/KORIL%20HANDBOOK%208TH%20EDITION.pdf2023年 3月閲

覧。 

 

出所）IIA、https://innovationisrael.org.il/en/success-story/cloud-based-solution-world-bees、

https://innovationisrael.org.il/en/success-story/smart-agriculture-workshop、

https://innovationisrael.org.il/en/success-story/bondit2023年 3月閲覧。 
 

  

https://koril.org/en/download/KORIL%20HANDBOOK%208TH%20EDITION.pdf
https://innovationisrael.org.il/en/success-story/cloud-based-solution-world-bees
https://innovationisrael.org.il/en/success-story/smart-agriculture-workshop
https://innovationisrael.org.il/en/success-story/bondit
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2） 米国-イスラエル二か国産業 R&D基金（BIRD） 

 

出所）BIRD、https://www.birdf.com/the-bird-model/、http://www.birdf.com/wp-

content/uploads/2017/12/1PartneringforSuccessBIRD30.pdf2023年 3月閲覧。 
 

 

出所）BIRD、https://www.birdf.com/wp-content/uploads/2022/03/BIRD-Annual-Report-2021.pdf、

https://www.birdf.com/review/innovative-clinical-network-optimized-home-care-ai-based-patient-

engagement/、https://www.birdf.com/review/uav-bridge-inspection-3d-studio-defect-analysis/、MS 

Tech、https://www.ms-technologies.com/about-us/、TEKwave Solutions、

https://www.tekwavesolutions.com/services/commercial-visitor-management、Manam Applications、

https://www.manamapps.com/en/home、Cosan Group、https://www.cosangroup.com/、MyndYou 

Cognitive、https://myndyou.com/2023年 1月閲覧。 

3） シンガポール-イスラエル産業 R&D基金 

https://www.birdf.com/the-bird-model/
http://www.birdf.com/wp-content/uploads/2017/12/1PartneringforSuccessBIRD30.pdf
http://www.birdf.com/wp-content/uploads/2017/12/1PartneringforSuccessBIRD30.pdf
https://www.birdf.com/wp-content/uploads/2022/03/BIRD-Annual-Report-2021.pdf
https://www.birdf.com/review/innovative-clinical-network-optimized-home-care-ai-based-patient-engagement/
https://www.birdf.com/review/innovative-clinical-network-optimized-home-care-ai-based-patient-engagement/
https://www.birdf.com/review/uav-bridge-inspection-3d-studio-defect-analysis/
https://www.ms-technologies.com/about-us/
https://www.tekwavesolutions.com/services/commercial-visitor-management
https://www.manamapps.com/en/home
https://www.cosangroup.com/
https://myndyou.com/
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出所）SIIRD、https://www.siird.com/how-funding-works/ 、World Bank、

https://openknowledge.worldbank.org/handle/10986/353282023年 3月閲覧。 
 

 

出所）IIA、https://innovationisrael.org.il/en/success-story/robot-control-system、  

https://innovationisrael.org.il/en/success-story/alerteenz、https://www.siird.com/approved-projects/、

PR Times、https://prtimes.jp/main/html/rd/p/000000007.000061183.html、Akribis Systems、

https://akribis-sys.com/、Agito Akribis Systems、https://agito-akribis.com/about/、bosco、

https://ja.boscoapp.com/oldhome、 Panasonic、https://research.sg.panasonic.com/research-

areas/technologies/ 2023年 3月閲覧。 

  

https://www.siird.com/how-funding-works/
https://openknowledge.worldbank.org/handle/10986/35328
https://innovationisrael.org.il/en/success-story/robot-control-system、
https://innovationisrael.org.il/en/success-story/alerteenz、
https://www.siird.com/approved-projects/
https://prtimes.jp/main/html/rd/p/000000007.000061183.html、
https://akribis-sys.com/
https://agito-akribis.com/about/
https://ja.boscoapp.com/oldhome
https://research.sg.panasonic.com/research-areas/technologies/
https://research.sg.panasonic.com/research-areas/technologies/
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4） インド-イスラエル産業 R&D・科学イノベーション基金 

 

出所）インド政府科学技術省、http://dst.gov.in/sites/default/files/STI%20Policy%202013-English.pdf、I4F、

https://i4f.org/2023年 3月閲覧。 
 

 

出所）IIA、https://innovationisrael.org.il/en/success-story/story-success-help-i4f、

https://innovationisrael.org.il/en/success-story/artificial-intelligence-medical-imaging、I4F、

https://i4f.org/success-stories/page/2/、Vyoda、http://www.vyoda.com/2023年 3月閲覧。 

  

http://dst.gov.in/sites/default/files/STI%20Policy%202013-English.pdf
https://i4f.org/
https://innovationisrael.org.il/en/success-story/story-success-help-i4f
https://innovationisrael.org.il/en/success-story/artificial-intelligence-medical-imaging
https://i4f.org/success-stories/page/2/
http://www.vyoda.com/
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5）  的財産についての取り扱い 

 

出所）KORIL、https://koril.org/en/download/KORIL%20HANDBOOK%208TH%20EDITION.pdf、BIRD、

https://www.birdf.com/the-bird-model/、SIIRD、https://www.siird.com/how-funding-works/I4F、

https://innovationisrael.org.il/international/programsrnd/i4f2023年 3月閲覧。 
 

  

https://koril.org/en/download/KORIL%20HANDBOOK%208TH%20EDITION.pdf
https://www.birdf.com/the-bird-model/
https://www.siird.com/how-funding-works/
https://innovationisrael.org.il/international/programsrnd/i4f
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5.2 イスラエルに  る貿易制度の調査 

イスラエルの法令に基づき、通関手続（輸出・輸入申告、特恵関税利用申請（含む FTA利用のための

原産地証明書提出）、事前教示、関税還付、急送貨物、腐敗しやすい貨物、原産地表示義務等）につい

ての制度概要、ならびに電子化手続制度についての調査を行った。 

また、イスラエルと第三国（米国、イギリス、EU、韓国）との間で結ばれた経済連携協定に基づき、各国

の原産地証明制度の概要について調査を行った。 

5.2.1 通関手続の概要及び根拠法令 

 

出所）Nevo、https://www.nevo.co.il/law_html/law01/265_001.htm#Seif2552023年 1月閲覧。 

https://www.nevo.co.il/law_html/law01/265_001.htm
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出所）Nevo、https://www.nevo.co.il/law_html/law01/265_001.htm#Seif2552023年 1月閲覧。 

 

https://www.nevo.co.il/law_html/law01/265_001.htm
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出所）ISLINE、

https://cloud.isline.co.il/%d7%94%d7%9e%d7%a2%d7%a8%d7%9b%d7%aa-%d7%94%d7%9e%d7%

9b%d7%a1-%d7%94%d7%97%d7%93%d7%a9%d7%94/、イスラエル政府

https://www.gov.il/he/Departments/publications/reports/pa200322-1、Nevo、

https://www.nevo.co.il/law_html/law01/265_001.htm#Seif2552023年 1月閲覧。 

 

 

出所）Nevo、https://www.nevo.co.il/law_html/law01/265_001.htm#Seif2552023年 1月閲覧。 

 

https://cloud.isline.co.il/%d7%94%d7%9e%d7%a2%d7%a8%d7%9b%d7%aa-%d7%94%d7%9e%d7%9b%d7%a1-%d7%94%d7%97%d7%93%d7%a9%d7%94/
https://cloud.isline.co.il/%d7%94%d7%9e%d7%a2%d7%a8%d7%9b%d7%aa-%d7%94%d7%9e%d7%9b%d7%a1-%d7%94%d7%97%d7%93%d7%a9%d7%94/
https://www.gov.il/he/Departments/publications/reports/pa200322-1、
https://www.nevo.co.il/law_html/law01/265_001.htm#Seif255
https://www.nevo.co.il/law_html/law01/265_001.htm#Seif255
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出所：米イスラエル FTA協定、

https://ustr.gov/sites/default/files/files/agreements/FTA/israel/US%20IS%20JC%20ED.pdf、韓国イスラ

エル FTA協定、

https://www.fta.go.kr/webmodule/_PSD_FTA/il/1/eng/03.%20Rules%20of%20Origin.pdf、英イスラエル貿

易協定、

https://assets.publishing.service.gov.uk/government/uploads/system/uploads/attachment_data/file/7

81440/CS_Israel_1.2019_Trade.pdf、欧州地中海協定、https://eur-lex.europa.eu/legal-

content/EN/TXT/PDF/?uri=CELEX:02000A0621(01)-20130701&from=EN、

ISLINEhttps://isline.co.il/wp-content/uploads/2017/11/Global-Gate-a-letter-to-the-importing-

community.pdf 2023年 3月閲覧。 

 

https://ustr.gov/sites/default/files/files/agreements/FTA/israel/US%20IS%20JC%20ED.pdf
https://www.fta.go.kr/webmodule/_PSD_FTA/il/1/eng/03.%20Rules%20of%20Origin.pdf
https://assets.publishing.service.gov.uk/government/uploads/system/uploads/attachment_data/file/781440/CS_Israel_1.2019_Trade.pdf
https://assets.publishing.service.gov.uk/government/uploads/system/uploads/attachment_data/file/781440/CS_Israel_1.2019_Trade.pdf
https://eur-lex.europa.eu/legal-content/EN/TXT/PDF/?uri=CELEX:02000A0621(01)-20130701&from=EN
https://eur-lex.europa.eu/legal-content/EN/TXT/PDF/?uri=CELEX:02000A0621(01)-20130701&from=EN
https://isline.co.il/wp-content/uploads/2017/11/Global-Gate-a-letter-to-the-importing-community.pdf
https://isline.co.il/wp-content/uploads/2017/11/Global-Gate-a-letter-to-the-importing-community.pdf
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出所）イスラエル政府、https://www.gov.il/he/departments/general/customs-pre-

ruling#%D7%9E%D7%A1%D7%9E%D7%9B%D7%99%D7%9D%20%D7%A0%D7%93%D7%A8%D7%

A9%D7%99%D7%9D、https://www.gov.il/he/service/customs-providing-prior-information-

classifying-goods-in-commercial-import2023年 1月閲覧。 
 

https://www.gov.il/he/departments/general/customs-pre-ruling#%D7%9E%D7%A1%D7%9E%D7%9B%D7%99%D7%9D%20%D7%A0%D7%93%D7%A8%D7%A9%D7%99%D7%9D
https://www.gov.il/he/departments/general/customs-pre-ruling#%D7%9E%D7%A1%D7%9E%D7%9B%D7%99%D7%9D%20%D7%A0%D7%93%D7%A8%D7%A9%D7%99%D7%9D
https://www.gov.il/he/departments/general/customs-pre-ruling#%D7%9E%D7%A1%D7%9E%D7%9B%D7%99%D7%9D%20%D7%A0%D7%93%D7%A8%D7%A9%D7%99%D7%9D
https://www.gov.il/he/service/customs-providing-prior-information-classifying-goods-in-commercial-import
https://www.gov.il/he/service/customs-providing-prior-information-classifying-goods-in-commercial-import
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出所）Nevo、https://www.nevo.co.il/law_html/law01/501_534.htm#Seif12  

 

https://www.nevo.co.il/law_html/law01/501_534.htm
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出所）Nevo、https://www.nevo.co.il/law_html/law01/265_001.htm#Seif255、

https://www.nevo.co.il/law_html/law01/501_534.htm#Seif122023年 2月閲覧。 
 

https://www.nevo.co.il/law_html/law01/265_001.htm
https://www.nevo.co.il/law_html/law01/501_534.htm
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出所）Nevo、https://www.nevo.co.il/law_html/law01/265_001.htm#Seif2552023年 2月閲覧。 

 

https://www.nevo.co.il/law_html/law01/265_001.htm
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出所）Nevo、https://www.nevo.co.il/law_html/law01/265_001.htm#Seif255 2023年 2月閲覧。 

 

https://www.nevo.co.il/law_html/law01/265_001.htm#Seif255
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出所）Nevo、https://www.nevo.co.il/law_html/law01/265_001.htm#Seif2552023年 2月閲覧。 

https://www.nevo.co.il/law_html/law01/265_001.htm
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出所）イスラエル政府、https://www.gov.il/en/service/maslul、

https://forms.gov.il/globaldata/getsequence/getHtmlForm.aspx?formType=SOlo01_hasava%40taxes.g

ov.il、

https://forms.gov.il/globaldata/getsequence/getHtmlForm.aspx?formType=SOve01_hasava@taxes.gov

.il#2023年 2月閲覧。 
 

 

出所）Nevo、https://www.nevo.co.il/law_html/law01/265_001.htm#Seif255 2023年 1月閲覧。 
 

https://www.gov.il/en/service/maslul
https://forms.gov.il/globaldata/getsequence/getHtmlForm.aspx?formType=SOlo01_hasava%40taxes.gov.il
https://forms.gov.il/globaldata/getsequence/getHtmlForm.aspx?formType=SOlo01_hasava%40taxes.gov.il
https://forms.gov.il/globaldata/getsequence/getHtmlForm.aspx?formType=SOve01_hasava@taxes.gov.il
https://forms.gov.il/globaldata/getsequence/getHtmlForm.aspx?formType=SOve01_hasava@taxes.gov.il
https://www.nevo.co.il/law_html/law01/265_001.htm#Seif255
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出所）イスラエル政府、 

https://www.gov.il/BlobFolder/service/maslul/he/Guides_customs_MaslulGuide.pdf、

https://www.gov.il/he/service/maslul、https://www.gov.il/he/service/customs-461、

https://www.gov.il/he/service/find-status-import-declaration、 

https://govforms.gov.il/mw/forms/sopr1_hasava@taxes.gov.il#!decleration、

https://forms.gov.il/globaldata/getsequence/getHtmlForm.aspx?formType=SOve02_hasava@taxes.go

v.il# 、

https://forms.gov.il/globaldata/getsequence/getHtmlForm.aspx?formType=SOlo01_hasava%40taxes.g

ov.il、https://shaarolami-

query.customs.mof.gov.il/CustomspilotWeb/he/UrlHash/DeclarationStatus?hash=0jbSnfFLn4fhciVhc

mKDEFunj~ktwhVgdWbZX~LL6He~Mfq~ZoZw70hKHdYHdj4MhgtQp33FX0p3K0eEtD3uOFQ7LpJ1bE4y

QlG1Jkw2uXSuO5akX8LPnM8pVFlqgNEaKA0zbUQwQ9ZIrb%2BU7qTEHQ%21%21 、

https://www.gov.il/BlobFolder/service/customs-461/he/Service_Pages_Customs_mechesM461.pdf、イス

ラエル商工会議所、https://www.chamber.org.il/newslobby/articles/80972/、

https://www.chamber.org.il/foreigntrade/1109/1111/75103/2023年 2月閲覧。 

プロセス図については、https://www.gov.il/BlobFolder/service/maslul/he/Guides_customs_MaslulGuide.pdf より

三菱総合研究所作成 

  

https://www.gov.il/BlobFolder/service/maslul/he/Guides_customs_MaslulGuide.pdf
https://www.gov.il/he/service/maslul
https://www.gov.il/he/service/customs-461
https://www.gov.il/he/service/find-status-import-declaration
https://govforms.gov.il/mw/forms/sopr1_hasava@taxes.gov.il
https://forms.gov.il/globaldata/getsequence/getHtmlForm.aspx?formType=SOve02_hasava@taxes.gov.il
https://forms.gov.il/globaldata/getsequence/getHtmlForm.aspx?formType=SOve02_hasava@taxes.gov.il
https://forms.gov.il/globaldata/getsequence/getHtmlForm.aspx?formType=SOlo01_hasava%40taxes.gov.il
https://forms.gov.il/globaldata/getsequence/getHtmlForm.aspx?formType=SOlo01_hasava%40taxes.gov.il
https://forms.gov.il/globaldata/getsequence/getHtmlForm.aspx?formType=SOlo01_hasava%40taxes.gov.il
https://shaarolami-query.customs.mof.gov.il/CustomspilotWeb/he/UrlHash/DeclarationStatus?hash=0jbSnfFLn4fhciVhcmKDEFunj~ktwhVgdWbZX~LL6He~Mfq~ZoZw70hKHdYHdj4MhgtQp33FX0p3K0eEtD3uOFQ7LpJ1bE4yQlG1Jkw2uXSuO5akX8LPnM8pVFlqgNEaKA0zbUQwQ9ZIrb%2BU7qTEHQ%21%21%20
https://shaarolami-query.customs.mof.gov.il/CustomspilotWeb/he/UrlHash/DeclarationStatus?hash=0jbSnfFLn4fhciVhcmKDEFunj~ktwhVgdWbZX~LL6He~Mfq~ZoZw70hKHdYHdj4MhgtQp33FX0p3K0eEtD3uOFQ7LpJ1bE4yQlG1Jkw2uXSuO5akX8LPnM8pVFlqgNEaKA0zbUQwQ9ZIrb%2BU7qTEHQ%21%21%20
https://shaarolami-query.customs.mof.gov.il/CustomspilotWeb/he/UrlHash/DeclarationStatus?hash=0jbSnfFLn4fhciVhcmKDEFunj~ktwhVgdWbZX~LL6He~Mfq~ZoZw70hKHdYHdj4MhgtQp33FX0p3K0eEtD3uOFQ7LpJ1bE4yQlG1Jkw2uXSuO5akX8LPnM8pVFlqgNEaKA0zbUQwQ9ZIrb%2BU7qTEHQ%21%21%20
https://shaarolami-query.customs.mof.gov.il/CustomspilotWeb/he/UrlHash/DeclarationStatus?hash=0jbSnfFLn4fhciVhcmKDEFunj~ktwhVgdWbZX~LL6He~Mfq~ZoZw70hKHdYHdj4MhgtQp33FX0p3K0eEtD3uOFQ7LpJ1bE4yQlG1Jkw2uXSuO5akX8LPnM8pVFlqgNEaKA0zbUQwQ9ZIrb%2BU7qTEHQ%21%21%20
https://www.gov.il/BlobFolder/service/customs-461/he/Service_Pages_Customs_mechesM461.pdf
https://www.chamber.org.il/newslobby/articles/80972/
https://www.chamber.org.il/foreigntrade/1109/1111/75103/
https://www.gov.il/BlobFolder/service/maslul/he/Guides_customs_MaslulGuide.pdf
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5.2.2 原産地証明に関する制度概要及び根拠法令 

 

出所）米イスラエル FTA協定、

https://ustr.gov/sites/default/files/files/agreements/FTA/israel/Israel%20FTA.pdf、英イスラエル貿易協

定、

https://assets.publishing.service.gov.uk/government/uploads/system/uploads/attachment_data/file/7

81440/CS_Israel_1.2019_Trade.pdf、欧州地中海協定、https://www.gov.il/BlobFolder/policy/eu-isr-

fta/he/sahar-hutz_agreements_euro-fta-agreement-en.pdf、米政府、

https://www.cbp.gov/document/guidance/certification-origin-template2023年 3月閲覧。 
 

https://ustr.gov/sites/default/files/files/agreements/FTA/israel/Israel%20FTA.pdf
https://assets.publishing.service.gov.uk/government/uploads/system/uploads/attachment_data/file/781440/CS_Israel_1.2019_Trade.pdf
https://assets.publishing.service.gov.uk/government/uploads/system/uploads/attachment_data/file/781440/CS_Israel_1.2019_Trade.pdf
https://www.gov.il/BlobFolder/policy/eu-isr-fta/he/sahar-hutz_agreements_euro-fta-agreement-en.pdf
https://www.gov.il/BlobFolder/policy/eu-isr-fta/he/sahar-hutz_agreements_euro-fta-agreement-en.pdf
https://www.cbp.gov/document/guidance/certification-origin-template
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出所）米イスラエル FTA協定、

https://ustr.gov/sites/default/files/files/agreements/FTA/israel/Israel%20FTA.pdf、英イスラエル貿易協

定、

https://assets.publishing.service.gov.uk/government/uploads/system/uploads/attachment_data/file/7

81440/CS_Israel_1.2019_Trade.pdf、欧州地中海協定、https://eur-lex.europa.eu/legal-

content/EN/TXT/PDF/?uri=CELEX:02000A0621(01)-20130701&from=EN、米政府、

https://www.cbp.gov/document/guidance/certification-origin-template、ISLINE、

https://isline.co.il/wp-content/uploads/2017/11/Global-Gate-a-letter-to-the-importing-

community.pdf2023年 3月閲覧。 
 

 

出所）米政府、https://www.export.gov/article2?id=Israel-Documenting-Origin、  

https://www.cbp.gov/trade/free-trade-agreements/israel/certificate-origin-requirements2023年 3月

閲覧。 

 

https://ustr.gov/sites/default/files/files/agreements/FTA/israel/Israel%20FTA.pdf
https://assets.publishing.service.gov.uk/government/uploads/system/uploads/attachment_data/file/781440/CS_Israel_1.2019_Trade.pdf
https://assets.publishing.service.gov.uk/government/uploads/system/uploads/attachment_data/file/781440/CS_Israel_1.2019_Trade.pdf
https://eur-lex.europa.eu/legal-content/EN/TXT/PDF/?uri=CELEX:02000A0621(01)-20130701&from=EN
https://eur-lex.europa.eu/legal-content/EN/TXT/PDF/?uri=CELEX:02000A0621(01)-20130701&from=EN
https://www.cbp.gov/document/guidance/certification-origin-template、ISLINE
https://isline.co.il/wp-content/uploads/2017/11/Global-Gate-a-letter-to-the-importing-community.pdf
https://isline.co.il/wp-content/uploads/2017/11/Global-Gate-a-letter-to-the-importing-community.pdf
https://www.export.gov/article2?id=Israel-Documenting-Origin、
https://www.cbp.gov/trade/free-trade-agreements/israel/certificate-origin-requirements
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出所）英イスラエル貿易協定、

https://assets.publishing.service.gov.uk/government/uploads/system/uploads/attachment_data/file/7

81440/CS_Israel_1.2019_Trade.pdf2023年 3月閲覧。 

 

出所）英イスラエル貿易協定、

https://assets.publishing.service.gov.uk/government/uploads/system/uploads/attachment_data/file/7

81440/CS_Israel_1.2019_Trade.pdf2023年 3月閲覧。 

 

https://assets.publishing.service.gov.uk/government/uploads/system/uploads/attachment_data/file/781440/CS_Israel_1.2019_Trade.pdf
https://assets.publishing.service.gov.uk/government/uploads/system/uploads/attachment_data/file/781440/CS_Israel_1.2019_Trade.pdf
https://assets.publishing.service.gov.uk/government/uploads/system/uploads/attachment_data/file/781440/CS_Israel_1.2019_Trade.pdf
https://assets.publishing.service.gov.uk/government/uploads/system/uploads/attachment_data/file/781440/CS_Israel_1.2019_Trade.pdf
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出所）欧州地中海協定、https://eur-lex.europa.eu/legal-content/EN/TXT/PDF/?uri=CELEX:02000A0621(01)-

20130701&from=EN 2023年 3月閲覧。 

 

出所）韓国イスラエル FTA協定、https://www.fta.go.kr/main/situation/kfta/lov3/il/2/、

https://www.fta.go.kr/main/situation/kfta/lov3/il/2/、韓国政府、

https://www.fta.go.kr/main/info/news/notice/、ISLINE、https://isline.co.il/wp-

content/uploads/2017/11/Global-Gate-a-letter-to-the-importing-community.pdf2023年 3月閲覧。 

https://eur-lex.europa.eu/legal-content/EN/TXT/PDF/?uri=CELEX:02000A0621(01)-20130701&from=EN
https://eur-lex.europa.eu/legal-content/EN/TXT/PDF/?uri=CELEX:02000A0621(01)-20130701&from=EN
https://www.fta.go.kr/main/situation/kfta/lov3/il/2/
https://www.fta.go.kr/main/situation/kfta/lov3/il/2/
https://www.fta.go.kr/main/info/news/notice/
https://isline.co.il/wp-content/uploads/2017/11/Global-Gate-a-letter-to-the-importing-community.pdf
https://isline.co.il/wp-content/uploads/2017/11/Global-Gate-a-letter-to-the-importing-community.pdf


 

187 

 

出所）米イスラエル FTA協定、

https://ustr.gov/sites/default/files/files/agreements/FTA/israel/Israel%20FTA.pdf  

2023年 3月閲覧。 

https://ustr.gov/sites/default/files/files/agreements/FTA/israel/Israel%20FTA.pdf
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出所）米イスラエル FTA協定、

https://ustr.gov/sites/default/files/files/agreements/FTA/israel/Israel%20FTA.pdf  

2023年 3月閲覧。 

 

 

出所）米イスラエル FTA協定、

https://ustr.gov/sites/default/files/files/agreements/FTA/israel/Israel%20FTA.pdf  

2023年 3月閲覧。 

 

https://ustr.gov/sites/default/files/files/agreements/FTA/israel/Israel%20FTA.pdf
https://ustr.gov/sites/default/files/files/agreements/FTA/israel/Israel%20FTA.pdf
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出所）英イスラエル貿易協定、

https://assets.publishing.service.gov.uk/government/uploads/system/uploads/attachment_data/file/7

81440/CS_Israel_1.2019_Trade.pdf2023年 3月閲覧。 

 

 

出所）英イスラエル貿易協定、

https://assets.publishing.service.gov.uk/government/uploads/system/uploads/attachment_data/file/7

81440/CS_Israel_1.2019_Trade.pdf2023年 3月閲覧。 

https://assets.publishing.service.gov.uk/government/uploads/system/uploads/attachment_data/file/781440/CS_Israel_1.2019_Trade.pdf
https://assets.publishing.service.gov.uk/government/uploads/system/uploads/attachment_data/file/781440/CS_Israel_1.2019_Trade.pdf
https://assets.publishing.service.gov.uk/government/uploads/system/uploads/attachment_data/file/781440/CS_Israel_1.2019_Trade.pdf
https://assets.publishing.service.gov.uk/government/uploads/system/uploads/attachment_data/file/781440/CS_Israel_1.2019_Trade.pdf
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出所）英イスラエル貿易協定、

https://assets.publishing.service.gov.uk/government/uploads/system/uploads/attachment_data/file/7

81440/CS_Israel_1.2019_Trade.pdf2023年 3月閲覧。 

 

出所）欧州地中海協定、https://eur-lex.europa.eu/legal-content/EN/TXT/PDF/?uri=CELEX:02000A0621(01)-

20130701&from=EN 2023年 3月閲覧。 

https://assets.publishing.service.gov.uk/government/uploads/system/uploads/attachment_data/file/781440/CS_Israel_1.2019_Trade.pdf
https://assets.publishing.service.gov.uk/government/uploads/system/uploads/attachment_data/file/781440/CS_Israel_1.2019_Trade.pdf
https://eur-lex.europa.eu/legal-content/EN/TXT/PDF/?uri=CELEX:02000A0621(01)-20130701&from=EN
https://eur-lex.europa.eu/legal-content/EN/TXT/PDF/?uri=CELEX:02000A0621(01)-20130701&from=EN
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出所）欧州地中海協定、https://eur-lex.europa.eu/legal-content/EN/TXT/PDF/?uri=CELEX:02000A0621(01)-

20130701&from=EN 2023年 3月閲覧。 

 

 

出所）欧州地中海協定、https://eur-lex.europa.eu/legal-content/EN/TXT/PDF/?uri=CELEX:02000A0621(01)-

20130701&from=EN 2023年 3月閲覧。 

https://eur-lex.europa.eu/legal-content/EN/TXT/PDF/?uri=CELEX:02000A0621(01)-20130701&from=EN
https://eur-lex.europa.eu/legal-content/EN/TXT/PDF/?uri=CELEX:02000A0621(01)-20130701&from=EN
https://eur-lex.europa.eu/legal-content/EN/TXT/PDF/?uri=CELEX:02000A0621(01)-20130701&from=EN
https://eur-lex.europa.eu/legal-content/EN/TXT/PDF/?uri=CELEX:02000A0621(01)-20130701&from=EN
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出所）韓国イスラエル FTA協定、

https://www.fta.go.kr/webmodule/_PSD_FTA/il/1/eng/03.%20Rules%20of%20Origin.pdf 2023年 3月閲

覧。 

 

 

出所）韓国イスラエル FTA協定、

https://www.fta.go.kr/webmodule/_PSD_FTA/il/1/eng/03.%20Rules%20of%20Origin.pdf 2023年 3月閲

覧。 

 

https://www.fta.go.kr/webmodule/_PSD_FTA/il/1/eng/03.%20Rules%20of%20Origin.pdf
https://www.fta.go.kr/webmodule/_PSD_FTA/il/1/eng/03.%20Rules%20of%20Origin.pdf
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6. 今後の政策・協力のあり方・必要な方策 

この章では、ここまでの調査結果を踏まえ、日本のビジネスチェーンにおいて中東地域がどのような位

置づけにあるのか、基本認識、中東ビジネスの魅力・ビジネスチャンス及び中東ビジネス活性化に向け

た課題を分析・評価したうえで、我が国企業の中東ビジネス活性化に資するような、今後の政策・協力の

あり方について検討した。 

6.1 基本認識 

⚫ ウクライナ侵攻により、エネルギー価格が高騰し、中東、特に湾岸産油国の位置づけは高まっている。日本

の原油輸入の中東依存度は 95％を超えている。 

⚫ 2020年以降のイスラエルとアラブ諸国の国交正常化の加速化により、「中東経済圏」は拡大している。 

⚫ 中東のビジネスは、政治的、地政学の動きとは自立して進められる「新たな時代」に突入している。 

⚫ 重要な原油輸入先であるだけでなく、中東地域は太陽光、風力等の再生可能エネルギーのポテンシャル

も高く、グリーン水素などのカーボンニュートラル社会に向けた燃料供給源になっている。 

⚫ 日本にとっての中東は、エネルギー安全保障上のみならず、脱炭素、カーボンニュートラル実現に向けた

重要なパートナーとなりうる。 

⚫ すなわち、日本は、エネルギー分野以外でも中東諸国との関係を強化し、産油国の脱石油依存の成長戦

略と日本の成長戦略とをシナジーさせ、日本と中東がお互いに「脱炭素」ビジネスでウィン・ウィンの関係

を築くことが重要である。政治面と同時に、ビジネス面での関係強化が不可欠である。 

⚫ 日本企業の中東進出はアジア進出に比して大きく後れをとっているが、中東で成功している企業は現地

のパートナー、現地人と非常によく協力、従業員として採用して手を携えて仕事していることを認識してお

きたい。 

⚫ 中東諸国において、日本文化製品に対する親近感は依然強い。欧米に対するアンチテーゼもある。 

6.2 中東ビジネスの魅力・  ンス 

⚫ 日本にとっての中東の魅力は３つ。エネルギーの供給源であること、欧州・アフリカへのビジネス拡張のハ

ブとなりうること、高格付けであり、経済成長率も高いこと。 

⚫ 湾岸の法律整備も行われている。ビジネス環境ランクでもサウジ等は躍進している。 

⚫ 中東のビジネスチャンスは、価格競争力のある脱炭素（グリーン、ブルー）技術、インフラ、スタートアップの

３つ。 

⚫ 中東では欧米コンサルタントがすでに市場に浸透しているが、日本ブランド・技術・人への信頼・期待値は

依然として高い。 

⚫ 中東に進出しようとする日本のスタートアップ企業は現地に溶け込みネットワークを形成する意欲、リスク

をとる意欲がある。 

⚫ ESG投資の潮流にもチャンスが見いだせる。グリーン/ブルー水素・アンモニア、LNGなど各国ファンド

からの投資が見込めるが分野ある。 
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⚫ 中東は市場としてはASEAN と同規模。かつ人口構成では若年層が多く、人口増加率が著しい。成長ポ

テンシャルがあり、ビジネスチャンスもある。 

6.3 中東ビジネス  化に向  課題 

⚫ 日本企業が中東進出を検討するにあたり、これまでは、中東の政治情勢のネガティブな動きをもって、ビ

ジネスを躊躇する傾向にあったが、外交・政治情勢とビジネスチャンスは必ずしもリンクしていないことに

目を向ける必要がある。 

⚫ 産油国の産業多角化への意欲と、イスラエルとのアブラハム合意以降の経済圏の拡大が日本企業には十

分に認識されていない。 

⚫ 中東での脱炭素の動きは活発であるにもかかわらず、日本では依然として産油国という印象が強い。政

治的な情報量に比べ、実ビジネスの情報量が極めて少ない。 

⚫ 日本企業、日本人の中東への理解が進まず、外交・政治面でのリスク情報が先行して目につくため、ビジ

ネスのリスクを過大評価してしまう傾向がある。このため、海外進出においてアジアなどのほか地域が先、

中東が後回しになっている。その結果、ビジネスネットワークもなかなか構築されない。 

⚫ 情報・ネットワーク不足により、中東でのビジネス経験が蓄積されず、さらに情報・ネットワークが不足する

という悪循環が生じている。 

⚫ このため、中東諸国の公的ファンド(SWF)へのアプローチ、中東をハブとしたアフリカ、EU等でのビジネ

スのポテンシャルの認識が確立していないなど、中東のビジネスチャンスが生かされていない。 

⚫ ニーズと日本側の関心のアンマッチも生じている。中東で強いニーズがある科学技術の分野に対し、日本

側の関心は低い。中東に限らず日本の研究者の海外への留学意欲が低く、ニーズ・期待に応えられてい

ない状況にある。 

⚫ 企業側の課題として、2、3年で人事異動があり、中東ビジネスに精通した人材が育ちにくい。このため、

スピード感とトップダウンに象徴される中東のビジネスに、日本企業が対応できていない。 

⚫ 精通した人材が育たない中で、先行する欧米や、後発で存在感を高める中国、韓国などに伍して、日本

が、中東政府の政策策定段階（上流）から入っていけるかというと、ネットワーク構築力が弱く、壁がある。 

⚫ こうした状況下、JETRO等の調査によれば、2020年以降、現地での日本のプレゼンスが低下してい

る。出生率が高く、若年層が厚い中東に、たとえば韓国が KPOPを全面に押し出して心をつかむなど、状

況をよく理解した市場獲得策がとられていることも背景にあると考えられる。 
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6.4 今後の政策・協力のあり方～我が国企業の中東ビジネス  化に向  方策 

中東ビジネスの魅力・チャンスを理解し、ビジネス活性化がなかなか進まない課題を踏まえた上で、こ

こでは今後の政策のあり方、協力のあり方など、我が国企業の中東ビジネス活性化に向けた方策を以

下に整理した。 

6.4.1 頻繁なトップダウン外交 

⚫ サウジ、UAEの両リーダー（サウジ・ムハンマド皇太子、UAE・ムハンマド大統領）の世代交代・若返りに

より、中期的な関係の構築が喫緊の課題。トップダウンで物事が決まるのが中東。日本から総理が中東に

行ったのは 2020年 1月の安倍総理が最後。西村経済産業大臣の複数回の中東訪問は非常にポジティ

ブな印象を与えたと考えられるものの、総理級のトップ外交が極めて重要。中国の習近平国家主席のサ

ウジ訪問、韓国の尹錫悦大統領の UAE訪問と遜色のないトップ外交のいち早くの展開を望みたい 

6.4.2 中東ビジネス界に  る個人的関係の強化 

⚫ 中東ビジネスは個人の関係を重視するビジネス。日本人 Aさんと中東の Bさんの関係が重要。実際に個

人単位でものが決まる。中東で働いている欧米人が多い一方で、欧米留学経験のあるアラブ人が多いこ

ともあり、接点が多い。 

⚫ これに対し、日本は、中東ビジネスリーダーのネットワーク、コミュニティに入れていない。現地では、

WhatsAppを使いトップ自身が当意即妙に応えるという前提でやっている。優良なパートナーを掴んで

おくことが必要。レバノン人、シリア人の湾岸諸国コネクションも効くことがあり、打開策の一つ。 

⚫ 日本社会の中東社会への興味は、欧米社会の興味の移り変わりに沿って移り変わる。欧米の関心がいか

に動いても、日本にとっての中東の重要性を政府トップ、産業界のトップに認識し、関係づくりをする必要

あり。企業トップによるセールスが重要。 

6.4.3 ビジネス・研究交流等の草の根ネットワークの構築 

⚫ 日本企業の部長、課長クラスでは真のビジネスは作れないとの認識の下、（上述のトップセールスに加え）

草の根に入り込むことが必要。 

⚫ 科学技術（大学・研究所）の交流について中東側の関心は極めて高い。日本との共同研究の意欲も高い

が、まだ組織立って実施されていない。中東は若年層の就活や教育には力を入れており、予算もある、取

り組みがいのある領域といえる。 

⚫ サウジ等では、イノベーションにかける政府の意欲も高く、スタートアップ育成のための制度整備も急速に

質が向上している。スタートアップ育成元年を謳う日本の政策とも合致するところが多く、企業同士だけ

でなく、研究シードのマッチング機会などを少しでも増やしていくことが草の根レベルからのネットワークの

構築につながる。 
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6.4.4 官民のリスク分担 

⚫ 日本企業は元来、リスクに対する考え方が保守的で、これは中東ビジネスに限らない。ビジネス活性化に

向けて適切なリスク分担を設計するのは政府の役割といえる。日本側のリスクテイカーとして、政府の対

応の強化のみならず、NEXI、JBICなどとの連携の一層の拡充も望まれる。 

6.4.5 偏りのない情報収集と提供・発信・協働の  

⚫ 中東の動きはいいことばかりではないが、メディアからネガティブなイメージが先行して発信されているこ

とは問題。JETROや JCCMEも情報発信をしているが、メディアと一体となって、連携して、正しい中東

理解を促進する必要がある。 

⚫ 現地に食い込んでの情報収集が重要。欧米のコンサルは入り込んで情報収集をしている。現地の生の情

報をいかに取っていくかがビジネスの成否に影響する。 

⚫ これまでは政府・企業・大学・メディアがそれぞれバラバラに活動している傾向があったが、一体化して

オールジャパンで中東をどうするのか、を協議し、情報・知見を共有できるプラットフォームの設置を検討

する動きがあってもよい。政府、企業、大学、メディアがあまねく参加するオールジャパン・プラットフォーム

であることが望ましい。 

⚫ プラットフォームで提供されるのは情報だけでなく、たとえば中東ビジネス専門家の人材育成プログラム

（若手研究者、学生、スタートアップ、中小企業、アラビア語人材等）などのサービス、コミュニティの形成な

どがあってもよい。 

⚫ また、幅広い中東ネットワークを持つごく一部の有識者の知見・ネットワークを一部のままにせず、伝授・共

有される場の形成も有益。 

⚫ 日本を売りこむ方策が必要。強みはアニメ、ゲームはじめ、まだある。（ニュース、メディアを見ない）Z世

代へのアプローチも中長期的に考えるべきこと。 

6.4.6 新 なビジネス分野の開拓 

（1） 音楽教育 

サウジは歌舞音曲が解禁されたが、サウジのレベルはまだ低いので、今後成長分野。 

（2） Eコマース 

中東はデジタル化、DX への関心は極めて高い。E コマースは成長率が高い。Amazon だけでなく、

地元の Eコマースが成長中。日本企業も顧客接点として活用できる。 

（3） イノベーション 

イノベーションには各国政府は投資を惜しまない。雇用創出のために少し支援して起業させるスタイ

ルもあれば、イスラエルのようにとがった起業をさせるスタイルもある。日本企業とのマッチング、日本企
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業からの投資、中東の公的ファンドとの JV など、様々なアプローチでイノベーションの初期段階からの

関与が十分に可能な領域といえる。 

（4） グリーン分野 

日本と中東企業が組んで中央アジアに出ていくという市場開拓アプローチもある。政府系機関にイニ

シアティブをとってもらうことが有効なセクターである。 

（5） エンタメ 

特にサウジアラビアで盛り上がっており、角川や東映が現地の若者を受け入れ色々と活動中。世界の

中でも MENA 地域だけは映画の興行が伸びている。サウジの若者が日本アニメイベントに押し掛けて

いる。若い世代にアピールする手段としても有効。 

アニメ業界は、サウジだけではチャンネルが限られているため、プレーヤーも限られている。ネット配信

系の企業も出てきているが、しばらくはプレーヤーの成熟を待つことが必要。また、MENA地域としてみ

ることも重要。向こうが扱いたいタイトルを呼んできてマッチングする、というやり方もある。 

（6） コンテンツ関係 

コンテンツ関係に関心が高い。コンセッション方式で株を持ち合うというような、日本企業をまとめて

中東に進出させるようなミッション派遣も有効。ゲーム製品等を開発して世界に売り出す際、ムスリム圏

は無視できなくなっている。イスラム的なアドバイス、売り込みネットワーク、開発費などのアライアンスは

検討の余地がある。 
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